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CSR行動原則 Plan 2011年度 基本方針 Do 2011年度の主な取組み Check 主な評価 Action 2012年度以降の方針

2011年度総括 関西電力グループは、6つのCSR行動原則に従い、CSRの取組みを「方針・計画の策定（Plan）」「実施（Do）」「評価（Check）」「次年度への
反映（Action）」というPDCAサイクルを回しながら推進しています。2011年度においても2010年度の活動に基づいて基本方針を策定し、
それに沿って取組みを実施しました。取組みはきちんと評価し、その結果は2012年度以降の方針に反映させています。
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地域社会の発展
に向けた積極的
な貢献

地域社会の発展
に向けた積極的
な貢献

人権の尊重と
良好な職場環境
の構築

透明性の高い
開かれた事業
活動

環境問題への
先進的な取組み
環境問題への
先進 組

商品・サービスの
安全かつ安定的
なお届け

商品・サービス

コンプライアンス
の徹底
コンプライアンス
徹底

■コンプライアンスの重要性の認識をグループ大
で共有するため、「横」のつながりを強化。
■法令手続管理の再徹底を図り、コンプライアン
ス意識の浸透に引き続き取り組みます。
■情報セキュリティに関しては、さらなる当事者意
識の浸透を図り、社内外の事故事例や社会への多
大な影響の周知、徹底した意識啓発を実施すると
ともに、制定したルールが適切であるよう確認・
是正を継続します。また、新たなセキュリティ上の
脅威に対し、技術的な対策を継続していきます。

コンプライアンス推進体制の整備／各職場でのディスカッショ
ン活動／第一線職場との対話・研修活動／グループ会社への
「出前コンプライアンス研修」の実施／啓発ツールの充実と法
的情報・教訓メッセージの発信／情報セキュリティマネジメント
の推進／個人情報保護の徹底

新たな実施項目 ●eラーニングの実施 ●グループ会社による
「コンプライアンス情報交換会」

■グループ会社対象のコンプライアンス活動は、法令遵守の重要性の認
識共有や取組みの情報交換ができたと好評を得ました。

■アンケートにおいて、｢この１年間でコンプライアンス意識が向上した｣と
感じる従業員が8割を超え、その理由にコンプライアンスの活動や研修
をあげる回答が3／4を占めています。

■多様な手段で意識啓発を徹底した結果、「情報セキュリティの重要性を
十分に理解している」と回答した従業員が９８％を超え、当事者意識の
浸透が図れました。また、標的型メール訓練を実施することにより標的
型メールを適切に見極め、対処する力を高めました。

■職場ディスカッション用の新たな映像ツールの導入、各職場のコンプ
ライアンス推進スタッフへの働きかけなど、一人ひとりが自らコンプラ
イアンス活動に活き活きと参加できるような取組みを展開し、自律的
なコンプライアンス活動の一層の活性化に努めます。

■情報セキュリティに関しては、引き続き、社内外の事故事例の周知を通じ
てリスクの大きさを強く訴求するとともに、従業員がより身近に感じられ
る啓発活動に取り組み、さらなる当事者意識の浸透を図っていきます。ま
た、標的型メールを使った攻撃に対処する訓練を繰り返し実施するととも
に、万が一、攻撃を受けても実被害を防ぐ技術対策を強化していきます。

■「フェイストゥフェイス」によるコミュニケーショ
ン活動を継続していきます。

■メディア環境の変化に合わせた新たな情報発
信、広聴活動を積極的に展開していきます。

■社会のみなさまのご不安やご心配を軽減し、ひ
いては当社事業への信頼を回復するために、ご
意見・ご要望にしっかりと耳を傾け、正確な情
報を迅速に発信していきます。

インターネットを活用した情報発信／フェイストゥフェイスによる
コミュニケーションの実践／PR施設を通した地域社会との交
流／コミュニケーション誌による情報発信／社会のみなさまと
の交流／報道機関への迅速な情報発信／社内報や「グループ
ポータルサイト」による社内コミュニケーション／株主・投資家
のみなさまへの公平・迅速な情報開示

新たな実施項目 ●Facebook公式アカウントの開設 ●停電情報公開サービスの
開始 ●黒部川電気記念館のリニューアル

■お客さまから、当社事業活動へのさまざまなご意見やご要望をうけた
まわり、求められる情報開示を積極的におこないました。

■メディア環境の変化に合わせ、インターネットの積極的な活用により、
お客さまの声をタイムリーに収集するとともに、当社事業について適宜
情報発信をおこないました。引き続き、著しく変化するメディア環境に
合わせた情報発信がおこなえるよう、情報技術の進化に迅速かつ的確
に対応していく必要があります。

■当社の取組みや電気事業に関する情報をお客さまや社会のみなさま
に正しくお伝えできるよう、双方向のコミュニケーション活動を継続し
ていきます。

■メディア環境の変化に合わせた新たな情報発信、広聴活動を積極的に
展開していきます。

■お客さまや社会のみなさまの新たなニーズや期待を真摯に受け止め、
お客さま視点を徹底し、当社事業への信頼回復のため、ご意見やご要
望にしっかりと耳を傾け、正確な情報を迅速に発信していきます。

■人権を尊重した企業体質づくりと、あらゆる差
別のない社会の実現をめざします。

■従業員一人ひとりの違いを強みとしてとらえ、
かつ、最大限に活かす取組みを推進します。

■従業員の安全と健康の確保を目的として、引き
続き、安全衛生活動を積極的に進めます。

全従業員に対する同和・人権研修の実施／人権標語の募集／
人権尊重に関する役員研修の実施／グループ会社との人権情
報交換／高齢者雇用の推進／障がい者雇用の促進／労働時
間の適切な管理／従業員の成長を支援する取組み／安全衛生
委員会の開催／災害の未然防止策・教育の強化／グループ一
体となった安全活動の展開

新たな実施項目 ●ダイバーシティ推進グループの立ち上げ ●ダイバーシティに関す
る管理職向け説明会の開始 ●ちが・ちかネットの立ち上げ ●メンタルヘルス対策の
推進・強化

■2011年度も人権に関する啓発活動を継続的に実施し、人権研修には
全従業員数を大きく上回る延べ26,500人以上の従業員が受講。ま
た、ダイバーシティ推進グループを立ち上げ、従業員一人ひとりの違い
を強みとしてとらえる組織への活動が展開できました。

■企業として人権啓発に継続的に取り組んでいることにより、従業員の
意識に、こうした活動が企業の取組みとして重要であるとの理解と認
識が着実に浸透してきています。

■従業員一人ひとりが人権に関する正しい理解と認識を深められるよ
う、引き続き、人権研修の実施や情報共有、連携強化に取り組んでい
きます。

■従業員一人ひとりの違いを強みとしてとらえ、かつ、最大限に活かす
取組みを推進します。

■従業員の安全と健康の確保を目的として、引き続き、安全衛生活動を
積極的に進めます。

■地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、活
性化のための取組みを、地域のみなさまととも
に進めていきます。

■従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高められる
よう、引き続き情報発信をおこないます。

それぞれの地域事情・特性に応じた各種地域活動の積極的な
実施・協力／社内ポータルサイト・社内報などによるボランティ
ア活動や社会貢献活動に関する情報提供／地域活性化に向け
た企業誘致やまちづくりのための活動の展開

新たな実施項目 ●東日本大震災や2011年台風12号の災害
復興支援活動 ●再生可能エネルギー・スマートコミュニティ構
想などにかかる活動

■行事ごとのアンケートなどの結果から、当社の取組みに対する期待や、当
社の取組み意図が伝わり、評価いただいているようすが読み取れます。

■アンケートにおいて「今後興味のあるボランティア活動があれば参加し
たい」と考える従業員が約8割であり、従業員のボランティアへの意欲
関心は例年と同じく高い水準を維持しています。

■地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、活性化のための取組み
を、地域のみなさまとともに進めていきます。

■従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高められるよう、引き続き情報発
信をおこないます。

■「関西電力グループ長期成長戦略2030」を道標
に、「環境行動方針」に基づいて、積極的に環境取組
みを推進し、持続可能な社会の構築に貢献します。

■地球温暖化問題を重要な経営課題と位置づけ、さま
ざまな方策などを検討しつつ、引き続き当社グルー
プの総合的対策である「関西e-エコ戦略」に取り組
み、低炭素社会の実現に貢献していきます。
■ゼロエミッションの推進、生物多様性の保全、環境情報
開示・環境コミュニケーションの推進にも努めます。

エコ・アクション／低炭素社会の実現に向けた挑戦（「関西e-エコ
戦略」の推進〈お客さまと社会の省エネ・省コスト・省CO₂への貢
献、電気の低炭素化の取組み、「関電のスマートグリッド」の構
築〉、海外での取組み、先進的な技術開発）／循環型社会の実現
に向けた活動の展開（ゼロエミッション、PCB廃棄物の適正処理、
グリーン購入）／安心され、信頼される環境先進企業をめざした
取組みの展開（地域環境保全対策、環境コミュニケーション、環境管理、第三者審査）

新たな実施項目 ●メガソーラーの開発 ●風力発電の開発

■中小水力・太陽光・風力など、再生可能エネルギーの導入に最大限取
り組むほか、けいはんな学研都市での実証プロジェクトに参画するな
ど、スマートグリッドの構築も一体として推進しました。これらに加え、
安全が確認された原子力発電所の再稼動にも取り組み、低炭素社会の
実現に貢献していきます。

■循環型社会の実現に向け、ゼロエミッションの継続やPCBの確実な処理
を推進しました。引き続き、これらの取組みを着実に推進するとともに、
このような環境面の取組みに関して、ホームページなどにより情報公開
をおこなうなど、お客さまや社会とのコミュニケーションに努めます。

■「環境行動方針」に基づいて、積極的に環境取組みを推進し、持続可
能な社会の構築に貢献します。

■地球温暖化問題への対応としては、安全が確認できた原子力発電所
の再稼動に取り組むとともに、再生可能エネルギーの開発導入を進め
るなど当社グループの総合的対策である「関西e-エコ戦略」を引き続
き推進し、低炭素社会の実現に貢献していきます。なお、今後の具体
的取組みについては、国のエネルギー・環境政策の動向を注視しつ
つ、整合性のとれたものとしていきます。

■ゼロエミッションの推進、生物多様性の保全、環境情報開示・環境コミ
ュニケーションの推進にも努めます。

■安全の確保を大前提に確実な事業運営を継続し、これまで培ってきた
技術・技能の維持継承を図ります。またグループの総力をあげて電力
の安全・安定供給に全力で取り組んでいきます。

■とりわけ、原子力発電の自主的・継続的な安全への取組みと電力需給
の安定化に向けた取組みなどを進めていきます。

■グループ一体となってサービスの高度化・効率化を一層強化し、お客
さまの満足向上に努めていきます。

■安全を最優先に電力の安全・安定供給に全力で
取り組んでいきます。

■原子力発電所の安全・安定運転には、可能な限
りの安全対策をおこない、新情報が得られ次
第、迅速かつ的確に必要な対策を実施します。

■グループ一体となったトータルソリューションを
提供し、お客さまの多様なニーズに対応し、お客
さま満足の一層の向上に努めます。

電力系統の確実な運用／最適な電源構成／安全・安定供給を
支える人材の育成／原子力発電の安全運転／美浜発電所3号
機事故再発防止対策における継続的な改善活動／安全文化醸
成活動の推進／商品やサービス価値の向上にむけたお客さま
の声の収集・分析／お客さまニーズに対応したソリューション
提案

新たな実施項目 ●世界最高水準の安全性をめざした取組み
●より安定した燃料調達 ●防災体制の充実・強化 ●お客さまサービス業務の高度化

■安全を最優先にグループ一体となり供給力の確保に全力で取り組んで
きましたが、夏季・冬季の二度にわたり、お客さまに節電のご協力をお
願いするなどご不便とご迷惑をおかけしました。

■原子力部門では、美浜発電所3号機事故や東京電力福島第一原子力
発電所事故を念頭におき、安全性向上対策などをすみやかに実施して
きました。

■電気事業をはじめ総合エネルギー、情報通信、生活アメニティなど、グ
ループ事業でもサービスの充実・拡大に努めました。
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2011年度総括

編集方針・目次
CSR行動原則
関西電力グループの概要とステークホルダーへの誓い
トップコミットメント
節電のお願いに関するご説明とお礼

 社会のみなさまのお役に立ち続けるため、
安全・安定供給への使命を果たす

 原子力発電の信頼回復に向け
世界最高水準の安全性を築く

 関西電力グループの経営とCSR
 コーポレート・ガバナンス
 リスクマネジメント
 CSR推進体制
 CSR推進の具体的な取組み

    商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

Highlight 2011
ライフライン事業者としての使命と責任
安全を最優先した原子力発電所の取組み
グループ一体となったサービスのお届け
取組みへの評価と2012年度以降の方針

    環境問題への先進的な取組み

Highlight 2011
関西電力グループ環境行動方針
事業活動と環境負荷の現状（2011年度実績）
エコ・アクション（目標・実績）
低炭素社会の実現に向けた挑戦 
循環型社会の実現に向けた活動の展開
安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開
第三者審査
取組みへの評価と2012年度以降の方針

    地域社会の発展に向けた積極的な貢献

Highlight 2011
地域社会の一員としての取組み
地域の活性化に向けた取組み
取組みへの評価と2012年度以降の方針

    人権の尊重と良好な職場環境の構築

Highlight 2011
人権の尊重
多様性のある雇用の推進と働きやすい職場づくり
安全衛生に関する取組み
取組みへの評価と2012年度以降の方針

    透明性の高い開かれた事業活動

Highlight 2011
ステークホルダーのみなさまとのコミュニケーション
取組みへの評価と2012年度以降の方針

    コンプライアンスの徹底

Highlight 2011
各職場における啓発活動と自律的な取組みの推進
情報セキュリティ対策の推進と個人情報保護の徹底
取組みへの評価と2012年度以降の方針

第三者意見
「関西電力グループCSRレポート2011」アンケート結果

用語集

経営と
C S R

特集1

特集2

目  次

「CSRに関する取組み・環境に関する詳細情報」 
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/index.html

●本レポートは、関西電力グループのCSRの取組みを、ステークホ
ルダーのみなさまに対して、わかりやすくご報告するものです。

●特集ページでは、電力需給の安定と原子力発電の信頼回復に向け
た当社の取組みを報告し、これに続くページでは6つのCSR行動原
則ごとに章を設け、それぞれの取組みの進捗をお伝えしています。

●本レポートはWebと冊子で構成し、本誌掲載項目に関連する情
報がWebにある場合は、次のようにURLを記載しています。

●環境情報は第三者機関による審査
を受審し、サステナビリティ情報審
査協会が定める「環境報告審査・
登録マーク付与基準」を満たして
いるとして、右記のマークの付与
が認められています。

●専門的な用語などは巻末の用語集にまとめています。

●報告年度における「新しい取組み（左）」
「大きく進展があった活動（右）」には、
それぞれ右記のマークを付けています。

編集方針

【報告範囲】
対象期間 ： 2011年4月1日～2012年3月31日
（上記期間以外の重要な情報についても一部報告しています。）
対象範囲 ： 関西電力株式会社および関西電力グループ会社
対象分野 ： 経済面・社会面・環境面

【レポート発行時期】
　 2012年9月発行   2011年版：2011年9月発行
   2013年版：2013年夏頃発行予定

【免責事項】
本レポートには、関西電力株式会社およびグループ会社の過去
と現在の事実だけでなく、将来の業績に関する記述が含まれて
います。こうした記述は、記述時点の情報に基づいた仮定や判
断によるものであり、経営環境など前提条件の変化などに伴っ
て修正する可能性がありますことを、読者のみなさまには、ご了
承いただきますようお願い申し上げます。

【参考にしたガイドライン】
GRI「持続可能性報告ガイドライン第3版」
環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」

「関西電力グループ経営ビジョン」
http://www.kepco.co.jp/corporate/vision/index.html
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CSRレポート
2012

関西電力グループ
のCSRへの取組み
を紹介しています。

アニュアルレポート 
2012

関西電力グループの経
営成績や財政状況を株
主さま・投資家さま向
けに報告しています。

会社案内
2012

関西電力株式会社
の事業内容を中心
に紹介しています。
（10月初旬発行予定）

●関西電力グループについての情報は下記でご覧いただけます。 

※GRI（Global Reporting Initiative）：持続可能性報告書の国際的なガ
イドラインを立案し、普及させることを目的としたオランダに本部を置く国際
非営利団体。企業、非営利団体会計士団体、投資機関、労働組合など多様な
関係者が参画し、1997年秋から活動しています。

※CSR：Corporate Social Responsibilityの略で、一般に「企業の社会的責任」と訳されています。

私たち関西電力グループは、
6つのCSR行動原則に従って事業活動に取り組み、

お客さまや社会のお役に立ち続けます。

商品・サービスの安全かつ安定的なお届け
関西電力グループは、社会に不可欠なライフラインを担う事業者として、
お客さまのくらしの基盤を支えていることを認識し、商品・サービスの安
全かつ安定的なお届けに、日々、万全を期します。

1
環境問題への先進的な取組み
関西電力グループは、環境との関わりが深いエネルギー事業者として、事業活
動が地球環境に与える影響の大きさを認識し、自らの事業活動に伴う環境負荷
の低減に努め、世界最高水準を目指します。さらに、よりよき環境の創造を目
指した先進的な取組みを行い、持続可能な社会の構築に積極的に貢献します。

2

地域社会の発展に向けた積極的な貢献
関西電力グループは、地域や生活に密着した事業者として、地域社会の
発展なくしては、自らの発展はありえないという認識のもと、地域経済や
地域コミュニティの活性化に向けた取組みを通じて、地域社会の発展へ
積極的に貢献します。

3

人権の尊重と良好な職場環境の構築
関西電力グループは、「人権の尊重」を国際的な合意に基づく重要な責
務であると認識し、グループの事業活動に関わるすべての人々にとって、
差別のない、安全で働きやすい職場の確保に努めます。

4
透明性の高い開かれた事業活動
関西電力グループは、事業活動に社会の声を的確に反映させるととも
に、事業運営における公正さを確保し、社会に対する説明責任を誠実に
果たしていくため、社会のみなさまとのコミュニケーションを一層推進
し、透明性の高い開かれた事業活動を行います。

5

コンプライアンスの徹底
「企業倫理の確立」と「法令等社内外のルールの順守」は、企業が社会に
存在する上で要求される責務であり、関西電力グループは、これらをすべ
ての活動の基盤として、確実に実践します。また、これらの実践を保証す
るためのしくみを構築し、その維持改善を図ります。

6

CSR行動原則

1

2

3

4

5

6

2



※ 発電電力量は自社需要に対応
する電力量構成比です。

※  年度末電源構成には他社受電
分を含みます。

グループ会社 （連結子会社および持分法適用会社）　2012年3月31日現在
会 社 名
所在地［本店］ 

設 立 年 月 日
資 本 金
発行済株式数
主 な 事 業
グループ会社数

従 業 員 数
販 売 電 力 量
売 上 高
総 資 産 額

関西電力株式会社 
530-8270
大阪市北区中之島3丁目6番16号
1951年5月1日 
4,893億円
9億3,873万株
電気事業、熱供給事業、電気通信事業、ガス供給事業  等
連結子会社数 58社
持分法適用会社数 4社 
32,961人（連結）　２2,376人（単独） 
１,４６０億kWh 
２８,１１4億円（連結）　25,031億円（単独）
７５,２１３億円（連結）　６６,６０４億円（単独）

火力 53%
2,142万kW原子力 25%

1,033万kW

水力 22%
891万kW

年度末電源構成
［合計4,066万kW］

発電電力量構成
［合計1,618億kWh］

火力 69%
1,111億kWh

新エネルギーなど
1%

13億kWh水力 
10%

168億kWh

原子力 20%
326億kWh

会 社 概 要  2012年3月31日現在

お客さまニーズの的確な把握に努め、よりよい商品・
サービスの提供を通じて、お客さまとの信頼関係を
築きます。

お客さま

地域や生活に密着した事業者として、地域社会と
連携し、地域が抱える課題の解決に積極的に貢献
することで、地域社会との信頼関係を築きます。

地域社会

環境に配慮しながら、安全・品質・価格面で優れた
資機材・サービスを適切な時期に調達し、取引先
との信頼関係を築きます。

取引先

公平かつ迅速な情報開示や、企業価値の向上に
努めることで、株主・投資家のみなさまの信頼に
応えます。

株主･投資家

事業の原動力である従業員一人ひとりが、やる気
を持ち、やりがいを感じながら能力を発揮できる
よう、組織風土の醸成やしくみづくりに努めます。

従業員

㈱かんでんエンジニアリング
㈱日本ネットワークサポート
関電プラント㈱
黒部峡谷鉄道㈱
㈱ニュージェック
㈱原子力安全システム研究所
㈱原子力エンジニアリング
㈱環境総合テクノス
関電サービス㈱
㈱かんでんジョイナス
㈱かんでんCSフォーラム
㈱関電オフィスワーク

㈱関電パワーテック
㈱関電L＆A
㈱かんでんエルオートシステム
関電ジオレ㈱
ケーピック・ネザーランド社
㈱かんでんエルハート
関電オーストラリア社
関西電子ビーム㈱
㈱エネゲート
㈱きんでん
サンロケ・パワー社
日本原燃㈱　

関西電力グループの概要とステークホルダーへの誓い
関西電力グループは、エネルギーをコアに、暮らしや社会の基盤となる事業において
「お客さま満足No.1企業」をめざしています。
また、さまざまな事業を通して、ステークホルダーのみなさまのご要望やご期待にお応えし、
当社グループへの信頼とご理解をいただくとともに、
社会の持続的発展に貢献していきたいと考えています。

グループサポート 他
電気の安全・安定供給の基盤をサポ
ートするとともに、電気事業で培った
品質や技術力、グループの経営資源
やノウハウを活用したサービスを国内
外のさまざまなシーンでご提供してい
ます。また、その成果を電気事業にフ
ィードバックすることでさらなるサービ
スの品質向上に努めます。

エネルギー供給やユーティリティサービスの提供を中
心に、省エネ・省コスト・省CO₂などお客さまのさま
ざまなニーズにお応えすることで、お客さまのベスト
なエネルギー利用の実現をご提案しています。

総合エネルギー

㈱関電エネルギーソリューション
堺LNG㈱

関電エネルギー開発㈱
越前エネライン㈱

関西一円に広がる光ファイバーネットワークとモバイル
ネットワークを基盤に、より一層お客さまに密着し、
さらなるお客さま満足につながるサービスをトータル
かつタイムリーにご提供しています。

情報通信

他2社

㈱ケイ・オプティコム 関電システムソリューションズ㈱ 他4社

低炭素社会の先進モデルとなる住宅やオフィスをご提
供するとともに、ホームセキュリティ・介護・健康管
理支援などのサービスを提供し、お客さまのより安全
安心、快適便利な暮らしの実現をご提案しています。

生活アメニティ

関電不動産㈱
㈱クリアパス
㈱関電セキュリティ・オブ・ソサイエティ
かんでんEハウス㈱

㈱関西メディカルネット
㈱かんでんジョイライフ
関電ビルマネジメント㈱
アーバンサービス㈱

㈱エル・スエヒロフードサービス
㈱関電アメニックス
MID都市開発㈱　　

他5社

他10社

〈計 62社〉
社受電

円（単独）単独）

53%

成
万kW］

音沢 
新黒部川
第三 
黒部川
第四 下小鳥 

丸山 
読書 
木曽

喜撰山 

南港 

美浜 

　大飯 

高
浜 

堺港 
堺太陽光 

多奈川第二 

海南 

赤
穂
相
生

姫
路
第
二

姫
路
第
一

奥多々良木 
大河内 

嶺南 

南京都 西播

新生駒 

信貴 

関空エネルギーセンター

能勢 

紀の川 

御坊 

猪
名
川

北
摂

新綾部 

西京都 
京北 

山崎 東近江 

東大和 

紀北 

直流
±2
50k
V

舞
鶴宮

津

奥吉野 

主要水力発電所

当社供給区域

火力発電所
原子力発電所

主要変電所
太陽光発電所

主要開閉所

他社連係点

交直変換所
主要送電線
（500kV）

凡 例 

設備状況

供給区域
大阪府、京都府、兵庫県（一部を除く）、
奈良県、滋賀県、和歌山県、ならびに
三重県・岐阜県・福井県の各一部

関西電力

電気事業

情報通信

設備状況況

供給区域

グループ
サポート
他

グループ
サポート
他

総合
エネルギー

クホルダ のみなさまのご要望やご期待
だくとともに、
と考えています。

生活
アメニティ
生活

アメニティ

コア事業

3 4用語集参照 ステークホルダー　 用語集参照ユーティリティサービス（35ページ本文参照）／低炭素社会



関西電力グループのCSR
　

そうした取組みのベースとなるのが、すべての業務に
おけるCSRの実践です。
　関西電力グループのCSRとは、一人ひとりが、常
にお客さまや関係するみなさまの立場に立って考え、
使命感や思いやり、人を大切にする気持ちを持って行
動しながら、自らの業務を確実に遂行することで、「社
会の一員として果たすべき責任をしっかり果たす」と
いうことです。

CSRの推進　

CSRを確実に実践していくためには、関西電力グルー
プの一人ひとりがCSRについての理解を深めるととも
に、各職場において、常にCSRを意識しながら仕事に
取り組む職場風土が醸成されることが必要です。
　そのため、社内においてさまざまな研修などをおこ
なうとともに、各職場においては、CSRキーパーソ
ンが中心となって、職場の実態に応じたさまざまな啓
発活動を実施しています。
　私自身も、できるだけ多くの職場を訪れ、直接対話
をおこないながら、CSRの考え方やその大切さについ
て、私の思いを込めて、繰り返し伝えてまいります。
　私たち関西電力グループは、今後ともCSRをグルー
プ全体の「確固たる価値観」と位置づけ、CSR行動原
則に基づき、一人ひとりがそれぞれの持ち場で自らの
業務を確実に遂行してまいります。

含めたエネルギーミックスの見直し、小売の全面自由
化や送配電部門の分離などを含めた電気事業制度の改
革、さらには、電気料金規制や原子力安全規制の見直
しが進められており、私どもは、これらを真摯に受け
止め、適切に対応していく必要があります。
　また、エネルギーや需給両面において、お客さまや
社会のニーズが大きく変化するなか、固定価格買取制
度を利用した再生可能エネルギー事業や、分散型電源・
デマンドレスポンスなどに関するプロジェクトなどに
も、積極的な対応が強く求められています。

私たちの変わらない使命　

関西電力グループは、創業以来、電気をはじめとする
商品やサービスの安全かつ安定的なお届けを通じて、
お客さまの暮らしや産業の基盤を支え、社会の持続的
な発展に貢献することを使命として、事業を営んでま
いりました。この基本的な使命は、いかなる環境変化
があろうとも変わるものではありません。
　震災以降の、お客さまや社会のみなさまの新たなニー
ズやご期待を真摯に受け止め、みなさまと「共に考え、
共に未来を創る」思いで誠実に対応し、「お客さまと社
会のお役に立つ」という当社グループの変わらぬ使命
を果たし続けることで、当社グループの信頼回復に全
力を尽くしてまいる所存です。

当社を取り巻く経営環境

東日本大震災から1年半が経過いたしましたが、電気
事業、とりわけ原子力に対する信頼が大きく揺らぎ、
私ども関西電力グループの事業に対しても厳しい目が
注がれるとともに、さまざまな課題が山積しております。
　東京電力福島第一発電所事故につきましては、いま
なお多くの方々が避難生活を続けておられるなど、同
じ原子力事業に携わる者として、事故の重大性を改め
て痛感しております。
　私どもは、このような極めて深刻な事故を二度と起
こしてはならないとの固い決意のもと、「安全の取組み
に終わりはない」ことを肝に銘じ、規制の枠組みにと
らわれず、安全性向上対策を自主的･継続的に進める
など、世界最高水準の安全性を達成すべく不断の努力
を続けていかなければなりません。
　電力需給につきましては、この7月に大飯原子力発
電所3、4号機を再稼動できましたものの、未だ十分
な供給力を確保するに至らず、この夏場も、お客さま
に節電をお願いし、大変なご不便とご迷惑をおかけし
ております。
　私どもは、電気の安全･安定供給を担う責任ある事
業者として、電力需給の安定に向けて、引き続き、最
大限の努力を尽くさねばなりません。
　一方、国においては、2030年時点の原子力比率を

CSRレポートを通して　
　　　　　　　　　　

私どもは、このレポートを通じて、みなさまとのコミュ
ニケーションをさらに深めていきたいと考えています。
次ページ以降では、節電のお願いに関する説明や供給
力確保に向けた需給両面での取組み、原子力発電の信
頼回復や再稼動に向けた取組みを特集しています。　
さらに続く本編では、関西電力グループの取組みを、
CSR実践のために整理した6つの行動原則に沿って、
できる限り具体的に紹介しています。また、各職場に
おけるより具体的な取組みや、さまざまな役割を担っ
てきた「人」にスポットを当てて、各章ごとに「CSR
ハイライト」として掲載しております。
　ぜひご一読いただき、今後の課題や期待など、忌憚
のないご意見を賜りますれば幸いに存じます。

2012年9月
　

トップコミットメント

関西電力株式会社
取締役社長

ＣＳＲを関西電力グループ全体の
確固たる価値観として根幹に据え、
 「共に考え、共に未来を創る」思いで
誠実に対応し、お客さまと社会のお役に
立ち続けます。
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1 節電のお願いの経緯
当社は、東日本大震災以降、さまざまな状況を想定し、
供給力の確保に最大限の努力を尽くしてまいりました。
しかし、原子力プラントの再稼動の見通しが立たないな
か、政府による需給検証委員会の検証結果を踏まえた今
夏の需給は、最大限の供給力確保に加え、定着した節電
効果や随時調整契約（右表参照）を織り込んでも、7月
から9月1週目までの電力需要と供給力の差「需給ギャッ
プ」（予備率）は－14.9%と大変厳しくなることから、
政府や広域連合をはじめとする自治体のみなさまとも検
討を進めた結果、5月19日、お客さまに節電をお願いす
ることとなりました。
当初は、中部電力、北陸電力および中国電力に融通電
力を極力確保していただくことも考慮して、すべてのお
客さまに対して、お盆を除く7月2日から9月7日まで
の平日9時から20時の間、一昨年の夏と比較して「15%
以上の節電」をお願いいたしました。
その後、7月9日に大飯発電所3号機が定格熱出力一
定運転を開始したことから、政府や自治体のみなさまと
調整のうえ、7月10日からお客さまにご協力いただく節
電内容を、一昨年の夏と比較して「15%以上の節電」か
ら「10%以上の節電」に見直しました。7月25日には
大飯発電所4号機も定格熱出力一定運転を開始しました
が、政府や自治体が生産活動に支障が生じない範囲で
10%以上の節電目標を維持することを決定されたこと
や、多くのお客さまや地域のみなさまから「何としても
計画停電を回避してほしい」との要望を賜ったことから、
計画停電のリスクを少しでも低下させるため「10%以上
の節電」※1を維持することとしました。

2 万が一の備えとしての計画停電の準備
5月18日、政府の電力需給に関する検討会合とエネル
ギー・環境会議の合同会合において、「計画停電は実施し
ないことが原則であるが、大規模な電源の脱落など万が

※1：生産活動に支障が生じる場合は5%以上を目安に節電へのご協力を
お願い

節電へのご協力をお願いするとともに専用ダイヤルを開
設し、お問合わせにお応えしてきました。また、今夏は、
ピーク時間以外の時間帯へ負荷移行を促進する「季時別
電灯PS」（12ページ参照）の設定や、電気使用量の削減
率に応じてQUOカードを進呈する「節電トライアル」
などの新たな取組みを実施するとともに、電気ご使用量
を見える化するサービス「はぴeみる電」（12ページ参照）
の普及拡大にさらに力を入れて取り組みました。
あわせて、ホームページなどを通じて「でんき予報」
でお客さまに電力の需給状況などをきめ細かくご提供す
るとともに、自治体のみなさまには、防災メールやケー
ブルテレビなどを通じて、住民のみなさまに呼びかけて
いただく仕組みの整備などのご協力もいただきました。

5 需給状況の経過報告
今夏は、火力発電所のトラブル停止などによる供給力の
減少もありましたが、供給力の確保、お客さまや社会の
みなさまによる節電への多大なご協力、さらには、大飯
発電所3・4号機の再稼動によって、最終的に停電を回
避できたものと考えています。なお、今夏の最大需要は
2,682万kW（8月3日）となり、昨年の最大需要と比
較して102万kWの減少となりました（参考：8月3日
のピーク時供給力2,992万kW 使用率90％）。
引き続き、当社は、国のエネルギー政策などに基づき、
お客さまや社会のみなさまのご理解を賜りながら、中長
期的な安定供給の確保に向け、最大限の努力を継続して
まいります。

一に備えて、関西電力管内とともに、予備率がマイナス
と見込まれる九州電力、北海道電力および四国電力管内
においても、計画停電の準備を進めておく」との方針が
決定されました。これを踏まえ、当社は東京電力と東北
電力の事例を参考に、計画停電の詳細な内容の検討を進
め、6月22日に発表いたしました。

3 供給力を確保するための取組み
当社は、供給力の確保に最大限の努力を尽くしてまいり
ました。
具体的には、大飯発電所3・4号機の再稼動をはじめ
火力・水力・揚水発電所の定期点検や補修工程の調整、
巡視・点検の強化による異常兆候の早期発見、トラブル
発生時の早期復旧、火力発電所の出力向上運転、揚水発
電所の高水位運用、長期計画停止機であった海南発電所
2号機の再稼動、姫路第一発電所への小型ガスタービン
の設置など、自社電源を最大限活用してきました。また、
他の電力会社からの融通による受電、卸電力市場の活用、
自家発電設備保有のお客さまからの受電や増量に取り組
んできました。

4 節電のお願いの取組みとお客さまのご協力
節電につきましては、政府や自治体のみなさまと一体と
なり、ご協力をお願いするとともに、節電の具体的な方
法をさまざまな機会や媒体を通じてご紹介してきました。
具体的には、法人のお客さまには、個別のご訪問やダ
イレクトメールの送付などで、オフィスや店舗などの空
調の抑制や不要な照明の消灯、電気料金メニューの活用
による操業日の休日への振替え、自家発電設備の活用な
ど、節電のご協力をお願いしました。また、電力需給安
定化に向け、入札によるネガワット取引「ネガワットプ
ラン」や、負荷調整にご協力いただけるBEMSアグリゲー
ターの方との協業によるピーク抑制などにも新たに取り
組みました。
ご家庭のお客さまには、チラシの配布に加え､ テレビ
CMや新聞広告､ ホームページなどを通じて、繰り返し、

節電のお願いに関するご説明とお礼
今夏の節電のお願いは、昨夏と今冬に続くものとなり、お客さまや社会のみなさまには、再三に

わたるご心配とご不便、ご迷惑をおかけし、誠に申し訳なく深くお詫びいたします。

みなさまの節電に対するご理解とご協力を賜り、今夏におきましても、供給力不足による停電を

回避することができましたことを、あらためて厚く御礼申し上げます。

これに安堵することなく、今後も電力の安全・安定供給に一層の努力を重ねてまいります。

■今夏の最大電力と供給力の推移
（万kW）

供給力実績
最大電力実績

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

7/25 8/1 9/3 9/67/97/2

※土・日・祝日および、お盆の8/13～8/15は除いています

大飯発電所
3号機再稼動

大飯発電所
4号機再稼動

個別PR等の
状況

新たな料金
メニューの設定

節電トライアル
（節電インセン
ティブ施策）

小学生節電
チャレンジ

項目 内容 2012年夏季2011年夏季（実績）

瞬時調整
特約

通告調整
特約

休日特約

操業調整
特約

ピーク時間
調整特約
デマンド
カットプラン

（需給調整特約S）

訪問等の状況

アグリゲーター等
との協業

ネガワット
プラン

管外のお客さまとの
ネガワット取引

項目 内容 2012年夏季2011年夏季（実績）

随
時
調
整
契
約

計
画
調
整
契
約

パンフレット
ポスター
／店頭チラシ
全戸チラシ
／検針票［裏面利用］
垂幕掲示（弊社事業所）

街頭でのPR

はぴｅみる電の
慫慂（検針Web）

「季時別電灯PS」の設定
ピーク時間以外の
時間帯へ負荷移行
を促進

お申し込みいただいた
お客さまのうち、
2012年7～9月分の
電気使用量（kWh）の合計を、
2011年7～9月 分 の
電気使用量（kWh）の合計
と比較し、削減率に応じて
QUOカードを進呈

小学校にてチャレンジ
シートを配布。 家庭で
の節電への取組みを計
画し、取組み結果を事
務局に送付いただく

約1,200万軒

28ヵ所

約490回

申込受付：約158,500件
（累計：約296,000件）

加入件数： 約7,300件

申込受付：
約196,000件

配布数：約110万枚
うち応募数：約4,800件
（9月3日時点）

約54万部
ポスター：約2万部
店頭チラシ：約35万部

約1,200万軒

9ヵ所

約250回

約8,300件

－
（未実施）

－
（未実施）

－
（未実施）

昨冬配布：約110万枚
うち応募数：約6,100件

約7,000件

約11万件

産業用：74団体
業務用：51団体

24件
約36万kW

155件
約8万kW

179件
約44万kW

約3,600件
（対象：約7,000件）
約190万kW(注1)

約78,300件
（対象：約110,000件）

16件の登録

4件の登録

約7,000件

約11万件

産業用：89団体
業務用：45団体

24件
約37万kW

4件
約1万kW

28件
約38万kW

約1,700件
（対象：約7,000件）
約100万kW(注1)

約61,000件
（対象：約110,000件）
約53万kW（注2）

－
（未実施）

－
（未実施）

－
（未実施）

お客さま
（500kW以上）訪問
お客さま（500kW未満）
へのダイレクトメール送付

業界団体さまへの訪問

当社の供給設備の事故、予想外の需要
の急増による電力需給逼迫時に強制
的、もしくは当社からの通告で負荷を
遮断することに対し電気料金を割引

当社からの通告により、翌日に
実施される大幅な負荷抑制に対し
電気料金を割引
随時調整契約の合計

※随時調整契約kWは契約値

休日の振替や新たな休日の設定
など、１日単位での負荷調整

プラントの補修や長期休日の設
定など、週単位での負荷調整

空調機器の一部停止や自家発の
発電増加など月単位での負荷調整

最大需要電力が前年同月の
最大需要電力を下回る場合に、
それに相当する電気料金を割引

BEMSアグリゲーターとの協業
によるピーク抑制
（依頼タイミング：需給逼迫が予想
される日の前日の午後）

需給逼迫時にお客さま側で負荷を
抑制していただける電力（ネガワッ
ト）を入札により募集
（依頼タイミング：需給逼迫が予想
される日の前週の金曜日から前日
までの間で、追加的な負荷調整が
必要とされる日毎に入札を実施）

他電力、アグリゲーターにご協力をいただ
き、当社管外の大口のお客さまとネガワッ
ト取引を実施し、これによって生じる他電
力の供給余力を融通送電いただくもの
（依頼タイミング：需給逼迫が予想さ
れる日の前週の金曜日から前日まで
の間で、追加供給力が必要とされる
日毎に入札を実施）

※実績については、9月6日時点

（注1）計画調整契約 kWは、日毎の契約調整電力合計値の最大値
（注2）前年同月の最大需要電力と当月の最大需要電力との差であり、結果としてご協力いただけた数値

約54万部
ポスター：約5万部
店頭チラシ：約20万部

16事業者と
契約締結
約450件
約0.5万kW

■2012年夏の需給ギャップ改善に向けた当社の取組み

ご家庭のお客さま

法人のお客さま
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発電海南発電所2号機を10年の眠りから目覚めさせる

揚水発電所の徹底保守で供給力確保に貢献
専用の内航船の確保が喫緊の課題とな
りました。しかし、内航船の数には限り
があり、当社が確保した輸送力では、
急増する燃料消費量に追従できない状
況に追い込まれました。
　そこで、外航船で海外基地から発
電所に直接運搬し、輸送力をカバーす
るというプロジェクトに7月から着手
しました。
　長距離の輸送費や海外基地との契
約料など、従来より追加コストはかか
るものの、電力供給を途絶させること
はできないとの思いから、プロジェク
トを積極的に進めました。
　8月には税関や海上保安庁といっ
た関係省庁などへの説明を開
始し、10月からの2ヵ月

間、国内外の基地でのトライアルを複数
回実施。外国人船員の方に安全遵守に
対する心構えや安全基準を理解しても
らうため、安全マニュアルや当社発電所
での操船方法の英訳版の作成や、講習
会などでの啓発活動をチーム一丸とな
り根気よく実施しました。
　プロジェクト立上げから5ヵ月後の
12月、海南発電所への輸送が無事終
了。社内外の関係者とともに喜びを分
かち合いました。当社の極めて高い安
全基準の要求に応え、ご協力いただい
たすべての方に心より感謝いたします。

2011年は、東日本大震災以後、石油
火力発電所の稼動率が高まり、燃料消
費量が増大しました。そこで、石油輸送

燃料室 燃料運用グループ

武村 晴香

2011年3月11日の東日本大震災以降、当社は、3度にわたる節電のご協力をお願いするなど、お客さまからの信頼を損ねてしま

いました。こうしたなか、従業員一人ひとりは、先人からDNAとして受け継いできた電力の安全・安定供給への使命と責任をあらた

めて強く自覚し、「社会のみなさまのお役に立つ」という信念のもと、供給と需要の両面において持てる力を最大限発揮しています。

2011年3月11日の東日本大震災以降 当社は 3度にわたる節電のご協力をお願いするなど お客さまからの信頼を損ねてしま

社会のみなさまの
お役に立ち続けるため、
安全・安定供給への使命を果たす

は、目視だけでなく、振動音の異常、異
臭など五感を働かせての点検に徹する
ほか、状態監視装置の各種機器データ
を分析し、異常の早期判定にも努めま
した。さらには、部品などの取替えが必
要となったときには、すみやかに確保で
きるよう、当発電所の予備品の数量・
所在の確認はもとより、他の発電所の
予備品が流用できるかどうかまで確認
し、不測の事態に備えました。
　現場では常に五感を働かせ異常の早
期発見につなげる――。こうした地道な
行動こそが、安定供給につながるもの
と確信しています。

私が保守を担当している大河内発電所
は、太田ダム（上部ダム）と長谷ダム（下
部ダム）の高低差394.7mを利用する
揚水式発電所（128万kW）です。夜間
の電気を使用して下部ダムから水を汲
み上げ必要なときに水を流して発電す
る、いわば、関西電力の蓄電池ともい
える存在です。
　2011年度は、逼迫する電力需給を
少しでも緩和するため、826回の発電
を実施しました。
　揚水と発電を安定して繰り返すには、
設備不具合などで修理に時間をとられ
ないことが重要です。そこで、私たち

最優先のもと、作業の集中を避け、着
工できるものから、また、時間を要する
ものから取り組めるよう、計画を立て、
調整しました。
　2号機は、停止中に乾燥空気を送り、
錆を防ぐなど、充分な保全対策がとら
れ、予想以上に大半の設備が良好に保
たれていました。こうしたこともあり、
当初計画よりも半月早い7月16日、
運転を再開することができました。停止
中の保全のあり方や、設備再開に向け
て作成したチェックリストなど、今回の
プロジェクトで得た知見は、今後の保守
などに活用したいと思います。

石油発電の海南発電所では、2号機が
2001年7月から長期計画停止に入っ
ていました。しかし、2011年7月、東
日本大震災以後の電力供給を補うため、
再稼動されることになりました。
　10年間の眠りから目覚めさせるに
は、網羅的な検査や設備の取替えなど、
定期検査の3倍の作業量が必要だと思
われました。そこで、翌2012年夏季
の供給力確保をめざし、私を含めた36
人の工事課のメンバーが、各設備の工
事計画から工程調整までを担当。メー
カや関係会社と当社事業所の間で全体
工程を調整しました。具体的には、安全

海南発電所2号機 工事課
（※取材当時） 

片山 文博
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燃料調達 言葉の壁や意識の差を乗り超え
外航船で安定供給をつなぐ

供 給供 供 供 供 供 供 供供 供 供 供 供供 供 供 供 供 供 供供 供供供 供 供 供 供 供供供 供 供 供供供供 給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給供 給

火力発電

水力発電

姫路電力所 大河内発電所

寺田 正光

供 給供 供 供 供 供 供 供供 供 供供 供供 供 供 供 供 供 供供供供 供 供供供供 供 供 供 供 供 供供供供 給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給供 給

―需給両面における一人ひとりのＣＳＲ―

燃料調達

発 電

系統運用 送 電

省エネ推進

エネルギー
コンサルティング

節電のお願い

燃

系統

燃料

系統

供 給
統運用 送 電

料調達

統運用 送 電

供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供供 給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給供 給 省エ省

ネルギ

需 要
節電のお願い

エネルギー
コンサルティングテテ

節電のお願

需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需需  要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要需 要

安定的な
需給バランス
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ていくなかで、使用量に制限のある揚
水式水力発電所を最適に運転させるた
め、その日の最大電力だけでなく、２４
時間各時刻での電気使用量の予測精度
向上に努めました。具体的には、最新
の天気予報を基に天候や気温の経過が
最も類似している日を参考に、電気使
用量を予測してきました。
　加えて、当社はお客さまに需給の状
況や見通しをタイムリーにお知らせする
「でんき予報」を開始していますが、そ
の予報は中央給電指令所が担当してい
ます。より正確な予報をお知らせするた
め、日々発表の直前まで予報内容を綿
密に精査しています。

お客さまが使用される電気の量は、
時々刻々と変化します。私たち中央給
電指令所では、安定した電気をお届け
するため、電気の使用量を事前に予測
し、経済性も考慮しながら、２４時間３６
５日、需要と供給がバランスするよう
に、発電機の出力を調整しています。ま
た、発電機トラブルにより電気が不足し
た場合は、新たに発電機を運転させた
り、他の電力会社から電気を受電した
りすることにより、すみやかに需給バラ
ンスを確保しています。
　2011年度は、需要面ではお客さま
に節電のご協力をいただいており、ま
た供給力面では原子力発電所が停止し

系統運用 時々刻々の需要変化に対応し、
高品質の電気をお届けする

供 給供 供 供 供 供供供 供 供供 供 供 供 供 供供 供 供 供供供供供 供 供 供 供 供 供 供 供供供供 供供 給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給供 給

電力流通事業本部 工務・系統運用部門
中央給電指令所

増川 隆久

30mの鉄塔にのぼり、2mを超える雪
の塊を落としていきます。
　こうした作業のなか、私は何より安全
を重視し、「雪崩や遭難などの危険を感
じた場合はただちに作業を中止する」
「それぞれの作業班には除雪作業のベ
テランを必ず配置する」「作業員の疲労
を軽減するため、雪山歩行時は荷物を
交代で運搬する」を徹底させながら、除
雪を続けました。　
　2011年度は、延べ271人の作業員
が新雪に道をつくり、513人が鉄塔に
のぼるなど除雪に携わって、送電線を
豪雪から無事故で守り抜きました。

私が所属する北陸支社・庄川電力シス
テムセンターは、約319kmにわたる送
電線と1,203基の鉄塔を管理していま
す。2011年度は、需給が逼迫し、送
電を停止しての保守作業がむずかしい
状況でしたが、「平成18年豪雪」に迫
る大雪で、これら設備の頻繁な除雪作
業が不可欠になりました。
　除雪作業といっても、当センターの設
備の一部は山間部にあり、片道3時間
以上を要する場所も。そのため、作業
前日には、腰の高さまで積もった雪を
踏み固め、道をつくっておきます。現場
に着けば、限られた時間のなかで、高さ

送電319km の送電線を
豪雪から守り抜く

予報をお知らせするた
直前
ます

予報をお知らせするた
前
す

供 給

前まで予報内容を綿
。

供 供 供 供 供 供供 供供 供供 供 供供 供 供 供 供 供 供 供 供 供供供 供供 供 供 供 供 供 供 供供供 給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給給供 給

北陸支社
庄川電力システムセンター （送電）

松川 範夫
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お客さまや社会のみなさまから
ご協力をいただく取組みごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協協力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力ををををををををををををををををををををををををををををををををををををををいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいいたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたたただだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくく取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取取組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組みみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみ
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ご協力をいただく取組み
当社は供給力の確保に全力で取り組む一方、電力需給の状況が逼迫する場合には、大規模な停電を回避するた
め、お客さまや社会のみなさまに需給状況に応じた節電へのご協力をお願いしてまいります。また、お客さまの
省エネ意識の高まりや幅広いニーズにお応えするため、省エネルギーの推進や、需給状況に応じたピーク電力の
抑制など負荷平準化に資する取組みを推進することで、お客さまや社会のみなさまのエネルギー管理をサポート
し、電力需給の安定化に努めています。

ピーク電力の抑制など
負荷平準化に資する料金メニュー（例）

2012年5月21日に新たな料金メニュー「季時別電灯
PS」を新設し、経済産業大臣に届出をおこない、同年7月
1日から適用を開始いたしました。
　「季時別電灯PS」は、夏の需要のピーク時に対応する
「ピーク時間」と、それ以外の「オフピーク時間」「夜間時間」
に時間帯を区分しており、「ピーク時間」から「オフピーク時
間」および「夜間時間」へ電気のご使用をシフトしていただ
くことで、電気料金を削減できる料金メニューです。

季時別電灯PS

お客さまの電気ご使用量を
見える化するサービス

お客さまに省エネ・省コスト・省ＣＯ₂を意識しながら電気を
ご利用いただけるよう、インターネットを活用して、電気ご
使用量を見える化するサービス「はぴｅみる電（電気ご使用
量のお知らせ照会サービス）」を実施しています。当社は引
き続きご家庭のエネルギー管理をサポートすることをめざ
し、同サイトの内容を充実させるとともに、多くのお客さま
にご加入いただけるよう取組みを推進しています。

はぴeみる電

●ピーク時間の料金単価は52.82円、オフピーク時間の料金単価は、第1
段階単価20.62円、第2段階単価26.41円、第3段階単価27.94円、
夜間時間の料金単価は8.19円です。 

●季時別電灯PSの電気料金は電力量料金（各時間帯における電気のご使用
量に応じた料金）に加え別途基本料金1,155円が必要です。 

●「休日扱い日」とは、土曜日、日曜日、「国民の祝日に関する法律」に規定す
る休日です。 

●別途燃料費調整制度、再生可能エネルギー発電促進賦課金等によりご負
担額が変わる場合があります。 

●料金単価には消費税等相当額を含んでおります。 

今夏の節電のお願いにあたり、お客さまや社会のみなさまからご協力いただいた取組みの詳細については、Ｐ.7の「節電のお
願いに関するご説明とお礼」をご覧ください。

「はぴeみる電」
http://www.kepco.co.jp/service/miruden/index.html

1 いつでもどこでも
電気代を
チェックできる！

パソコンやケータイで請求金額や
太陽光発電の買取料金をチェック
できます。金額が確定したらメー
ルでお知らせ。

2 過去の電気代を
チェックできる！

過去の電気代をグラフで簡単に比
較できます。PDFやCSVデータ
のダウンロードもできます。

4 光熱費の節約方法を
シミュレーション
できる！

契約メニューを変えたら？など、
光熱費の節約方法をシミュレー
ションできます。

5 省エネ目標を立てて、
結果を記録できる！

節電の取組みとして、毎月省エネ
目標を立てて、その結果を記録
できます。

3 みんなの光熱費と
比較できる！

よく似たご家庭の光熱費・CO₂排
出量と、ランキング形式で比較で
きます。

6 関西電力からの
最新のお知らせを
チェックできる！

イベント情報や不審業者などの注
意情報、その他重要な情報を
チェックできます。

「はぴｅみる電」の6つのリット
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●夏季（7/1～9/30）の平日

オフピーク
時間

オフピーク
時間

第1段階

7：00 13：00 16：00 23：00 翌朝7：00

第2段階
第3段階

第1段階

第2段階
第3段階

●夏季（7/1～9/30）の休日扱い日
●その他季（10/1～翌年6/30）

料
金
単
価

料
金
単
価

約2倍

約1/3

オフピーク
時間

第1段階

7：00 23：00 翌朝7：00

第2段階
第3段階

夜間時間

約1/3

ピ
ー
ク
時
間

夜間時間
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特集 2

■原子力発電所の安全性向上のための自主的・継続的な取組み
事故の直後から、当社は原子力発電所の緊急安全対策に取り組み、その後も、国の指導や福井県の要請に応じて、あるいは、自主的
に安全性向上のための施策を実施してきました。その結果、大飯発電所3号機、4号機は、これら対策の有効性が総合評価（ストレス
テスト）によって国に確認されました。これにより同プラントは、福井県やおおい町のご理解を得たのち、国の最終判断のもと、再稼
動しました。当社は、今後も原子力発電の信頼回復への取組みを当社グループ一丸となって自主的かつ継続的に進めてまいります。

■世界最高水準の安全性をめざして（国の再起動基準と安全性対策との関係イメージ）

当社は、東京電力福島第一原子力発電所の事故を、同じ原子力事業に携わる者として、たいへん重く受け止め、損なわれた信

頼を回復するためには、安全性向上対策を自主的かつ継続的に進めていくことが不可欠であると考えています。なかでも、原

子力安全の継続的な向上を最重要の経営方針と位置づけ、世界最高水準の安全性の達成をめざし、最大限の努力を重ねています。

■原子力発電所の安全性向上のための自主的・継続的な取組み
事故の直後から 当社は原子力発電所の緊急安全対策に取り組み その後も 国の指導や福井県の要請に応じて あるいは 自主的

当社は、東京電力福島第一原子力発電所の事故を、同じ原子力事業に携わる者として、たいへん重く受け止め、損なわれた信

頼を回復するためには、安全性向上対策を自主的かつ継続的に進めていくことが不可欠であると考えています。なかでも、原

子力安全の継続的な向上を最重要の経営方針と位置づけ、世界最高水準の安全性の達成をめざし、最大限の努力を重ねています。

原子力発電の信頼回復に向け
世界最高水準の安全性を築く

このうち　　　　　については、すでに実施済みであり、　　　　　については、国の評価・確認をいただいています。　　　　　
については、大飯発電所3、4号機のさらなる安全性・信頼性向上のための対策の実施状況として、ストレステスト（一次評価）の審
査書における「一層の取組みを求めた項目」の6項目を着実に実施することや、福島第一原子力発電所事故の技術的知見に基づく
安全対策に対する実施計画を報告し、経済産業大臣に当社の決意を表明しました。

2012年8月31日、各事故調査報告書の指摘事項に対する対応状況の確認、および新たに追加して取り組むべき対策の有無につ
いての検討結果を福井県に報告しました。また、原子力発電所のさらなる安全性・信頼性の向上に向けた中期対策の進捗状況につ
いても報告しました。引き続き、原子力発電所の安全対策を実施していくとともに、各報告書の示唆を踏まえ、現状の取組みを自主
的に充実していくこととし、今後とも原子力発電所の安全確保に万全を期してまいります。

　　　　　基準 １ 　　　　基準 2 　　　　基準 3

安
全
性
・
信
頼
性
の
向
上

緊急安全対策緊急安全対策緊急安全対策
福島第一原子力発電所事故のよう
な地震・津波による全電源喪失事
象の進展を防止するための対策
●電源車、消防ポンプの配備
●シール施工
●緊急時対応体制の確立
●手順書の整備　他

自主的取組み自主的取組み自主的取組み
多重性・多様性の充実
安全対策の実行性の向上
●空冷式非常用発電装置の配備
●海水ポンプモータ予備品
の配備

●大容量ポンプの配備
●緊急時対応体制の強化
●通信機能の強化　他

さらなる
信頼性向上対策
さらなる

信頼性向上対策
さらなる

信頼性向上対策
●恒設非常用発電機の設置
●中圧ポンプの配備
（補助給水の代替ポンプ）
●フィルタ付ベント設備の設置
●既存防波堤のかさ上げ
●免震事務棟の設置
●さらなる対応体制の強化　他

●各事故調査報告書の示唆を
踏まえ、自主的に充実を図る
（シビアアクシデント対策チー
ム（仮称）の整備など）　他

緊急安全対策（2011年4月） ストレステスト評価時 報告日（2012年4月）報告日（2012年8月）

基準 1、2

世界最高水準世界最高水準
●国内外の優良事例、
新知見の反映

基準 3

さらなる安全性・信頼性向上のための
実施計画を策定し報告しました

2012年4月6日、政府4閣僚（野田内閣総理大臣、枝野経済産業大臣、細野原発事
故担当大臣、藤村内閣官房長官）による協議がおこなわれ、「原子力発電所の再起動
にあたっての安全性に関する判断基準」が示されました。これを受け、当社は、同年4
月9日、その判断基準に対応した大飯発電所3、4号機のさらなる安全性・信頼性向
上のための対策の実施状況と実施計画を取りまとめ、経済産業大臣に報告しました。
政府によって示された安全性に関する3つの判断基準は下記のとおりです。

枝野経済産業大臣（右）に実施計画を報告する
当社八木社長（左）

基準 １ 地震・津波による全電源喪失という事象の進展を防止するための安全対策が既に講じられていること

基準 2 国が『東京電力福島第一原子力発電所を襲ったような地震・津波が来襲しても、炉心及び使用済燃料ピットまたは
使用済燃料プールの冷却を継続し、燃料損傷には至らないこと』を確認していること

福島第一原子力発電所を襲ったような地震・津波が来襲しても炉心損傷に至らないための基準

基準 3 さらなる安全性・信頼性向上のための対策の着実な実施計画が事業者により明らかにされていること

さらなる安全性・信頼性向上のための対策

当社の決意表明

免震事務棟のイメージ
（2015年度運用開始予定）

■福島第一原子力発電所事故を踏まえた主な取組みの経緯

2011年
 4 月 8 日 ■福島第一原子力発電所事故を踏まえた「安全性向上対策

の実行計画」を策定。
 4 月25日 ■「福井県安全対策検証委員会」で当社の取組み状況を説

明・検証を受ける。また、「さらなる安全性向上対策として
の追加対策」を提出。

 6 月14日 ■経済産業省からの指示を受け「過酷事故（シビアアクシデ
ント）への対応に関する措置」5項目の実施状況を取りま
とめ報告。

10月24日 ■日本原子力発電株式会社、独立行政法人日本原子力研究
開発機構、当社の3社で若狭湾沿岸における津波堆積物
についての調査を開始。

10月28日 ■同年7月22日に指示を受けた「福島第一原子力発電所事
故を踏まえた、安全性に関する総合評価（ストレステス
ト）」に対し、大飯発電所3号機の評価結果がまとまったた
め経済産業省に報告し、福井県とおおい町に報告（そのほ
かのプラントも随時提出）。

11月28日 ■福井県から「ソフト面等の安全対策実施」の要請を受け、
複数プラントの過酷事故が同時発生した場合でも、初動
対応を確実におこなえる体制強化や、防潮堤の設置など
について、その具体的計画を取りまとめ、福井県に報告。

12月21日 ■天正地震に関する津波堆積物調査の結果をとりまとめ、
原子力安全・保安院に報告。

2012年
1 月18日 ■大飯発電所3、4号機の安全性に関する総合評価（ストレ

ステスト）が、国の審議会である意見聴取会において「福
島第一発電所を襲ったような地震や津波が来襲しても同
原発事故のような状況には至らせないための対策を講じ
ている」との審査書の素案が提出された。

2 月13日 ■原子力安全・保安院より大飯発電所3、4号機の安全に関
する総合評価（ストレステスト）について、「妥当」であると
の評価を受ける。その後、原子力安全委員会でも評価結果
が審議され、3月23日には「一次評価により緊急安全対
策等の一定の結果が示されたことは一つの重要なステッ
プと考える」との確認結果が出され、当社のストレステスト
の一次評価結果について一定の評価をいただいた。

2 月16日 ■国の地震・津波に関する意見聴取会の委員からのご意見
を踏まえ、天正年間も含めた津波に関する痕跡データの
さらなる拡充を目的とした「若狭湾沿岸における津波堆
積物に関する追跡調査」を実施することとした。

3 月23日 ■東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員
会において中間報告が取りまとめられたことを踏まえ、こ
れまでの安全性向上対策をより実効性のあるものとする
ため、自主的な追加安全対策を取りまとめ、福井県に報告。

■ストレステストの内容についてはP15で解説
■津波堆積物調査についてはP16で解説

●原子力発電の信頼を回復するためには、規制の枠組みにとらわ
れず、安全性向上対策を自主的かつ継続的に進めていくことが
不可欠であり、報告した実施計画を着実に実行していきます。 

●今後は、新規制庁が打ち出される規制に対して、迅速かつ確
実に対応することはもとより、安全性向上のために必要な措
置を自主的に策定し、これを実施してまいります。 

●地域が策定される原子力防災計画に対し、積極的に協力して
いくとともに、当社ならびに関係する組織における非常時の
緊急時体制を継続的に改善してまいります。 

●原子力安全の継続的な向上を最重要の経営方針と位置づけ、
あらゆる経営資源を投入し、世界最高水準の安全性を達成す
べく、社長が自ら先頭に立って努力してまいります。

■大飯発電所３号機と４号機の再稼動に向けた状況

国

福井県

おおい町

関西広域
連合等

4月 5月 6月 7月～

●4/14 経済産業大臣  来訪

●4/12 京都知事・滋賀知事 大飯発電所視察
●4/23 国→京都府・滋賀県に説明

●5/1 国→京都府・滋賀県 、小浜市説明
●5/30 国→関西広域連合（限定的に了承）

●4/26 おおい町住民説明会

●5/14 全員協議会（了承）

●5/9 全員協議会
4/16、18、25、 5/8、14、21 6/10

政府判断6/16

町長了解

●6/4 特命担当大臣 来訪
知事了解6/16

●6/14 県議会全員協議会

野田内閣総理大臣をはじめとする
政府四閣僚による協議　（４/３～）
・４/６ 「原子力発電所の再起動にあたっての
安全性に関する判断基準」が示される。 次ページで説明

需給検証委員会
4/23　～　5/12

●4/9
 経産大臣←社長（実施計画書提出）

次ページで説明

●4/14 経済産業大臣  来訪

8/3に大飯
発電所３号機
が、8/16に
４号機がそれ
ぞれ本格運転
を開始。安全専門委員会

13 14用語集参照 本格運転／シビアアクシデント 用語集参照炉心損傷



猪ヶ池
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若狭湾 福井県

追加調査をおこなっているエリア これまでの津波堆積物調査のエリア

■一次評価結果の概要
   （大飯3号機〈2011.10.28提出〉、大飯4号機〈2011.11.17提出〉※）
●評価の結果、安全上重要な施設・機器等は、設計上の想定を超える事象（地震・津波等）に対する安全裕度を充分に有してい
ることがわかりました。
●福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、これまでに実施した緊急安全対策などによって、安全を確保するための方策が多段に講
じられており、さらに安全裕度が向上していることを確認しました。
●今回の評価に用いた評価条件や許容値は保守的なものとなっており、今回評価した安全裕度を超えた場合でも、直ちに燃料
の健全性が損なわれるものではないと考えています。

原子力発電所の安全性に関する 総合評価（以下、ストレステ
スト）は、原子力発電所が設計上の想定を超える地震や津波
など（＝発電所にとってのストレス）に襲われた場合を想定し、
その威力を徐々に大きくしていったときに、安全上重要な施
設や機器などがどの程度まで耐えられるのかを調べたうえで、
発電所として総合的に安全裕度を評価するものです。　
当社は、各発電所においてストレステストの一次評価※を実施
し、安全上重要な施設・機器などが充分な安全裕度を有して

いること、福島第一原子力発電所の事故を踏まえた緊急安全
対策などにより、安全裕度がさらに向上していることを確認し
ました。ストレステストの結果は、経済産業省をはじめ地元自
治体に報告書を提出しており、その後、国からは大飯発電所
3、4号機のストレステストの結果について一定の評価を得て
います。

原子力発電所についてのストレステストで
充分な安全裕度を確認しました

■一次評価結果概要（大飯3号機の場合）

地震（津波との重畳も同じ）

津波（地震との重畳も同じ）

全交流電源喪失

最終ヒートシンク喪失

約3％向上

約145％向上

約76倍向上

約20倍向上

約2.6倍向上

約20倍向上

基準地震動Ss※2

（700ガル）との比較

設計津波高さ
（2.85m）との比較

外部からの支援が
ない条件で、燃料
の冷却手段が確保
できなくなるまでの
時間

クリフエッジ※1

評価の指標

約1.75倍（1,225ガル相当）
原子炉補機冷却水ポンプ

約1.6倍（4.65m）
海水ポンプ

約5時間後※3

蓄電池

約12時間後※3（停止中）
（水温が100℃到達時点）

約6日後
蒸気発生器給水用水源

約12時間後※3（停止中）
（水温が100℃到達時点）

緊急安全対策前
下段：対象となる設備 緊急安全対策の効果※3

緊急安全対策後
下段：対象となる設備

約1.80倍（1,260ガル相当）
高電圧用開閉装置

約4.0倍（11.4m）
タービン動補助給水ポンプ

約16日後※4

水源補給用消防ポンプガソリン

約10日後（停止中）※4
水補給用消防ポンプガソリン

約16日後※4

水源補給用消防ポンプガソリン

約10日後（停止中）※4
水補給用消防ポンプガソリン

炉　心

使用済
燃料

炉　心

使用済
燃料

※1 クリフエッジ：プラントに影響を与える事象の厳しさが、あるレベルを超えた途端に事象進展の状況が急変すること
※2 基準地震動：原子力発電所の周辺で起きると想定される最も大きな地震による揺れの大きさ。「原子力発電所の耐震安全性に関する中間報告（追補版：2009年3月）」では、

各発電所の基準地震動を、美浜発電所が750ガル、高浜発電所が550ガル、大飯発電所が700ガルと策定して評価した結果、安全上重要な施設が安全に機能することを確認。
なお、ガル（gal）とは、地震による地盤や建物等の揺れの強さを表す加速度の単位

※3 手順が整備されていない対策などについては、実行できる可能性があるものでも期待しないこととし、極めて保守的な条件で評価
※4 外部からの支援なしとした評価結果。外部からの支援を期待するのに充分な時間余裕があり、クリフエッジは回避できる

クリフエッジ

安全性向上対策により、炉心の冷却手段が多重化・多様化され、
プラントの安全性が向上したことを確認できました。

特集 2

当社は、若狭湾における津波の痕跡に関する情報の蓄積を目的として、津波堆積物調査を2011年10月24日より開始していま
す。この調査は、三方五湖およびその周辺、美浜町内の各地区、猪ヶ池の陸上・湖面上でボーリング調査を実施し、採取した試料の
分析・評価をおこなう計画で、調査期間は約１年間を予定しています。

若狭湾沿岸での津波堆積物調査を実施し、
大規模な津波の痕跡がないことを確認しました

■調査箇所および調査方法
津波の痕跡を調査する地点としては、標高が低く、海岸に
近い平野で、環境が穏やかな（堆積物にとって良好な保
存状態が保たれている）湖沼や低湿地などが適しているこ
とから、三方五湖およびその周辺にて実施しています。ま
た、2012年2月17日からは、データ拡充のため、追加
調査を美浜町内の各地区および猪ヶ池で実施しています。

調査は、三方五湖およびその周辺、美浜町内の各地区、
猪ヶ池の陸上または湖面上で行い、約４～３０ｍのボーリ
ングで土石を採取し、それらを分析することによって津
波堆積物の有無や年代を評価します。

■天正地震に関する調査結果
２０１１年１１月１１日に原子力安全・保安院（以下、保安院）から、古文書に記載された天正地震について調査結果を報告するよう指示
を受けました。そこで、天正地震の年代を含む地層について、分析調査などをおこない、同年１２月２１日には、三方五湖およびその
周辺での調査結果を、また、２０１２年６月２１日には、追加調査の結果を保安院に報告しました。

津波堆積物調査、文献調査結果、神社への聞き取り調査結果から、古文書に記載されているような天正地震による大規模な
津波を示唆するようなものはないと考えています。また、これらの調査結果については、保安院が、２０１２年１月２５日の「地
震・津波に関する意見聴取会」において、「これまで得られている文献調査や水月湖等での調査等の結果を踏まえると、古文
書に記載されているような天正地震による大規模な津波を示唆するようなものは無いと考えられる」との見解を示していま
す。今後、残りのボーリング試料の分析作業を進め、若狭湾における津波の痕跡に関する情報の蓄積に努めてまいります。

陸上 水上

※総合評価には一次評価と二次評価があり、一次評価は定期検査で止まっている発電
所の運転再開の可否を、二次評価は運転中の発電所も含めすべての発電所におけ
る運転継続の判断をするために実施されます。

■津波堆積物調査
三方五湖およびその周辺、美浜町内の各地区、猪ヶ池で得たボーリング試料のうち、天正地震の年代を含む地層からは、いずれも津波堆積
物の指標となるような砂層は認められませんでした。

■文献調査
若狭湾沿岸の県市町村史誌（36文献）の調査をおこなった結果、天正地震による津波の被害を記載した文献は認められないことを確認しました。

■神社聞き取り調査
若狭湾沿岸部の市町にある神社13 ヵ所に聞き取りや現地調査を実施した結果、津波が来たという記録はないとの回答が得られました。

ストレステストによる安全の確認

津波の痕跡に関する評価

※その他、当社すべての原子力発電所についても提出済
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■安全確保対策

〈大飯発電所３・４号機の対策について〉

扉のシール施工

浸水対策

管理・計装設備対策 ●指揮所機能　　●使用済燃料ピットの監視　　●通信機能　　●体制強化

格納容器破損・水素爆発対策 ●多様な除熱機能の確保　●フィルター付ベント設備の設置　●水素多量滞留防止

空冷式非常用発電装置
などによる電源の確保

電源確保

水

消防ポンプなどによる
給水の確保

冷却機能の確保

11

格44

55

33
22

電源確保

2 冷却機能の確保

格納容器破損・水素爆発対策

浸水対策への対応

管理・計装設備対策

防潮扉の設置

特集 2

蒸気発生器等への給水設備を確保

※1 全交流電源喪失：外部電源、非常用ディーゼル発電機の機能が失われ、発電所が完全に停電すること。　
※2 最終ヒートシンク喪失：燃料からの熱を除熱するための海水を取水できなくなること。

全交流電源喪失※1、最終ヒートシンク喪失※2 が長期にわたり継続し、
燃料の重大な損傷、格納容器の破損など深刻な事態に陥った

■大飯発電所の防波堤

▼海水面

既設セル護岸

既設
消波ブロックなど

追加
消波
ブロ
ック

T.P.＋8m（かさ上げ後）

T.P.＋5m（かさ上げ前）

既設セル補強既設セル補強既設セル補強

・既存防波堤のかさ上げ（T.P.＋8m）（2013年度）

津波から建屋を守るための対策

消防ポンプなど配備した設備を迅速に的確に
配置するための対策 

●体制の確立　●マニュアルの整備　●訓練の実施

格納容器のさらなる健全性を確保 

■水素爆発対策

■多様な除熱機能の確保

重要機器などに
T. P.（東京湾平
均海面からの標
高）11.4mまで
シールを施工

雨水排水管に
逆止弁を設置

当社の大型格納容器をもつPWR（加圧水型軽水炉）では、
格納容器容積が大きいため、シビアアクシデント（過酷事故）
の発生水素濃度は爆発領域に至ることはありません。
※大飯1・2号機には、シビアアクシデント対策として、水素燃焼
装置を設置済みです。

水素が格納容器外へ流
れ出ることも想定し、
排気設備の運転手順を
整備

事故対応体制のさらなる強化

■指揮所機能 中央制御室横の会議室に通信機器などを配備し、指揮所機能を確保 免震事務棟を設置（2015年度）

炉心損傷時にプラント状態を確実に把握できる
計装システムを研究開発（2014年9月）

緊急時対応支援システムの伝送系増強（2013年度）/政府関
係機関とのテレビ電話会議システム導入（2013年度）/衛星可
搬局の設置（2012年度）/外部アンテナ設置（2012年9月）

外部支援がなくても電源と給水の確保を独立して実施でき
るよう発電所駐在要員を強化（44名→54名）

■使用済燃料ピットの監視 既設カメラで
水位監視を強化

非常用電源利用の
監視カメラを設置

■通信機能 トランシーバーや携行型通話装
置、衛星携帯電話を配備

衛星携帯電話の追加配備・緊
急時衛星通報システムの設置

●発電所駐在要員を増員（30名→44名）
●運転員などの対応能力の向上（マニュアルの
整備/教育の強化/訓練の多様化）
●プラントメーカ技術者や協力会社による現場
支援体制構築（約800名体制）

■体制強化 発電所駐在要員の
強化（30名）

水密扉への順次
取替え
（2012年9月
完了）

ハード対策 ソフト対策

凡　例

現在検討・実施している対応
実施済みの対応

（       自主的な対応）
（       自主的な対応）

消防ポンプ配備、
台数を増加

可搬式エンジン
駆動ポンプを配備

海水ポンプモータ
の予備品を配備

大容量ポンプを
配備

補助給水の代替
ポンプとして中圧
ポンプを配備

ポンプ配置の訓練 ホース敷設の訓練

■静的触媒式
　水素再結合装置を
　設置（2013年度）

空気、蒸気

触媒プレート

水素、空気、水蒸気

中央制御室などプラント監視に必要な電源設備を確保

電源車や空冷式非常用発電装置の接続作業
などを迅速に的確におこなうための対策

●体制の確立　●マニュアルの整備　●訓練の実施

ハード対策 ソフト対策

電源車の接続訓練 夜間訓練

中央制御室での監視
の た め に 電 源 車
（500kVA、610kVA）
を配備

電動補助給水ポンプ
などのために電源車
（800ｋVA）を配備

炉心冷却手段拡大の
ために空冷式非常用
発電装置を配備

恒設非常用発電機を
設置するなど電源供
給手段を多様化
（2015年度）

福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、
当社は、地震・津波などが発生した場合
でも、     「電源確保」     「冷却機能の確
保」 　 「浸水対策」といった対策を講じ
ています。こうした取組みに加え、その後
得られた知見をもとに     「格納容器破
損・水素爆発対策」     「管理・計装設備
対策」において、さらなる信頼性向上の
ための追加安全対策を取りまとめ、すみ
やかに実践するとともに、今後、新たな
情報が得られ次第、迅速に的確に必要な
対策を追加・実践していきます。

福島第一原子力発電所事故を踏まえ
さらなる安全性・信頼性向上のための対策を推進しています

●福島第一原子力発電所の事故から得られた知見

○地震発生により原子炉は正常に自動停止
●地すべりによる送電鉄塔の倒壊などにより外部電源が喪失
○非常用ディーゼル発電機はすべて正常に自動起動
○原子炉の冷却に必要な機器は正常に動作

地震による影響

●非常用ディーゼル発電機、配電盤、バッテリーなどの重要な設備が被水
●海水ポンプが損壊し、最終ヒートシンクが喪失（原子炉冷却機能喪失）
●全交流電源 （外部電源＋非常用ディーゼル発電機）が喪失

津波による影響

2012年8月末現在

11

22

33

44

55

 11

44
55

 33
  22

予備変圧器の防
油堤をかさ上げ
（2012年6月）

原子炉補機冷却機能の回復のため、空
冷式非常用発電装置や大容量ポンプ
を確保

■フィルター付
　ベント設備の設置
　（2015年度）

原子炉格納容器

原子炉
気体の
流れ

蒸気
発生器

排気筒
排気

よ
う
素

フ
ィ
ル
タ

金
属

フ
ィ
ル
タ
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関西電力グループ 経営ビジョン関西電力グループ 経営ビジョン

エネルギーをコアに、くらしの基盤となる
領域において「お客さま満足No.1企業」
を目指します。

目指すべき企業像

お客さまの喜びのために私の最善を
つくします。

一人ひとりの行動指針

経 営 理 念

2004年3月策定

「前垂れがけの精神」（創業時に太田垣社長が提唱）
真の民間企業としてお客さまへの奉仕を第一に考える

社　訓

良識 責任感と公正な常識を身につけ
勤勉 自分の業務に対し、積極的に取り組むとともに最善を尽くし
友愛 心豊かな社会人となるために、日々自らを磨くことに努めよう。

われわれは公益事業に従事するものとして、̶豊富・良質・低廉な電気で需要家に奉仕するほ
̶真心のこもったサービスに全力を尽くすま
̶地域社会の発展、繁栄に貢献するち

関電サービスの確立を制定 1964年社達

1951年

2004年3月策定

関西電力グループがCSRを推進する
うえで柱とする行動を定めたもの

CSR行動原則

関西電力グループ CSR行動憲章関西電力グループ CSR行動憲章関西電力グループ CSR行動憲章

2005年5月策定

CSR行動原則に沿って、個人レベルの
具体的な行動の規範を定めたもの

関西電力グループ CSR行動規範関西電力グループ CSR行動規範関西電力グループ CSR行動規範

2030年にありたい姿

エネルギーと暮らしの
ベストパートナー

低炭素社会の
メインプレーヤー

新時代の
エネルギー安定供給の

パイオニア

ベストソリューションの追求

盤石の事業基盤  （安全・安定供給、人、設備等）

確固たる価値観  （CSR、安全文化、人を大切にする経営）

さらに
幅広いサービスと
グローバルな貢献

関西電力グループ 長期成長戦略 2030関西電力グループ 
「お客さま満足No.1企業」の具体的な姿を表したもの  （中長期計画や毎年の経営計画はこれをベースとします。）

2010年3月策定

関連する法令、企業倫理および社内ルールを遵守して、職務
に専念し、お客さまの喜びのために自らの最善を尽くします。

■CSR行動原則に基づいたCSR行動規範
当社グループは、6つのCSR行動原則に基づいてCSR行動規
範を設けています。関西電力グループの経営ビジョンやCSR行
動規範を記載した携帯用カードを全従業員に配布しています。
裏面に自らの行動目標を明記し、日々
の業務における行動や目標の確認に
活用しています。

CSR調達方針
当社の購買部門は、設備の最適な形成・維持・運用のために、
環境に配慮しつつ、安全・品質・価格面で優れた資機材・サー
ビスを適切な時期に調達しています。このような調達活動は大
切なパートナーである取引先のみなさまによって支えられており、
相互に信頼関係の醸成に努めることはもちろん、透明性の高い
開かれた取引やコンプライアンスの徹底など調達活動を通じた
CSRを推進していきたいと考えています。
そのため、当社は以下の5項目からなる「調達活動の行動
基準」を制定し、その基準に基づき調達活動を実践するととも
に、契約交渉時あるいは現場実態調査に伴う工場訪問などの
機会をとらえて、取引先に対しCSR調達方針の説明、浸透に
努める活動に取り組んでいます。

関西電力グループの経営とCSR
関西電力グループは、「お客さまと社会のお役に立つ」という創業以来の変わらぬ使命を果たし続けるために、
CSRをグループ全体の確固たる価値観として基盤に据え、すべての事業活動を展開しています。

経営理念と私たちがめざす姿
創業間もない1951年、初代社長、太田垣士郎は「お客さ
ま奉仕を第一に考える」という「前垂れがけの精神」を提唱
しました。今日のCSRともいえるこの方針は、1964年に
経営理念「ほ・ま・ち」に再編されます。また、太田垣社長
が「良き社風の涵

かん

養
よう

を」と全従業員に説いた「良識・勤勉・
友愛」は、社訓としていまも受け継がれています。その後、
経営環境や事業形態が大きく変化するなか、2004年に「関
西電力グループ経営ビジョン」を策定しました。「お客さま
満足No.1企業」という「目指すべき企業像」を掲げるとと
もに、その実現のための柱として6つの「CSR行動原則」
からなる「関西電力グループCSR行動憲章」を発表し、
CSRを軸とする経営ビジョンを明確にしました。さらに、
当社グループは、いかなる時代であっても、「お客さまと社
会のお役に立つ」という変わらぬ使命を果たし続けていくた
め、2010年に「関西電力グループ長期成長戦略 2030」
を策定し、2030年における「ありたい姿」を明確に示し
ました。この戦略においても、CSRをグループ全体の確固
たる価値観として根幹に据えており、これまでも、これから
もCSRを基盤とした経営を続けてまいります。

関西電力グループＣＳＲ行動憲章
関西電力グループの事業活動は、お客さま、地域社会のみな
さま、株主・投資家のみなさま、ビジネスパートナー、従業
員、そのほか社会の多くのみなさまにより支えられています。
こうしたみなさまから頂戴する信頼こそが、関西電力グルー
プが企業としての使命を果たし、持続的に成長を遂げていく
ための基盤です。 関西電力グループは、コンプライアンス
や透明性の確保など、社会の一員としての責務を確実に果た
すとともに、グループの事業活動に対して社会のみなさまか
ら寄せられる期待に誠実にお応えすることにより、社会の持
続的発展に貢献し、みなさまからの信頼を確固たるものとし
ていきたいと考えています。このような認識のもと、関西電
力グループは、以下の原則に基づき、すべての事業活動を展
開し、企業としての社会的責任（CSR：Corporate Social 
Responsibility）を全うしていきます。

関西電力グループCSR行動規範
■基本姿勢
役員および従業員は、常に関西電力グループの一員としての自
覚をもち、品位を保つとともに、社会的良識をわきまえて行動
します。また、業務遂行にあたっては、安全の確保を最優先に、

CSR行動原則
1. 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け
2. 環境問題への先進的な取組み
3. 地域社会の発展に向けた積極的な貢献
4. 人権の尊重と良好な職場環境の構築
5. 透明性の高い開かれた事業活動
6. コンプライアンスの徹底

※各原則の本文は2ページをご覧ください

「関西電力グループ長期成長戦略 2030」
http://www.kepco.co.jp/corporate/strategy/index.html
「関西電力グループ中長期計画」
http://www.kepco.co.jp/corporate/ml_plan/index.html
「関西電力の調達活動」
http://www.kepco.co.jp/kepa/purchas/index1j.html

「関西電力グループ経営ビジョン」
http://www.kepco.co.jp/corporate/vision/index.html
「関西電力グループCSR行動憲章」
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/charter.html
「関西電力グループCSR行動規範」
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/standards.html

１.安全の最優先、品質・技術力の維持・向上
安全を最優先に考え、設備の最適な形成や維持、運用の
ための、品質・技術力の維持・向上に資する取組みや対
策を講じていきます。

2.環境への配慮
環境負荷が少ない資機材およびオフィス用品の調達（グ
リーン調達）を推進し、取引先のみなさまと協働して循
環型社会の構築に貢献します。

3.強固なパートナーシップの確立
取引先とサプライチェーンに対して協働して改善に取組
むことで、取引先のみなさまとの強い信頼関係を構築し、
お互いに成長・発展をめざします。

4.透明性の高い開かれた取引
安全・品質・価格面で優れた資機材やサービスを適切な
時期に調達するため、国の内外を問わず、広く門戸を開
いています。また、取引先の選定にあたっては、安全性、
品質・技術力、環境への配慮、価格、納工期の確実性、保守・
管理の実施状況などに基づき、経済的合理性を追求し社
会的合理性にも配慮しながら公平・公正におこないます。

5.コンプライアンスの徹底
全ての関係法令およびそれらの精神を遵守し、特に、安全
に関する関係法令の遵守、人権尊重（児童労働・強制労働
の禁止など）、個人・秘密情報の厳正な管理に充分配慮し
ます。また、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力・団体の活動を助長するような行為はおこないません。

調達活動の行動基準

コンダクトカード
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コーポレート・ガバナンスの基本体制
当社は、株主総会から経営の負託を受けた取締役会のもとに、
常務会およびCSR推進会議やリスク管理委員会など各種委
員会をおき、職務の執行を適正におこなっています。また、
監査役、監査役会および会計監査人をおき、職務の執行が適
法・適正かつ妥当であることを、それぞれの立場から確認し
ています。当社はこうした体制をコーポレート・ガバナンス
の基本としています。

業務執行の適正の確保
当社は、定例取締役会を毎月1回、必要に応じて臨時取締役
会を開き、経営上重要な事項について審議・決定するととも
に、取締役の職務の執行状況について定期的な報告を受け、
取締役を監督するなどコーポレート・ガバナンスの充実に努
めています。
さらに、重要な業務執行については、迅速で適切な意思決定

を実現するため、役付取締役により構成する常務会を原則的に
週1回開催し、効率的かつ効果的な会社運営を実施しています。
また、経営の執行機能と監督機能を分け、業務執行の迅速
性と効率性を高めるために、執行役員制を導入しています。

透明性と健全性の確保
当社は、取締役の職務執行が適法・適正かつ妥当であること
を、継続的かつ効果的に監査するため、監査役制度を採用し
ています。監査役は、取締役会や常務会などの重要な会議に
出席し、意見を述べ、取締役から経営上の重要事項に関する
説明を聴取するとともに、主要な事業所について、その業務
や財産の状況を調査するなど、監査を通じ、事業運営の透明

コーポレート・ガバナンス

性と健全性を確保しています。さらに、代表取締役などとの
間で定期的に会合を開催し、意見交換を実施しています。
また、監査役と監査役会の職務を補佐するため、監査役室

（13名）を設置しています。これは監査実務や監査役会の
運営などを担当する専任組織であり、その独立性を担保すべ
く、監査役直轄とし、当社グループの執行に係るいかなる職
務も兼務していません。
なお、社外役員は、社外取締役3名、社外監査役4名を選
任しており、監査役7名のうち過半数が社外監査役となって
います。社外取締役および社外監査役と当社との間に特別の
利害関係はなく、独立性を確保しています。

内部監査機能の充実
当社は、品質・安全に関する経営上の諸問題を幅広く共有・
審議し、社外の見識や情報を取り入れ、公正で専門的な立場
から当社グループ全体の内部監査の適正を確保するため、「経
営監査委員会」を設置しています。
また、内部監査の専任組織として経営監査室（38名）を
設置しており、リスク管理体制とリスクの管理状況などにつ
いて定期的に監査するとともに、内部監査計画とその結果に
ついて常務会に付議・報告をおこなっています。また、各職
場は監査結果を踏まえ、必要な改善活動を進めるなど、適正
な業務運営の確保に努めています。
経営監査室、監査役および会計監査人は、コーポレート・
ガバナンスの重要な担い手として適宜、連絡を取り合いなが
ら監査を実施するとともに、監査結果について意見を交換す
るなど、互いに緊密な連携を維持しています。

事業に伴うリスクの管理
事業活動に伴うリスクは、「関西電力グループリスク管理規程」
に基づき、各業務の執行部門が自律的に管理することを基本
としています。そのうえで、組織横断的に重要とされるリスク
に関しては、主管するリスク管理箇所を定め、各業務執行部
門に助言や指導をおこなうことでリスク管理の強化を図ってい
ます。さらに、リスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」
を設置し、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレベ
ルに管理するよう努めており、こうしたリスク管理体制のもと、
金融商品取引法の定める適正な財務報告およびその信頼性の
確保にも積極的に取り組んでいます。
さらに東日本大震災の教訓を踏まえ、現状のリスク想定に
固執せず、想定外の事象が起こりうることを念頭においてリ
スク管理に取り組んでまいります。

CSR推進会議を中心としたCSR推進体制
当社は、社長を議長とするCSR推進会議を設置し、当社グ
ループ全体のCSR推進に関する総合的な方針や活動内容を
策定するほか、具体的な活動の総合調整とその実施を促進し
ています。また、各種専門的な課題については「コンプライ
アンス委員会」や「環境部会」など下部組織にて検討を重ね、
方策を策定しています。
CSR推進会議で策定された方針は、各部門や各事業所に
伝えられ、それぞれにおいて活動が展開されます。グループ
各社においても、当社とコミュニケーションを取りながら、
自律的にCSR浸透活動を展開しています。

■コンプライアンス委員会　
コンプライアンス委員会は、当社のコンプライアンスに関
する総合的方策の策定と、具体的方策の総合調整および実
施を促進しています。同委員会の審議を経て、毎年度、策
定されているコンプライアンス活動計画は、本店各部門や
支店などにおいて、それぞれの所管業務に関する行動計画
に具体化され、職場内研修の開催や法令遵守状況のチェッ
クといった活動として実践されます。また、同委員会のも
とに設置された「コンプライアンス相談窓口」では、従業
員などからのコンプライアンスに関する相談への調査・対
応をおこなっています。
以上のような活動の状況について、同委員会では適宜、報
告を受けて、PDCAが循環していることを確認しています。

■環境部会
環境部会は、環境問題への先進的な取組みを組織横断的に推
進しています。環境問題に対する各種方針に基づいて、環境
管理活動を実施し、循環型事業活動に関する具体的行動計画
「エコ・アクション」を策定しています。
加えて、「エコ・アクション」のチェック・アンド・レビュー
をおこない、環境問題に対する着実な対応を進めています。

リスクマネジメント CSR推進体制
関西電力グループは、CSRを確固たる価値観として、長期成長をめざしています。そのためには事業運営の透明性や
健全性を保つことが重要であると考え、コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。
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業務執行部門が自律的に
リスク管理することを基本とする。

● 情報セキュリティ
● 安全衛生
● 市場リスク
● 財務報告の信頼性
● 環境
● 災害
● コンプライアンス
● 子会社の経営管理
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■リスク管理体制

グループ連絡部会、
各種グループ会社委員会など
グループ連絡部会、
各種グループ会社委員会など
グループ連絡部会、
各種グループ会社委員会など

関西電力

その他、各種専門的課題については、下記の委員会にて検討しています。
 ●安全衛生委員会 ●同和教育推進委員会　     など

本店各部門 支店・支社

営業所・電力所・発電所など

社 長

CSR推進会議

コンプライアンス委員会環境部会
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力
グ
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各
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■CSR推進体制
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フェイストゥフェイスの対話で思いを共有
関電システムソリューションズ㈱では、社長と従
業員が意見交換する「社長懇談会」が通算100回
目を迎えました。また、従業員の家族を招待し、
当社の事業などを理解していただく「オープンオ
フィス」といった、会社全体の風通しをよくする
ための取組みを展開しています。
これらの取組みを通じて私が大切にしているこ

とは、「フェイストゥフェイスのコミュニケーショ
ン」です。お互いの本当の気持ち（真意）を理解
し合い、一人ひとりが会社をよくしたいという思
いを共有し合うことが、従業員のやる気、ひいて
は会社の発展につながると私は考えています。今
後も風通しのよい職場環境を築くため、さまざま
な取組みを展開してまいります。

関電システムソリューションズ㈱
人財部　人事グループ
森川  直樹

V o i c e

経営層と第一線職場のコミュニケーション
当社は、社長をはじめ経営層がさまざまな機会を通じて積極
的に第一線職場へ出向き、安全への思いや大切さなどを直接
伝え、CSRへの理解の浸透・促進に取り組んでいます。そ
の際には、意見の交換など
によって、各職場の課題や
問題の早期把握に努め、そ
の後の経営に反映させてい
ます。

CSRキーパーソンを通じた啓発活動　

当社は、それぞれの職場において、CSR推進のためのCSR
キーパーソンを選任し、このCSRキーパーソンへの研修な
どを通じて全従業員への啓発活動を展開しています。
2011年度は、「職場のモチベーション維持」や「外部

環境変化に対する不安感への対処」をテーマにした社外の
専門家による講演などを開
催しました。またCSRの
意義や考え方について理解
を深めるとともに、啓発活
動に役立つ知識の提供や課
題解決力などの向上を図り
ました。

従業員に対するCSR啓発活動
従業員には「CSRの仕事への根付かせ」と「風土改善活動」
という取組みを重点的に継続しておこなっています。
また、東日本大震災以降は、お客さまの意識や社会のニーズ

が大きく変化したことを踏まえ、信頼を回復するためには「日々
の業務を確実に遂行すること（CSRの実践）」が重要であると
の認識を強め、その実践のための啓発活動に注力しています。

こうした取組みを木に例えると、「風土改善活動」は、直接
目に見えない根の部分（従業員としての意識・意欲）に栄養
を与え、より強くする活動であり、「CSRの仕事への根付かせ」
や「日々の業務の確実な遂行」は、表に現れる幹や葉など（6
つのCSR行動原則）を大きく成長させる活動といえます。
このような考えのもと、当社はこれからも各職場・キーマン・

全従業員に対する取組みやツール類の充実を図るとともに、
グループ一体となってCSRを推進してまいります。
なお、従業員に対するCSR活動については、毎年、全従業
員を対象とした「CSRに関する全従業員アンケート」を実施
し、分析と評価をおこなっています。この結果は、各部門や
各職場へフィードバックし、次年度以降の啓発活動の改善に
活用しています。

CSR推進の具体的な取組み
関西電力グループは、お客さまや社会の変化を踏まえて、従業員一人ひとりが日々の業務を確実に遂行することがCSRの実践で
あり、その積み重ねこそが当社グループのCSR推進に結びつくと考えています。この考えに基づき、従業員一人ひとりがそれぞれ
の持ち場で、ステークホルダーの立場に立ち、思いやり、使命感を持って考え、行動できるようさまざまな取組みを展開しています。

CSRキーパーソンを対象とした研修

串本技術サービスセンター
での社長対話

お客さま満足No.1企業

幹 ／ 葉

根
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6つのCSR行動原則

従業員の根を強くする活動

表に現れる行動

（根に栄養を
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（根に栄養を
与える）

幹 ／ 葉

根

6つのCSR行動原則

表に現れる行動表に現れる行動

●商品・サービスの安全かつ安定的なお届け
●環境問題への先進的な取組み
●地域社会の発展に向けた積極的な貢献
●人権の尊重と良好な職場環境の構築
●透明性の高い開かれた事業活動
●コンプライアンスの徹底
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CSRキーパーソンとして部門を超えた推進活動を実践
関西電力能力開発センターには、発電から営業ま
でさまざまな部門があり、年2回のCSRに関する
職場内研修を実施する際には、部門合同でのグルー
プディスカッションをおこない、部門を超えた風
通しのよい職場づくりをめざしています。
また、全従業員に共通して必要な知識や技能、

価値観に関する研修を担当する一般研修グループ
では、昨今の厳しい経営環境を踏まえ、関電魂と
もいうべき不屈の使命感やチャレンジ精神などを
伝えるとともに、受講者のみなさんを元気づける
ような研修を実施し、当社事業の確実な遂行と
CSRの実践に貢献したいと考えています。 関西電力能力開発センター

一般研修グループ課長
笹倉  芳樹

V o i c e

■CSR推進活動のイメージ

各職場での取組み
■足元の課題の共有と“考動”意識の醸成への取組み
……………………………………………………【奈良支店】
奈良支店では、震災以降のお客さまや社会の変化を踏まえ、
職場の一体感や結束力を高めるため、話し合いを重ねながら、
思いを込めたスローガンを作成し、従業員一人ひとりにめざ
すべき方向性などを浸透・定着させる活動を展開しています。
また、昨今の電気事業や当社を取り巻くさまざまな情報を正
確かつタイムリーに共有するため、幹部（支店・業務機関の
長）が情報共有のあり方やコミュニケーションなどについて、
合宿形式でオフサイトミーティングを開催しています。
幹部自らが、「問題意識

と危機感を持って議論する
という姿勢」を示すことで、
従業員一人ひとりの“考動
（考え行動する）”意識の
醸成に努めていきたいと考
えています。

グループ会社での取組み
■「CSRリーダーシップ賞」を受賞！
………………………………………【サンロケ・パワー社】
アジアで最も社会的責任（CSR）を果たした企業を選ぶ「グ
ローバルCSR賞2012」において、サンロケ・パワー社の
川口社長が、「CSRリーダーシップ賞」を受賞しました。「グ
ローバルCSR賞」での受賞は、日系企業としては初めての
ことです。
サンロケプロジェクト（フィリピン・ルソン島）とは、
1998年、当社が日本の電力会社として初めて海外水力発
電事業に参画した先駆的なプロジェクトです。この度、移転
住民への生計支援や積極的な社会・自然環境対策などが高く
評価され、CSR賞を受賞することとなりました。
当社からは、サンロケ・

パワー社役員を含む3名を
現地に派遣しており、グルー
プ会社として、同プロジェ
クトにおけるCSR活動を引
き続き支援していきます。

■CSRポスターの製作・掲示で意識向上を図る
………………………………………【㈱関電パワーテック】
㈱関電パワーテックは、「企業の社会的責任を全うします」
という経営理念のもと、CSR活動を展開しています。
その一つとして、5年前からそれぞれの事業所で従業員一
人ひとりの「私の行動宣言」を記載したCSRポスターを毎
年製作・掲示し、意識の高
揚を図っています。
この他にも、電子社内報に
CSR関連のエッセイを定期
的に掲載したり、CSR教育
の実施や清掃活動への参加な
どに取組んでおり、これから
もさまざまな活動を通じて
CSR意識の向上を図ってい
きたいと考えています。

■CSR職場討議で意識向上と職場づくりを推進
……………………………【㈱日本ネットワークサポート】
㈱日本ネットワークサポートでは、さまざまなCSR活動事
例について各職場で討議することにより、従業員一人ひとり
がCSRの観点で考えることを習慣化し、高い倫理観を持つ
ことができるよう取り組んでいます。2011年度は全社で
215回の討議を実施し、いろいろな場面においてCSRの観
点で自ら考えることができるようになってきました。
また、CSR推進において最も大事なことは「風通しの良
い職場」であるとの考えから、取組みの一つとして役員が現
場に出向き、従業員との対話活動を続けています。2011
年度は延べ123名との対話を実施し、職場風土の改善につ
ながる課題発掘や意見
交換ができました。
今後も、従業員一人ひ

とりのCSR意識の向上を
めざし、こうした取組み
を地道に積み重ねていき
ます。

オフサイトミーティングのようす 2012年版の掲示ポスター

サンロケ・パワー社　川口社長（右）、
久保副社長（左：当社より出向） CSR職場討議のようす
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2011年の台風12号は、9月2日から4日にかけて西日本を
縦断し、和歌山県と奈良県を中心に甚大な被害をもたらしまし
た。当社設備においても、奈良県十津川村の長殿発電所が跡形
もなく流出し、和歌山県日高川町の船津発電所が浸水したほか、
配電線が寸断され、電柱が倒壊しました。そのため2府6県で
約19万5000軒のお客さまが停電。当社グループは、他電力
会社や協力会社からの応援を受けながら、早期復旧に努めました。

非常災害復旧訓練での経験を活かし
1日も早い復旧に安全最優先でのぞむ
道路の寸断により陸の孤島となる地域には、あらかじめ、配電
線の保守・管理に携わるネットワーク技術センターの従業員が
派遣されることになっています。台風12号の場合も高田ネッ
トワーク技術センターから私たち3人が十津川村の平谷出張所
へ向かいました。復旧後の配電線が土砂災害で再び断線したり、
避難勧告で作業が中断することもありましたが、年に2回は必
ず実施する非常災害復旧訓練で身につけた作業手順を活かし、
グループ会社との連携、他電力会社や協力会社の応援を得て作
業を進めました。とくに心がけたのは無理のない計画と確実な
作業です。私たち作業員が事故を起こしたのでは復旧が大幅に
遅れます。8割の応急送電を終えたのは6日後のこと。「電気
をつけてくれてありがとう」――。一人暮らしの高齢のお客さ
まの言葉に、私たちの使命の重さをあらためて感じました。

■グループ各社が災害時の役割を確実に実行
他電力会社や協力会社の応援を最大限に活かす

台風12号では、応急送電のため、発電機車が当社全支店
から12台が派遣され、中部、北陸、中国、四国、九州の
各電力会社や協力会社から計25台を送っていただきまし
た。しかし、被災地までの道路が土砂で寸断されたとこ
ろも少なくありませんでした。当社グループでは、こう
した事態に備え、林道など地元の道を知り尽くすグルー
プ会社などとの連携体制を事前に整備しており、台風12
号でも、発電機車を最短の迂回路で送り届けることがで
きました。

●和歌山県から当社への感謝状が従業員の励みに
2012年2月、台風12号での当社グループの支援につい
て、和歌山県の仁坂吉伸知事から感謝状をいただきました。
これは、被災地において救援物資の提供や復旧の支援、ボ
ランティアの派遣など、救助や救援活動で大きな協力や貢
献があった105の企業や団体に贈られたものです。当社
に対しては、ポータブル発電機の貸出しやミネラルウォー
ターなどの物資支援が評価されてのことでした。
贈呈式では、仁坂知事から「いろいろな場面で支えて
いただいたおかげで応急的な復旧を素早くおこなうこと
ができた」「関西電力は人員と車両が多数で復旧にあたっ
てくれ、そのスピードがめざましい」との言葉をいただ
きました。これからも電力会社従業員としての使命を果
たすとともに、地域の
方々にお役に立てる関
西電力グループである
よう、従業員一人ひと
りが自らの業務を全う
します。

台風12号の被害からの早期復旧に
総力を結集

川の氾濫で切断された配電設備

和歌山県からの感謝状

設備復旧のようす 他電力会社からの応援

奈良営業所
高田ネットワーク

技術センター（保全）
中立  晃義

1商品・サービスの
安全かつ安定的な
お届け

Plan 2011年度 基本方針

Highlight 2011Do

●安全を最優先に電力の安全・安定供給に全力で取り組ん
でいきます。

●原子力発電所の安全・安定運転には、可能な限りの安全
対策をおこない、新情報が得られ次第、迅速かつ的確に必
要な対策を実施します。

●グループ一体となったトータルソリューションを提供し、お
客さまの多様なニーズに対応し、お客さま満足の一層の向
上に努めます。

ライフライン事業者としての使命と責任
■ 品質の高い電気をお届けするために
電力を安全かつ安定的にお届けするため、発電所とお客さま
をつなぐ電力系統の確実な運用と最適な設備形成に努めてい
ます。また、事故の再発防止にも徹底して取り組んでおり、
その結果、当社の電気は世界トップレベルの品質を維持する
よう努めています。
今後も事故を未然に防止し、万一事故が発生した場合は迅
速に復旧できるよう、新技術や新工法の開発・導入を推進し
ていくとともに、高度経済成長期に建設した設備の高経年化
にも計画的に対応していきます。
また、社会のみなさまからの要請に応じ、万全な電力の供
給体制の確保に努め、関西地域のさらなる発展に貢献します。

 ■ より低廉な電気をお届けするために
私たち電気事業者は、これまで、経営全般にわたる効率化を
推進し、鉄道や水道といった他の公共料金が値上がりするな

か、化石燃料価格が高騰している状況においても、電気料金
の引下げに取り組んできました。

当社においても、電気の安全・安定供給を確保しながら、
経営全般にわたる効率化を積極的に進め、過去10年間で
2008年9月の料金改定を含め、おおむね2年ごと、5回の
電気料金の引下げを実施しました。今後も、引き続き経営全
般にわたる効率化を推進し、低廉な電気の安定供給に努めた
いと考えています。

（年度）

■公共料金の推移
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■ 「S+3E」の観点を考慮した設備形成
当社は、お客さまに良質で低廉な電気をお届けする使命を果たすため、安全確保（Safety）を大前提に、長期的なエネルギー
セキュリティの確保（Energy Security）、経済性（Economy）、地球環境問題への対応（Environmental Conservation）
の３つのＥを加えた、「S+3E」の観点で総合的に勘案し、原子力発電、火力発電、水力発電、新エネルギーなどをバランスよ
く組み合わせた設備形成をおこなっていきます。 

（年度末）51.5/1 55 1105009590858075706560

原子力 火力 水力 新エネ
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※停電＝事故停電＋作業停電

（年度）

■当社のお客さま1軒あたりの年間停電時間の推移

2000年10月1日
2002年10月1日
2005年  4月1日
2006年  4月1日
2008年  9月1日

電　灯 電　力 灯力計

■過去10年間の料金改定率の推移 （単位：％）

※印は規制分野のみの改定率。なお、規制分野の範囲は以下のとおり
　2000年10月1日～：電灯、低圧・高圧電力／2005年4月1日～：電灯、低圧電力

▲４.０４
▲４.１５
▲４.９０
▲３.１２
▲０.３６

※▲４.３６
※▲６.５７
※▲２.２１
※▲１.７０
※▲０.２０

※▲４.２０
※▲５.３５
※▲４.５３
※▲２.９１
※▲０.３４

■当社における電源設備構成の推移
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■ より安定した燃料の調達
東日本大震災以降、供給力確保のために火力発電所の高稼動
が続き、火力燃料の所要量が大幅に増加しています。しかし、
このような状況下においても、必要な燃料を確実に確保し、
発電所へ供給するため、さまざまな取組みを進めています。
石油については、新規油種の導入なども含め、必要量を手
当てするとともに、それを発電所まで輸送するための内航船
や外航船を新たに追加確保するなど、石油消費量の急増に対
応した体制を整えています。
石炭については、当社専用船および専航船による輸送体制
を構築しているほか、中国や韓国に石炭中継基地を確保し、
必要量の変化に応じて発電所へ輸送する量を調整できる体制
を整えるなど、調達の安定性や柔軟性の向上に努めています。
LNGについては、既存の中・長期契約から確実に調達す
ることに加え、適宜、スポット調達をおこない、必要量を確
保しています。また、2012年度より、当社が初めて上流
権益を取得したプルートプロジェクトからのLNG受入を開
始しました。本プロジェクトから調達するLNGの輸送には、
自社LNG船である「LNGエビス」が就航するなど、ガスの
生産から輸送・受入に至る一貫体制の構築に努めています。
今後の火力燃料を取り巻く環境は、エネルギー政策の見直
しや、新エネルギーの普及拡大などのさまざまな要因がある
ため、中長期的な火力燃料の必要量は極めて流動的です。こ
のようななか、当社はプルートLNGプロジェクトに続く燃
料上流投資の推進や輸送体制の整備・確立をおこなうなど、
調達チェーン各部に積極的に関与し、これらの施策の実現を
通じて、燃料の安定供給に最大限努めるとともに、燃料調達
の競争力を高め、経済性の確保にも一層取り組んでいきます。
次に、原子燃料調達については、西オーストラリアなどの
ウラン鉱山にプロジェクト参画し、上流権益を確保するほか、
ウラン濃縮工場への資本参加などを通じ、より安定した調達
をめざしています。

■ 安全文化構築に向けてのたゆまぬ努力
安全はすべての事業活動の根幹であり、社会から信頼をたま
わる源であると考えています。また、すべての業務の品質向
上や将来の成長のために欠かせないものであり、当社は、た
ゆまぬ努力によって、安全確保を最優先とする事業活動を継
続し、その実績を積み重ねています。協力会社をはじめ、当
社グループ事業を支えるすべてのパートナーのみなさまとの
日常的な双方向コミュニケーションを通じて、安全意識の共
有や相互啓発、リスク低減活動を推進し、グループワイドで
のより高いレベルのゆるぎない安全文化（関西電力安全文化
圏）の構築に努めています。

■ 安全・安定供給を支える人材の育成
当社は、商品・サービスを安全かつ安定的にお届けするため、
毎年、継続的に採用をおこなうとともに、体系的、反復的な
教育・訓練を継続して実施することで、専門性を備えた人材
の育成を図っています。技術・技能の維持継承については、
専門技術・技能者制度※や個々人の技術力を把握するシステ
ムの導入など、さまざまな取組みを推進することで、これま
で蓄積してきた技術・技能をグループ全体で確実に伝承し、
レベルアップを進めています。

■ 安全・安定供給への
■ グループ一体となった取組み
電気やさまざまなサービスをお客さまに安全かつ安定的にお
届けするため、設備などの建設、保全、管理・運用において、
グループ一体となった活動を推進しています。こうした取組
みの一部をご紹介します。

■長期休止の火力発電設備を早期復旧し安定供給に貢献
　【関電プラント㈱】
関電プラント㈱は、火力や原子力発電所の設備の据付けからメ
ンテナンス業務までに長年携わり、そこで培った高品質かつ低コ
ストの施工技術力で、電力の安全・安定供給に貢献してきました。
とくに、2012年度は、各火力発電所の高稼動運転が続
くなか、プラント機器のトラブル発生時には、土日・昼夜を
問わず迅速な復旧作業ができるよう、協力会社を含めた施工
体制を整備し、その対応に努めてきました。
また、これまで10年間にわたり設備が休止状態であった
海南2号機（45万kW）の復旧工事は、今夏の関西の供給
力確保の主要対策でしたが、当社は、プロジェクト体制を構
築し、安全を最優先しながら、過去に例を見ない短期工程に
より、復旧工事を早期に完成することができました。
今後も関西電力グ
ループの一員として、
電力の安全、安定供
給に貢献できるよう
努めてまいります。

■水力発電からの供給を確かな技術で守る
　【㈱かんでんエンジニアリング】
㈱かんでんエンジニアリングは、水力発電所について、発電
設備の定期点検や修繕工事、また、送電、変電、配電など電
力流通設備の新・増設や、改良工事、保守・点検に携わり、
これまで培ってきた確かな技術力と高い施工品質で、電力の
安全・安定供給の一翼を担っています。
水力発電所の定期点検や修繕工事では、豊富な経験と確か
な技術力により「安全最優先の実践・重大災害『ゼロ』」の
安全管理基本方針のもと、徹底した安全・品質管理で安定し
た発電に貢献しています。
また、送電・変電・配電の保守・点検では、関西電力管内
のそれぞれの拠点に施工体
制を配備し、災害時には地
域に密着し、設備に精通し
た人材と機動力を活かした
施工体制で、一刻も早い電
気の復旧に貢献しています。

■ガス事業における安全のための取組み
当社は、管内都市部を中心にガス事業を展開しており、安全
かつ安心してガスをご利用いただくため、お客さまの安全確
保に万全を期しています。具体的には、発電所や電力所など
14ヵ所の事業所を拠点とする保安体制を築き、ガス事業法
などの関係法令に基づく法定点検に加えて、お客さま設備の
定期的な確認など保安活動を実施しています。また、定期的
な教育や全社大での非常災害対応訓練などを充実させ、事故
対応能力を含めた技術力の強化を図っています。
さらにお客さまと一体となった合同訓練をはじめ、緊急時
の初動対応や供給弁の閉止など、お客さまにお願いする行動
についての安全説明会を開催し、より一層の安全確保に努め
ています。

緊急時のガス供給弁閉止の訓練

水力発電所の点検作業訓練のようす

低圧タービンロータ
点検後の搬入状況 長期計画停止の発電設備を復旧し

電力安定供給を支える
海南2号機復旧工事において、既設配管の健全性を確認す
るための配管肉厚検査業務に携わりました。この検査業務
は2011年8月22日に着工し、プロジェクトチーム全員
の創意工夫を凝らした技術力をもとに、現地調査、測定結
果の精査、不適合配管の抽出、配管取替後の再検査を実施し、
すべての検査対象配管の健全性を確認しました。着工時は
タービン建屋内の室温が47℃に達するなどの作業環境が続
きましたが、プロジェクトチーム全員が、安全作業を念頭
に復旧工事の早期完成に寄与する
ことができました。これからもさ
らに技術力を磨き、安全確保のう
えで、電力の安全・安定供給に貢
献できるよう努力します。

関電プラント㈱　
海南事業所　
担当係長  瀬見  明

V o i c e

プルートLNGプロジェクトは西オーストラリア州の沖合のプルートガス田か
ら産出される天然ガスをLNGに加工して供給する事業

協力会社のみなさまの日頃の創意工夫を凝らした安全活動への感謝
の気持ちを伝えるため、安全報奨制度を設け、社長から感謝状を贈
呈している

※第一線職場において、電気事業固有の高度な技術力・技能を有し、これを後進に伝
承するにふさわしい熱意や指導力を備えた人材を「専門技術・技能者」として認定し、
所属する職場において、技術・技能面で後進を指導し、育成する役割を担わせること
で、電気事業固有の技術・技能を確実に維持継承するもの。認定者数は、2012年
5月末現在で213名。

「燃料調達の現状」
http://www1.kepco.co.jp/fuel/nenryo.html
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■ 来るべき大規模災害への備え
当社は、電力などの安定供給という使命のもと、地震をはじ
め、台風、雪、豪雨、雷などの自然災害に対し、「災害に強
い設備づくり」「早期復旧に向けた防災体制の確立」を基本
として防災対策に取り組んでいます。
また、近年は新型インフルエンザ流行時の対策も進めてお
り、パンデミック（大流行）時にも、お客さまに電気を安定
してお届けできる体制を構築しています。

■東日本大震災を踏まえた対策
2011年3月11日に発生した東日本大震災を踏まえた地震・
津波対策については、同年3月15日に設置した「東日本大
震災復興支援・総合対策推進会議」のなかの「設備・防災対
策部会」で検討をおこなっています。
当社の事業区域で、東日本大震災規模の影響を及ぼす地震
として東海・東南海・南海地震を想定し、国の中央防災会議
や自治体の動向を踏まえながら、早期復旧対策として資機材
などの確保、輸送手段の整備、情報連絡手段の確保などにつ
いて、鋭意検討を進めています。
なお、2012年8月29日に内閣府から、南海トラフの
巨大地震による最大クラスの震度分布や津波高の想定結果
が公表されましたが、当社はこれを受け、これまで検討し
てきた対策について再評価し、必要な見直しを実施してい
きます。

■災害に強い設備づくり
電力供給設備は、過去の災害で得た教訓をもとに、地震や台
風などの災害が発生した場合でも、重大な被害が生ずること
のないように設計されています。また、電力系統は関西圏を
網の目のように取り囲むネットワークが構築されており、
万一、送電線の一部ルートに支障が生じても、連系する別の
ルートからすみやかに電気をお届けすることが可能です。

■早期復旧に向けた防災体制
災害によって電力供給設備に被害が生じる恐れがある場
合や被害が発生した場合は、状況に応じた防災体制を迅
速に整え、社内外の情報収集・発信や復旧方針の決定など

をおこない、復旧活動を進めます。

■来るべき災害に備えた訓練の実施
21世紀前半に東海・東南海・南海地震の発生や、近畿圏で
も直下型地震の発生が懸念されています。
当社では、これらの大規模地震など、来るべき災害に備え、
さまざまな対策を検討・実施するとともに、大規模地震災害
を想定した訓練を重ねることで、強固な防災体制の確立を
図っています。
また、自治体主催の
防災訓練や防災会議な
どへの参加を通じて、
関係各機関との連係を
図る取組みをおこなっ
ています。

■災害復旧に係る関係各機関との連係
災害復旧に当たっては、自治体の災害対策本部会議に参加し、
当社の復旧状況について情報提供をおこなうとともに、復旧
活動の支障となる道路の優先復旧をお願いするなど、行政と
連携し電力供給の早期復旧に全力を尽くしています。
また、道路寸断などにより、停電が長期化、孤立している
地域の自治体へは、ポータブル発電機の貸出しや、生活物資
の提供などにより、地域の災害復旧を支援します。

関西電力
非常災害対策本部

（本店）

関西電力
非常災害対策本部
（支店・営業所など）

消　防警　察

気象台

報道機関 経済産業省

他電力会社

国・府県災害
対策本部

その他機関
（ガス・水道など）

■ 原子力発電の必要性と特徴
■エネルギーセキュリティ確保のために
日本はエネルギー資源が乏しく、その自給率は原子力を除く
と4％ほどとなり、残り96％は海外からの輸入に頼ってい
ます（経済産業省「エネルギー白書2011」より）。こうし
たなか、エネルギー資源価格は、東日本大震災以降の需給逼
迫に対する懸念から急騰し、なかでも、液化天然ガス（LNG）
は世界の輸出量の1/3を占める中東の政治情勢が不安定な
ため、価格面に加えてエネルギーセキュリティ面でもリスク
があります。こうしたことから、今後も電気の安定供給のた
めには、資源を安定して確保する必要があります。

■発電時にCO₂を排出しない原子力発電
原子力発電は、ウランの核分裂したときに発生する熱を利用
して発電しているため、太陽光発電や風力発電と同じように、
発電時にCO₂を排出しません。そのため、地球温暖化対策
を推進するうえで、原子力発電は有効といえます。

安全を最優先した原子力発電所の取組み
■原子燃料サイクルによる資源確保
原子力発電所で使用しているウランは、石油や天然ガスと異
なり、世界中に広く分布しており、しかも、産出国には政情
の安定した国が多いことから供給安定性に優れています。ま
た、エネルギー密度が高いため、輸送が容易であり、エネル
ギー資源の備蓄効果もあります。
さらに、原子力発電所で使用した燃料からは、再処理により、
ウランやプルトニウムといった有用な資源を回収することが
でき、これも安定した資源確保につながると考えています。

■プルサーマルへの取組み
原子力発電所で使い終わったウラン燃料は、再処理工場へ送
られて再利用できる物質（ウランとプルトニウム）が回収さ
れ、燃料（MOX燃料）として生まれ変わります。この燃料
を現在ある原子力発電所で使用することをプルサーマルとい
います。
当社は、2010年12月に、高浜発電所3号機にMOX燃
料を装荷し、2011年1月から本格運転をおこなってきま
した。今後のプルサーマル計画の推進については、安全を最
優先に、国におけるエネルギー政策の議論などを踏まえ、地
域のみなさまからのご理解とご協力を得ながら、進めていき
たいと考えています。

自治体主催の防災訓練で配電線の復旧作業
を発表

参考 ： 電気事業連合会「原子力・エネルギー」図面集 2012年版 他

原 子 燃 料 サ イ ク ル

低レベル
放射性廃棄物

高レベル
放射性
廃棄物

MOX燃料

ウラン燃料
リサイクル燃料
（使用済燃料）

リサイクル燃料
（使用済燃料）

リサイクル燃料
（使用済燃料）

ウラン・
プルトニウム

再処理工場 燃料加工工場

リサイクル燃料貯蔵センター
（中間貯蔵施設）

低レベル放射性
廃棄物処分施設

原子力発電所

リサイクル

高レベル放射性
廃棄物貯蔵管理施設

原子炉格納容器

発電機

海  水

ウラン燃料

蒸気
制御棒

原子炉

加圧器

送電線へ
水高温水

タービン

復水器

1次系 海水2次系

蒸気
発生器

高浜町

京 都 府

若 狭 湾

滋 賀 県
おおい町

小浜市

若狭町

美浜町

敦賀市

若 狭 湾

敦賀市

京 都 府京 都 府京 都 府京 都 府京 都 府 滋 賀 県滋 賀 県滋 賀 県滋 賀 県滋 賀 県

高浜町

おおい町

小浜市

若狭町

美浜町美 町

大飯発電所
［4基］
出力 471.0万kW

高浜発電所
［4基］
出力 339.2万kW

福 井 県

美浜発電所
［3基］
出力 166.6万kW

「プルサーマル計画について」
http://www1.kepco.co.jp/plu/1.html

東日本大震災を教訓とし、より強固な防災体制をめざす
総務室防災グループは2011年3月に発生した東
日本大震災を受け、同年6月に発足しました。
当社は、東日本大震災復興支援・総合対策推進
会議を震災後に設置し、震災を踏まえた地震・津
波対策を検討・実施しており、防災グループは、
同会の方針のもと、設備対策や早期復旧対策を検

討する事務局として、各部門と連携しながら、防
災対策を推進しています。
検討すべき事項が多くあり、調整に苦労するこ
ともありますが、すべては東海・東南海・南海地
震をはじめとする来るべき大災害への備えである
と考え、日々業務に取り組んでいます。 総務室 防災グループ

五十嵐　純

V o i c e

設置基準

台風など災害の発生が予想される場合　など

災害が発生した場合
供給区域内で震度6弱以上の地震発生時 など

対策組織

警戒本部

非常災害
対策本部

■防災体制

■主要国のエネルギー輸入依存度

■原子燃料サイクル図

■原子力発電のしくみ

■当社の原子力発電所

■社内外の機関との連携イメージ

出典：IEA ｢ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES（2011 Edition）」/
 ｢ENERGY BALANCES OF NON-OECD COUNTRIES（2011 Edition）」
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■ 安全への意思を育む活動
原子力発電所の運転、保修および点検作業の技術向上をめざ
し、下記の施設などで従業員の教育や訓練を実施しています。

■原子力研修センター（福井県高浜町）における訓練
原子力発電所の実機と同等の研修設備を使い、保修や点検の
訓練をおこなっています。また、過去に発生したトラブルを
繰り返さないよう、その原因となった部品などを活用した教
育を取り入れ、ヒューマンエ
ラーの防止や、異常事象の未
然防止と早期発見に努めてい
ます。なお、同センターは、
実機では立ち入りが不可能な
発電所の内部構造が間近で見
られることから、多数の方に
ご見学いただいています。

■原子力運転サポートセンター（福井県おおい町）に
　おける訓練
さまざまな運転状況を再現でき、また、原子力発電所の運転
員が自分の訓練状況を振り返ることができる運転訓練シミュ
レータを活用し、異常事象発生時の状態を再現し、体験する
ことなどによって、運転員の技術向上を図っています。
シミュレータは、訓練だけにとどまらず、運転マニュアル
を改正する場合の事前チェックなど、実機を使って試すこと
のできない操作を確認する役割も担っています。

■放射線を受ける量

出典：2000年国連科学委員会報告 ICRP Publication 103 他

これより低い線量では、臨床症状は確認されていません。

（住民の方の健康への影響は確認されていません）

自然放射線量の 2,400 未満です
1

0.001

0.01

0.1

1

10

100

1,000

10,000
放射線を受ける量（ミリシーベルト※1）

7,000～10,000　死亡

50　発電所などで働く作業者に対する制限（年間）
（5年間で100ミリシーベルト未満）

500　末梢血中のリンパ球の減少

3,000～5,000　50%の人が死亡

全身被ばく　100

一人あたりの自然放射線（年間）　2.4（世界平均）

東京－ニューヨーク航空機旅行（往復）　0.2

ブラジル・ガラパリ市※2の放射線（年間）　10

悪心、嘔吐（10%の人）　1,000

6.9　胸部X線コンピュータ断層撮影検査
［CTスキャン］（1回）

1.0 一般公衆に対する制限（医療は除く）

0.05 胸のX線集団検診（1回）

0.001未満
原子力発電所からの放出実績（年間）

0.05 原子力発電所周辺の線量目標値（年間）

0.6 胃のX線集団検診（1回）

0.022　再処理工場（六ヶ所村）の線量評価値（年間）
0.01　規制免除レベル（クリアランスレベル）

全
身
被
ば
く

宇宙から 0.4

自然放射線の年間放射線量（世界平均）は2.4ミリシーベルト

食物から 0.3

大地から 0.5

空気中のラドン※3から 1.2

※1 シーベルトの1,000分の1がミリシー
　　ベルトにあたります。
※2 ブラジル南部、大西洋岸のリゾート地。
　　大地からの放射線が最も多い地域の一つ。
※3 空気中に存在する天然の放射性物質。

原子力発電所の
周辺で受ける
年間放射線量は

0.001ミリシーベルト
未満

実機と同型を使った、
原子炉容器の分解点検訓練のようす

原子力運転サポートセンターでの訓練のようす

放射線は、地球が誕生したときから存在しており、私たちは太古
の昔から、宇宙や大地などから、放射線を受けて生活してきまし
た。岩石や土、食品や水など自然界からの放射線は、「自然放射線」
と呼ばれ、医療分野で使われる放射線や原子力発電所で生まれる
放射線は「人工放射線」と呼ばれています。

身体が一度に大量の放射線を受けるといろいろな症状が現れま
す。放射線を受けたときの影響の程度を表す単位にシーベルト
（1／1000の単位がミリシーベルト）がありますが、これまで
100ミリシーベルトより低い放射線の量で、身体への影響が確
認されたことはありません。なお「自然放射線」と「人工放射線」
では、身体への影響は変わりません。

■ 原子力発電を安全に運転するために
当社は、原子力発電所のリスクを低減し、安全を確保するた
めの種々の対策を実行しています。

■安全を守るための設計と機能
原子力発電所の設備は、放射性物質を閉じ込める構造とした
うえで、多重防護の考え方を採用しています。まず、法令で
定められた基準以上に余裕を持たせ、「機械は故障し、人はミ
スをおかす」ことを前提に「フェイル・セイフ・システム※1」
と「インターロック・システム※2」などを設計に取り入れ、
故障やミスが事故につながらないよう対策を立てています。
万一、異常が発生した場合でも、早期に異常を検出し、自
動的に原子炉を「止める」、大量の冷却水を注入して燃料を「冷
やす」、「五重の壁※3」で放射性物質を「閉じ込める」とい
う安全機能が働くよう対策を施しています。
さらに、2011年3月に発生した東京電力福島第一原子
力発電所事故を踏まえ、当社の原子力発電所においても緊急
安全対策をすみやかに実施しており、さらなる信頼性向上対
策など、必要な対策は今後も実施していきます。

■高経年化対策の確実な実施
運転開始後30年を超える原子力発電所については、経年変
化を踏まえて高経年化技術検討を実施し、「長期保守管理方
針」を立てて保全活動に反映します。さらに、10年ごとに、
この高経年化技術検討の再評価をおこないます。
すでに40年を経過した美浜1号機、美浜2号機および、今
後40年を迎える原子力プラントの運転については、原子炉
等規制法の改正に伴う関係法令の動向、国におけるエネル
ギー政策の議論などを踏まえ、検討してまいります。

■放射線管理について
原子力発電所では、放射線や放射性物質を厳しく管理してい
ます。放射性物質が周辺環境に及ぼす影響を確認するため、
原子力発電所周辺にモニタリングステーションとモニタリン
グポストを複数設置し、大気中の放射線の量を24時間監視
し、その結果をホームページなどで公開しています。
また、当社は原子力発電所周辺の土や河川水、海水をはじ
め、指標植物（松葉）や海産食品などを定期的に採取して、
そのなかに含まれる放射性物質の濃度を測定し、環境に影響
を与えていないかどうかを確認しています。
これらの環境放射線調査の結果は、他の測定機関が実施し
たものを含めて、定期的にとりまとめられ、専門家による確
認を経て公開しています。

周辺監視区域 原子力発電所

原子力発電所周辺における環境放射線の量を
連続して測定しており、加えて大気中に浮遊す
る塵の放射性物質の濃度を測定しています。

モニタリングステーション

ちり

移動して広い範
囲の環境放射
線の量などを測
定しています。

モニタリングカー
土壌、河川水、指標植物
（松葉）等を定期的に採
取し、放射性物質の濃度
を測定しています。

環境試料採取（陸上）

原子力発電所周辺にお
ける環境放射線の量を
連続して測定しています。

モニタリングポスト

海水、海産食品等を定期的
に採取し、放射性物質の濃
度を測定しています。

環境試料採取（海洋）

放射線による人体への影響って？みなさまのご質問にお答えして
■原子力発電所の安全対策（多重防護の設計）

万一、異常が発生した場合

余裕を持った
安全設計

フェイル・セイフ・
システム

インターロック・
システム

異常発生時は、ただちに原子炉
に制御棒を挿入し、これを止める

止める

設計とシステム

冷やす・閉じ込める

非常用炉心冷却装置で原子炉を
冷やし、「五重の壁」で放射性物
質を閉じ込める

※1：フェイル・セイフ・システム：危険な状態を避けるため、機器が故障し
た場合、必ず安全な側に移行するように設計されています。

※2：インターロック・システム：万一、人間が間違った操作をしても、連動
する設備に誤操作が伝わらないようなシステムを用いています。

※3：五重の壁：放射性物質に対する5つの防壁のことで、ペレット、被覆管、
原子炉圧力容器、原子炉格納容器、原子炉建屋で構成されています。

「環境モニタリング」
http://www1.kepco.co.jp/gensi/monitor/live_kankyo/index.html
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■ 「エネルギーと暮らしのベストパートナー」
当社グループは、電気を中心に総合エネルギーや情報通信、生
活アメニティ関連などの各種サービスを提供するなかで、関西
地域のお客さまとの多様なつながりを広げています。こうしたつ
ながりを通じて、お客さまのより身近な存在となり、電気事業と
グループ事業が一体となったトータルソリューションをご提供す
ることで、お客さまのさまざまなニーズにお応えし、低炭素社会
における「エネルギーと暮らしのベストパートナー」をめざします。

■ お客さまサービスの向上に向けて
■「声の収集」によるサービスの充実
お客さまとの接点である「コールセンター」や「電化ライフ
相談室」などに寄せられた「お客さまの声」のなかから「お
客さまニーズ」を把握し、商品やサービス価値の向上に反映
させています。これまでに、「はぴｅみる電（電気ご使用量
のお知らせ照会サービス）」(12ページ参照)の開始や、お
客さま宛帳票の改善などの取組みをおこないました。

■「お客さま満足度調査」の実施
当社へ電気のご利用に関するお申込みをいただいたお客さま
を対象に、当社担当者の印象や処理内容の評価をうかがう「お
客さま満足度調査」を継続して実施しています。これにより
各営業所は、自所のお客さまサービスの水準を客観的に把握
することができ、業務改善に取り組んだ結果の検証や新たな
改善点の発掘が可能となります。さらに、これらを参考に次
期以降の目標や重点的に取り組む内容を定めて、お客さま満
足のさらなる向上に努めています。

■お客さまサービス業務の高度化に向けた取組み
当社は、お客さまサービスの向上と品質の高度化を実現する
ため、「低圧新増設システムの改善」「新計量システムの導入」
「コールセンターの受付エリアの拡大」に取り組んでいます。

● 低圧新増設システムの改善
ご家庭など低圧のお客さまの新築・増改築に伴う電気工事の
お申込みについて、受付から工事・送電完了までの進捗状況
などを一元管理するシステムを整備することにより、お客さ
まからのお問合わせに迅速・確実に対応し、お客さま満足の
向上を図っています。

● 新計量システムの導入
新計量システム（スマートメーター）の導入では、自動検針
の実現や、細かく計測した電気のご使用量を活用し、お客さ
まの電気のご使用状況を踏まえた最適な電気料金メニューの
ご提案をおこなうなど、お客さまサービスの向上をめざして
います。

● コールセンターの受付エリアの拡大
当社はコールセンターを導入し、専門のオペレーターによる
丁寧かつ均一な応対をおこなうとともに、より多くのお客さ
まの声を収集することで、応対品質の向上を図っています。
2012年度には奈良支店・姫路支店にもコールセンターを
導入し、さらなる受付エリアの拡大をめざしています。

グループ一体となったサービスのお届け
■ 美浜発電所3号機事故再発防止対策
2004年8月9日、当社は、美浜発電所3号機のタービン
建屋において、復水配管が破損する事故を起こしました。
当社は、二度とこのような事故を起こしてはならないと固く
誓い、「安全を守る。それは私の使命、我が社の使命」との
社長宣言のもと、社会のみなさまにお約束した「事故再発防
止対策」の確実な実施に、全社一丸となって取り組んでいます。
また、毎年8月9日を「安全の誓い」の日とし、全従業員
が黙祷を捧げるとともに、あらかじめコンダクトカードに自
らが記入した安全行動宣言を再確認しています。さらに、事
故の概要、反省や教訓ならびに再発防止対策を取りまとめた
冊子を作成し、原子
力部門の従業員に配
布したり、社内イン
トラネットに掲載す
ることで、事故の風
化防止に取り組んで
います。

■ ゆるぎない安全文化を構築するために
美浜発電所3号機事故の教訓を風化させず、安全最優先の事
業運営を図るため、原子力の安全文化の状況をさまざまな切
り口から評価する方法（安全文化評価）と、その評価結果か
ら抽出された課題に取り組む仕組み（重点施策）を整備し、
2008年度から本格的に安全文化醸成活動に取り組んでいます。
活動にあたっては、原子力事業本部の各部門および各発電
所がそれぞれ自律的な安全文化評価をおこない、これらの評
価を踏まえた総合評価を実施しており、これまでに「若手社
員育成策の強化」や「協力会社との意思疎通強化」などの課
題を抽出し、その改善に取り組んでいます。こうした活動は、
2009年、2010年に国際機関であるIAEA OSARTの調査
において、高い評価をいただいています。

さらに2011年度においては、東京電力福島第一原子力
発電所事故を踏まえ、事故から得られた知見や各種報告書な
どから教訓などを抽出し、安全文化評価の仕組みへ反映して
おり、今後も継続的な改善を図りながら、さらなる安全文化
の醸成に努めていきます。

■ 自主的・継続的な安全への取組み
当社は、原子力安全の継続的な向上を最重要の経営方針と位
置づけ、東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた原子
力発電の自主的・継続的な安全への取組みについては、原子
力事業本部に安全対策推進体制を構築し、「更なる安全性・
信頼性向上のための対策の実施計画」を着実に実行していき
ます。また、世界最高水準の安全性を達成するため、今後と
も事故に関する報告書などから得られる知見や国内外の最新
技術情報を積極的に収集し、反映すべき事項を抽出して、自
主的かつ継続的に、安全性・信頼性の向上に取り組みます。
これらの取組みについては、社内の広範な部門で構成する
原子力安全推進委員会で広い視野から議論をおこない、また、
社外の有識者を中心とする原子力安全検証委員会でさまざま
な分野からの助言をいただき、全社をあげて推進していきます。

「安全の誓い」の石碑の前で、改めて安全を誓い、
黙祷を捧げる（2011年8月）

お客さまの一大イベントを
電気を通じて応援
和歌山営業所・お客さまセンターでは、月に1,000件を超
える低圧の電気工事のお申込みを受け付けています。複数あ
る契約メニューのなかから、お客さまにとって最適なメニュー
をご提案できるよう心がけています。また、お客さまとの契
約につながる受付内容を正確なものにするため、他の従業員
と相互チェックも欠かさずおこなっています。 
　電気のお申込みをいただく際は、ご自宅の新築・リフォー
ムやお引越しなどが大半を占めます。その大切なイベントに、
電気を通じて係れることに感謝し、
お客さま一人ひとりに満足いただけ
るよう、日々、責任感を持って業務
に励んでいます。

和歌山営業所
和歌山お客さまセンター
（リビング営業）
中村  めぐみ

V o i c e

「美浜発電所3号機事故について」
http://www1.kepco.co.jp/notice/mihama/jiko.html

関西電力グループお客さまお客さまお客さま

声の収集

サービスの充実
付加価値サービス

ベースオペレーション
満足度調査

ベースオペレーション技術の向上

■お客さまサービス向上の考え方

継続的な改善活動

安全文化評価

原子力発電所事業運営

原子力発電所の安全

美浜3号機事故再発防止対策、自主的・
継続的な安全への取組みを始めとした
保安活動を含むあらゆる活動

地域の声、原子力安全検証委員会の意見

プラント安全（トラブル発生件数の増減）
労働安全（労働災害、計画外被ばくの増減）
社会の信頼（コンプライアンス違反の増減）

プラント安全 労働安全 社会の信頼

安全文化の3本柱
̶評価の視点（14項目）̶評価の視

コミュニケーション

4項目）

学習する組織

安全文化 3本柱

トップの
コミットメント

活動結果の
インプット 評価結果の

フィードバック

組織・人の意識、行動の評価Ⅰ

安全の結果の評価Ⅱ

外部の評価Ⅲ

活動
インプ 果の

バック

■安全文化醸成活動の概要

［ コ ア 事 業 ］
電気事業

［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ コ［ ココ［ コ［ コ［ コ ア 事ア 事ア 事ア 事ア 事ア 事ア 事アアア 事ア 事ア 事ア 事ア 事ア 事ア 事ア 事アア 事ア 事ア 事 業業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業 ］業
電気電気電気電気電気電気電気電気電気気電気電気電気電気電気電気電気事事業事業事業事業事業事業事業事業事業事業事業事業事業事業事

［ コ ア 事 業 ］
電気事業 総合エネルギー

事業
情報通信
事業

生活アメニティ
事業

グループサポート
事業

電気を中心に魅力あるグループサービスを組み合わせた
トータルソリューションを展開

社長の宣言
安全を守る。それは私の使命、我が社の使命

基本行動方針

1．安全を何よりも優先します
2．安全のために積極的に資源を投入します
3．安全のために保守管理を継続的に改善し、メーカ、
協力会社との協業体制を構築します

4．地元のみなさまからの信頼の回復に努めます
5．安全への取組みを客観的に評価し、広くお知らせ
します

美浜発電所3号機事故 再発防止に係る行動計画より

■関西電力グループがめざすグループ一体となった成長イメージ

33 34用語集参照 ＩＡＥＡ ＯＳＡＲＴ／コンプライアンス 用語集参照トータルソリューション／低炭素社会
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●設備の省エネルギーに関する設
計、施工から運用、保守、省エネ
効果の計測・検証・保証までの
包括的なサービス

●ガス・燃料油の販売
●オンサイトエネルギーサービス

●エネルギー利用状況調査、改善
提案

●省エネ法定期報告・中長期計
画・管理標準の作成支援など
のエネルギー管理支援サービス

●電気設備主任技術者の代行業務
●設備全般の管理

ユーティリティサービス
●個々のサービスの提供にとど
まらず、ユーティリティ設備全
体の最適システム構築や運用
を通じて、エネルギーに関する
あらゆるニーズにお応えする

ガス・燃料
油
販
売ES

CO

サー
ビス

エ
ネ
ル
ギ
ーマネジメントサービス ファシ

リテ

ィサ
ー
ビ
ス

■㈱関電エネルギーソリューションの取組み

■安全を最優先にグループ一体となって供給力の確保に全力で取り組んでまいりま
したが、電力需給の安定を図るため、夏季・冬季の二度にわたり、やむを得ず、
お客さまに節電のご協力をお願いするなどご不便とご迷惑をおかけしました。

■グループの総力をあげて、需給両面であらゆる手立てを尽くしてまいります。
■ピーク電力の抑制、負荷平準化につながる取組みを強化することで電力需
給の安定化に向けた活動についても推進してまいります。

■美浜発電所3号機事故再発防止対策に関する
　協力会社へのアンケート結果
全体的に効果が
あがっている

一部に効果が
あがっている

効果は十分
とはいえない

効果がほとんど
あがっていない

不明

0 20 40 60 80 100%

第6回

第7回

第8回

第1回

18.5 53.7 19.7
3.9 4.3

3.7

16.7 49.7 25.7
4.43.4

41.0 41.8 10.7
2.9

19.7 53.5 20.2 3.0
3.6

…
原子力発電所で働いていただいているメーカ・協力会社の方々と、さま
ざまな機会を活用し、コミュニケーションを深めて、安全を最優先とした
定期検査工程を策定しています。こうした取組みに対する評価は、メー
カ・協力会社の方々へのアンケートで定期的に確認しています。
　第8回のアンケートでは第7回で低下した肯定的評価の割合が回復し
ました。これは、メーカ・協力会社の方々との協業により、作業の輻輳が
予想される現場の作業工程および作業場所の調整を細部にわたってお
こなった結果が評価につながったものと考えられ、今後もメーカ・協力
会社の方々とともに「安全最優先」に努めてまいります。

第1回：2005年  9月実施(約2,600人)
第6回：2009年10月実施(約2,100人)
第7回：2010年  9月実施(約2,000人)
第8回：2011年  9月実施(約3,400人)

取組みへの評価Check

当社グループは、電力需給の安定に向け
供給力確保に取り組んでまいりました
が、今夏もお客さまに節電および計画停
電の準備をお願いせざるを得ないことと
なり、皆様方に多大なるご不便とご迷惑
をおかけし、大変申し訳なく、心よりお
詫び申し上げます。
あらためてライフライン事業者として
の責任を果たすため、「安全最優先」を
徹底しながら、これまで培ってきた技術・
技能の維持継承を図ります。

また、災害に強い設備づくりや強固な
防災体制の確立に努め、グループの総力
をあげて電力の安全・安定供給に全力で
取組んでまいります。
とりわけ、原子力発電につきましては、
東京電力福島第一原子力発電所のような
事故を二度と起こしてはならないとの固
い決意のもと、安全の取組みに終わりは
ないという思いを当社グループ全員が共
有して、安全性向上対策を自主的・継続
的に進めてまいります。

関西電力株式会社
執行役員
総合企画本部 副本部長
CSR・経営管理部門統括
井上  富夫

2012年度以降の方針Action

■安全を最優先に電力の安全・安定供
給に全力で取り組んでいきます。

■東京電力福島第一原子力発電所事故のような事故を二度と起こしてはなら
ないとの固い決意のもと、事故直後から、安全対策の多重性、多様性を
向上させる取組みをグループ一体となって全力で進めてまいりました。

■原子力発電の信頼を回復するために、規制の枠にとどまらず、安全性向上
対策を自主的・継続的に進め、世界最高水準の安全性をめざしていきます。

■原子力発電所の安全・安定運転には、
可能な限りの安全対策をおこない、
新情報が得られ次第、迅速かつ的確
に必要な対策を実施します。

■電気事業をはじめ、総合エネルギー、情報通信、生活アメニティなどグルー
プ事業においてもサービスの充実・拡大に努めてまいりました。
今後も、お客さまや社会のみなさまからの新たなニーズにお応えするため
の取組みも積極的に展開してまいります。

■グループ一体となったトータルソ
リューションを提供し、お客さまの多
様なニーズに対応し、お客さま満足
の一層の向上に努めます。

■ 暮らしのベストパートナーをめざして
当社グループは、電気を中心にグループならではのサービス
を組み合わせたトータルソリューションを展開しています。
例えば、情報通信サービスでは、㈱ケイ・オプティコムが

「eo」ブランドのもと「光インターネット＋光電話＋光テレ
ビ」の3つのサービスを提供しています。これらに加え、モ
バイルブロードバンドサービス「eoモバイル」を展開する
など、サービスの充実に努めています。
そのほか、省エネ・省コスト・省CO₂住宅やホームセキュ
リティ、介護、健康管理支援など、暮らしに密着した商品や
サービスを組み合わせ、お客さまの多様なニーズにきめ細や
かに対応しながら、提供することで、お客さまの安全安心、
快適便利な暮らしの実現をサポートしていきます。

■タブレット端末を活用した暮らし向上サービス
　「eoスマートリンク」を開始
㈱ケイ･オプティコムでは、同社のFTTHサービスをご利用
のお客さまに、サービス充実の一環として、2012年6月
から「eoスマートリンク」の提供を開始しました。タブレッ
ト端末によって、家事代行、ネットスーパーでのお買い物、
ヘルスケアサービス、電力の見える化など、100種類以上
のサービスがご利用いただけます。
「eoスマートリンク」は、「賢くつなげて、暮らし快適」
をコンセプトに、同社のブロードバンド環境によって、新し
いライフスタイルを提案する暮らし向上サービスです。
2012年末には、㈱関電セキュリティ・オブ・ソサイエティ
との提携により、ホームカメラサービスの提供も予定してい
ます。
このように当社グループは、今後も「暮らしのベストパー
トナー」の実現に向け、グループ一体となった取組みをより
積極的に進めていきます。

取組みが向上した点／今後の課題2011年度 基本方針■ エネルギーのベストパートナーをめざして
当社は、お客さまのニーズに応じて最適なエネルギーシステ
ムをご提案するなど、ピーク電力の抑制など負荷平準化に資
する取組みを推進しています。
具体的な取組みの一つとして、㈱関電エネルギーソリュー
ションと連携し、エネルギー設備の設計・施工段階から設備
の保有、運転、保守、運用管理までをお引き受けする「ユー
ティリティサービス」や「ESCOサービス」、最適なエネルギー
の使い方のご提案を行う「エネルギーマネジメントサービス」
をご提供しています。

※万が一需給が逼迫する場合には、お客さまや社会のみなさまに節電のお願いを最優先
でおこない、電力需給の安定化に資する取組みを徹底します。

タブレット端末で
100種類以上の
サービスが利用できる

生活情報
家事代行など

お買い物
食材宅配など

ヘルスケア
健康管理グラフなど

アプリマーケット
アプリケーションの
提供と販売

エンターテインメント
電子書籍VODなど

セキュリティ
ウイルス対策

情報提供
乗換案内など

ホームICT
赤外線リモコンなど
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OUTPUT
アウトプット

※正味の発生量（発生量ー減容量）

低レベル放射性
廃棄物発生量

5,859本
（200ℓドラム缶）

放射性廃棄物

35ｔ
672万㎥

水域への排出
COD排出量
総排水量

※1： 他社購入電力分含む
※2： CO₂クレジット反映後の排出量
※3： CO₂換算

CO₂（二酸化炭素）※1

2.4万t-CO₂
5.5万t-CO₂

5,180ｔ
7,445ｔ

大気への排出

N₂O（一酸化二窒素）※3

SF6（六フッ化硫黄）※3

SOx（硫黄酸化物）
NOx（窒素酸化物）

6,569万ｔ-CO₂
（6,044万ｔ-CO₂）※2

※

お客さま

※（　）内は、CO₂排出係数
※※CO₂クレジット反映後排出係数

総排出量 713千ｔ
リサイクル量
中間処理減量
最終処分量
リサイクル率

711千ｔ
0.5千ｔ
1千ｔ

99.8％

産業廃棄物等

処
理
内
訳

販売電力量1,460億kWh

オフィス活動に伴うCO₂の排出
合計排出量

37,678t-CO₂

199t-CO₂

8,702t-CO₂

事務所電気
（0.414kg-CO₂/kWh）※※

生活用水
（0.36kg-CO₂/m3）

車両燃料
（ガソリン：2.32kg-CO₂/ℓ）
（軽油：2.58kg-CO₂/ℓ）

46,580ｔ-CO₂
排
出
量
内
訳

INPUT
インプット

工業用水
上水
河川水・地下水
海水（淡水化）

446万㎥
197万㎥
55万㎥
266万㎥

発電用水

石灰石
アンモニア

77千ｔ
12千ｔ

資材

発　電発発　電発　電

事業活動

送電・配電

車
両
燃
料

事務所電気
生活用水
コピー用紙

0.9億kWh
55万㎥
1,111ｔ
3.0千kℓ
0.6千kℓ

オフィス活動

ガソリン
軽油

発電所所内電力量
▲46億kWh

揚水用電力量
▲21億kWh

低公害車の
導入率
86.0％

オフィス用品の
グリーン購入率 
98.4％

オフィス活動 変電所所内電力量
▲2億kWh

送配電ロス
▲77億kWh

SF6ガス回収率　点検時　99.2％

他社からの
購入電力量
381億kWh
内、太陽光、風力、
バイオマス、小水力発電
12億kWh

石炭

重油

原油
LNG

木質ペレット

その他

発電用燃料

原子力発電用燃料

3,724千ｔ

197千kℓ

4,285千kℓ

6,571千t

20千kℓ

1千kℓ

74tU

（乾炭ベース）

（液化天然ガス）

（照射前ウラン重量）

（重油換算）

（重油換算）

火
力
発
電
用
燃
料

発発発

水力発電

150億kWh
内、小水力発電
0.8億kWh

電電

1.0億kWh
太陽光、バイオマス

新エネルギー

発発発発発

原子力発電

電電

火力発電

323億kWh 752億kWh

＊統合指標 = CO₂、SOx、NOx、産業廃棄物最終処分 ＋
排出環境負荷量 

石油、石炭、LNG
消費資源

※2007年度から試算には、独立行政法人産業技術総合研究所が開発したLIME2の統合化係数を使用しています。
※CO₂排出量については、CO₂クレジット反映後の排出量を使用しています。

販売電力量
統合指標＊

137……
販売電力量
CO₂排出量

…… 85
環境効率性
１９９０年度を
１００とした場合

（注1）本表は関西電力株式会社単独の
実績を記載しています。

（注2）端数処理の関係で合計が合わない
場合があります。

（注3）火力発電の数値にはバイオマス発
電を含んでいません。

事業活動と環境負荷の現状（2011年度実績）

関西電力グループ環境行動方針

T

関西電力グループでは、3つの柱からなる「関西電力グループ環境行動方針」に基づき、グループ一体となって、持続可能な
社会の構築に貢献します。

持続可能な社会の構築

低炭素社会の実現に向けた挑戦
持続可能な低炭素社会実現に向けた総合戦略「関西e-エコ戦略」をはじめとした取組みの推進により「低炭素社会のメインプレーヤー」となるべく挑戦する。

循環型社会の実現に向けた活動の展開
ゼロエミッション達成に向けた取組みを図る等、関西電力グループ一体となり、循環型社会の実現に向けた活動の展開を図る。

安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開
地域環境保全対策や環境管理の推進、環境コミュニケーションを進め、安心され、信頼される環境先進企業をめざす。

Highlight 2011

●「関西電力グループ長期成長戦略 2030」を道標に、「環
境行動方針」に基づいて、積極的に環境取組みを推進し、
持続可能な社会の構築に貢献します。

●地球温暖化問題を重要な経営課題と位置づけ、さまざま
な方策などを検討しつつ、引き続き当社グループの総合的
対策である「関西e-エコ戦略」に取り組み、低炭素社会の
実現に貢献していきます。

●ゼロエミッションの推進、生物多様性の保全、環境情報開
示・環境コミュニケーションの推進にも努めます。

2環境問題への
先進的な取組み

Plan 2011年度 基本方針

Do

堺太陽光発電所は、当社と堺市の共同事業として建設を進め
てきました。2009年12月に着工し、2010年10月には、
国内の電力会社で初めて1MWを超える太陽光発電設備とし
て第1期設備の運転を開始。2011年9月7日には、全設備（1
万kW＝10MW）が運転を開始しました。現在は、一般家庭
約3,000軒分の電力を供給するだけでなく、天候によって出
力が変動する太陽光発電の電力系統への影響を評価する
フィールドとして活用しています。

太陽光発電所建設の低コスト化に挑む
私は、堺太陽光発電所建設発表後の2008年12月から電気
工事担当として参画し、電気系統の設備全般の設計から竣工
後の検査まで携わりました。当社は、太陽光発電の普及を確
実に進めるには、建設費用の低コスト化が不可欠と考えてお
り、こうした考えのもと、工事の徹底的なコストダウンに努
めました。また、多くの知見を得るため、発電所建設を建設
事業者に一括で任せるのではなく、基本設計を当社自らが実
施し、資機材と工事を分離発注しました。今後は、こうした
経験を活かし、再生可能エネルギーのさらなる普及拡大に貢
献していきます。

■太陽光発電の普及に向けた
　堺太陽光発電所での取組み
●工事の低コスト化と効率化
太陽電池モジュールを基礎に直接設置することで鋼材を
なくし、コストダウンを図りました。また、その基礎工
事では、特殊な型枠や専用のコンクリート打込み装置を
開発し、効率的な施工を実現しました。

●土地の有効活用
敷地は産業廃棄物埋立処分場を有効利用しています。地
盤沈下対策として、沈下を吸収する特殊な取付け金具を
開発し、太陽電池モ
ジュールなどへの影響
を防いでいます。

●電力系統への影響を検証
太陽光発電は気象条件の変化で出力が大きく変化するため、
大量に普及した場合には、周波数変動など、電気の品質に
影響を与える可能性があります。このため堺太陽光発電所
では、日射量、出力、電圧などのデータを蓄積し、電力
系統における安定供給上の諸課題を検証しています。

■今後の太陽光発電所建設計画
福井県若狭地域のおおい町と高浜町での大規模太陽光発
電所（合計約1,000kW）の建設に向けて、現在、準備
を進めています。

太陽光発電普及に向け、
堺太陽光発電所を建設

甲子園球場の約5倍にあたる21haの敷
地に約7万4,000枚の太陽電池モジュー
ルを敷き詰めた堺太陽光発電所

発電出力

推定発電電力量

竣工予定

約500kW

約50万 kWh/年

2013年度

約500kW

約 50万 kWh/ 年

2014年度

名　称
若狭おおい

太陽光発電所（仮称）
若狭高浜

太陽光発電所（仮称）

※各発電所の建設予定地はP.59に掲載

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。T

グループ経営推進本部
総合エネルギー事業部門

新エネ発電・環境ビジネス推進グループ
リーダー 
松村  洋

「堺太陽光発電所リアルタイム情報」
http://www1.kepco.co.jp/energy/newenergy/monitor.html
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再生可能エネルギーの開発・普及

項　　　目 2010年度
実　績

2011年度の目標と実績
実　績

関連
ページ目　標

ISO規格等に準拠したシステムの
導入拡大 （年度末導入箇所数）

SF₆ガスの排出抑制（暦年値）
（機器点検時・撤去時のガス回収率）

低公害車の導入
（全車両に占める低公害車の導入割合）

次世代電気自動車および
プラグインハイブリッド車の導入台数

発電電力量あたりの
硫黄酸化物（SOx）、
窒素酸化物（NOx）
の排出原単位の維持

0.414kg-CO₂/kWh※1
〈CO2クレジット反映前：0.450kg-CO2/kWh〉

[利用率]37.6%

44.2%

［点検時］99.2%　［撤去時］99.1%

・水力発電の設備更新：１箇所、１,０００ｋＷ増※4
・新エネルギー開発実績：２箇所、１０,４９０ｋＷ※5
・太陽光発電余剰電力購入量：285百万ｋＷh

15,284人

38千t-CO2
（53千t-CO2）

86.0%

[導入台数]232台

99.8%

12カ所

0.001ミリシーベルト/年未満 0.001ミリシーベルト/年未満

0.282kg-CO₂/kWh程度※1
（2008～2012年度の5ヵ年平均）

福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上対
策の実施と、美浜発電所3号機事故の再発防止対策の
継続的な改善などによる安全・安定運転の継続

45%以上

［点検時］97%　［撤去時］99%［点検時］98.8%　［撤去時］99.2%

エコキュートのさらなる普及拡大によるCO₂排出量抑制

再生可能エネルギーの開発と普及の促進

83%

2011年度までに200台程度
2020年度までに1,500台程度

0.001ミリシーベルト/年未満0.001ミリシーベルト/年未満

現状程度に維持
（参考）2006～2010年度の5ヵ年平均
全社：0.02g/kWh

　
火力：0.05g/kWh

現状程度に維持
（参考）2006～2010年度の5ヵ年平均
全社：0.04g/kWh

　
火力：0.11g/kWh

原子力発電所周辺公衆の放射性
気体廃棄物放出による線量評価値

SOx

NOx

2008～2012年度の5ヵ年平均
0.282kg-CO₂/kWh程度

（2013年度以降、目標検討中）

福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上対策の実施と、
美浜発電所3号機事故の再発防止対策の

継続的な改善などによる安全・安定運転の継続

45%以上

［点検時］97%　［撤去時］99%

再生可能エネルギーの開発と普及の促進

省CO₂に資する高効率機器の推進によるCO₂排出量抑制※3

社内外における当社環境家計簿の利用促進

法定期限内での全量処理（2016年まで）

ー※7

2013年度までに320台程度
2020年度までに1,500台程度

[2012年度]86％　[2013年度]87％　[2014年度]88％

2012年度までに99.5%以上
2013年度以降、取組み継続

P.41

P.43

P.44

P.43

P.41

－

－

P.42

P.51

P.48

P.48

－

P.49

－

社内外における当社環境家計簿の利用促進

99.5%以上（2012年度までに）

法定期限内での全量処理（2016年まで）

適合箇所数の維持・拡大

エコキュート等電気給湯機の普及拡大による
お客さま先でのCO₂排出量抑制※2

※１：京都メカニズムを活用したCO₂クレジット反映後のCO₂排出係数。
〈 〉内は、CO₂クレジット反映前のCO₂排出係数。

※2：試算については、【CO₂排出抑制量】=[【エコキュート契約口数（当該年度
の増分）】×{【年間の従来型給湯器CO₂排出量】－【年間のエコキュート
CO₂排出量】}]+[【電気温水器契約口数（当該年度の増分）】×{【年間の
従来型給湯器CO₂排出量】－【年間の電気温水器CO₂排出量】}]の計算に
よりおこなっています。なお、実績については、上段は当該年度のCO₂ク
レジット反映後のCO₂排出係数を、下段の（　）内は、当社のCO₂排出係
数目標（2008～2012年度の5ヶ年平均0.282kg－CO₂/kWh）を使
用しています。

※3：2012年度以降の目標表現を見直しました。
※4：水力発電の設備更新実績は市荒川発電所（1,000ｋＷの出力向上）です。
※5：新エネルギー開発実績は堺太陽光発電所（10,000ｋＷ）、大桑野尻発電

所（490ｋＷ）です。
※６：高濃度ＰＣＢ処理実績については「日本環境安全事業株式会社」の処理施

設に搬入した実績をもって処理量としています。
※７：ＩＳＯ規格に準拠した取組みについては、取組みが定着したため、適合箇所

数の維持・拡大の目標を削除しました。
※８：事務所電気使用量の削減については、2011年度の実績として大幅な削

減が図れたことから目標表現を変更しました。

0.281kg-CO₂/kWh※1
〈CO2クレジット反映前：0.311kg-CO2/kWh〉

（参考）2008～2010年度の過年度平均
0.282kg-CO2/kWh程度（CO₂クレジット反映後）

（参考）2008～2011年度の過年度平均
0.315kg-CO2/kWh（CO₂クレジット反映後）

［利用率］78.2%

44.6%

－

68千t-CO2
（68千t-CO2）

82.9%

［導入台数］168台

11,113人

99.7%

13カ所

［排出原単位］
全社：0.017g/kWh　火力：0.045g/kWh

［排出原単位］
全社：0.041g/kWh　火力：0.108g/kWh

低濃度PCB  7.1万kℓ（累計）
高濃度PCB 2,362台（累計）

自己評価

現状程度に維持
（参考）2007～2011年度の５ヵ年平均
全社：0.03g/kWh

　
火力：0.06g/kWh

現状程度に維持
（参考）2007～2011年度の５ヵ年平均
全社：0.05g/kWh　火力：0.11g/kWh

［排出原単位］
全社：0.042g/kWh　火力：0.069g/kWh

［排出原単位］
全社：0.061g/kWh　火力：0.099g/kWh

使用（販売）電力量あたりの
CO₂排出量の低減

火力発電所の熱効率の維持・向上
（低位発熱量基準）

－

－

○

○

－

×

－

○

○

－

－

△

○

－

2011年度の目標と実績 2012年度以降の
目　標

低濃度PCB  6.2万kℓ（累計）
高濃度PCB  1,777台（累計）［処理量］ （参考）［処理量］

環境家計簿の普及・啓発

低炭素社会の実現に向けた挑戦

循環型社会の実現に向けた活動の展開

安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開

項　目 事務所電気使用量の削減※8 生活用水使用量の削減 車両燃費の向上 コピー用紙使用量の削減 オフィス用品のグリーン購入率の向上（対象45品目）

2012年度以降の目標 引き続き節電に取り組む 前年度比1%以上削減 前年度比1%以上向上 極力低減 現状維持（ほぼ100%）

2000年度以降の推移
（抜粋）

2011年度CO₂換算

自己評価

37.7千t-CO₂

○

0.2千t-CO₂ 8.7千t-CO₂ ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶

○ △ × ○

産業廃棄物リサイクル率の向上

PCB廃棄物の適正処理※6

安全を最優先とした原子力発電所の運転

〈自己評価〉 ○：目標達成 　△概ね達成　×：目標未達成 　－：評価なし（複数年にわたる目標の途中時点のためなど）

事
業
に
伴
う
主
な
環
境
取
組
み
項
目

事務所電気使用量 （百万kWh） 生活用水使用量 （千m3） 車両燃費 （km/ℓ）
オ
フ
ィ
ス
の
省
エ
ネ・省
資
源
活
動

0
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1,400

20102000 2011 2012

119
107

91

（年度）
0

50

100

150

－14.6%

0

400

800

1,200

20102000 2011 2012（年度）

目 標

－5.7%

1,021

587 549554

20102000 2011 2012（年度）
9.0

9.2

9.4

9.6

9.8

10.0
目 標

＋0.2%

9.14

9.84 9.96
9.86

コピー用紙使用量 （t）

1,001 1,082 （極力低減）1,111
目 標

20102000 2011 2012（年度）

オフィス用品のグリーン購入率 （%）

0

20

40

60

80

100
99 97 ほぼ10098

目 標

20102003 2011 2012（年度）

引き続き節電
に取り組む（　　　　　　）
目 標

エコ・アクション（目標・実績）

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。T
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用語集参照 低炭素社会／CO₂クレジット／低位発熱量基準／SF6／PCB／SOx／NOx／線量評価／再生可能エネルギー 用語集参照グリーン購入／CO₂排出係数



2011年度はエネルギーマネジメントの削減効果に加え、全
社的な節電に取り組んだこともあり、18事業所全体の電気
使用量を前年度比22％削減することができました。節電の
取組みでは、空調の設定温度の変更などに加え、空調熱源機
の冷水温度や空調機の風量の変更などもおこないました。
また、これらエネルギー消費量削減の取組みによって得ら
れた良好な事例のなかから、他の事業所へも展開できる手法
を省エネ事例集として活用するほか、自らの事業所の省エネ
意識の維持・向上のため、約90事業所の月間電気使用量の
社内共有を図っています。
今後もエネルギーマネジメントを継続し、さらなる省エネ
知見の蓄積とその活用を図るとともに、マネジメントの対象
とする建物規模や用途を拡大し、事業所全体のさらなる省エ
ネルギー化を推進します。

■電気自動車などの積極的な導入
低炭素社会の実現に向け、当社では環境性能に優れた電気自
動車・プラグインハイブリッド車を積極的に導入し、事業運
営にともなうCO₂排出量の抑制に努めています。
2020年度までに1,500台の導入を目標としており、
2009年度の導入開始から3年間で、電気自動車207台、
プラグインハイブリッド車25台、合計232台を配備し、
各事業所などで日常業務に活用しています。なお、2011
年度は64台を導入しました。

低炭素社会の実現に向けた挑戦

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。T

■ CO₂排出係数の低減に向けた取組みおよび実績
当社は、使用（販売）電力量あたりのCO₂排出量（CO₂排
出係数）の低減に向けて、総合的な対策を推進してきました。

■ 省エネ・省コスト・省CO₂への貢献
低炭素社会の実現に向け、お客さまや社会のみなさまのエネ
ルギー管理をサポートするための取組みを強化するとともに、
お客さまのご要望に応じ、効率的で快適にエネルギーをご利
用いただくためのご提案をおこなうことで、ピーク電力の抑
制など負荷平準化に資する取組みを推進し、省エネ・省コス
ト・省CO₂の実現に貢献しています。

■ ご家庭のお客さまへの取組み
お客さまの省エネ意識の高まりや幅広いニーズにお応えする
ため、ヒートポンプ技術を活用した高効率機器を中心に、環
境面で親和性の高い太陽光発電等の商品・サービスなどを幅
広くご提案しています。また、インターネットを活用した電
気ご使用量を見える化し、ご家庭のエネルギー管理をサポー
トするためのサービス「はぴｅみる電」（12ページ参照）
の内容を充実し、多くのお客さまにご加入いただき、ピーク
電力の抑制など負荷平準化に資する取組みを推進しています。
※万が一需給が逼迫する場合には、お客さまや社会のみなさまに節電のお願い
を最優先でおこない、電力需給の安定化に資する取組みを徹底します。

のような取組みによって、お客さまのビジネスの発展に貢献し、
省エネ・省コスト・省CO₂の実現や、ピーク電力の抑制など
負荷平準化に資する取組みを推進しています。

■ Webサイトやパンフレットで
■ 省エネルギー情報をご紹介
お客さまに、より効果的に省エネルギーに取り組んでいただ
けるよう、電気の上手な使い方を紹介したパンフレットを配
布しています。また、当社ホームページには省エネの実践ア
イデアに楽しく触れていただけるサイトを設けています。

■ 国内クレジット制度への取組み
当社は、政府の「国内クレジット制度」に基づくCO₂排出
削減事業に参画しています。国内クレジット認証委員会に承
認を受けた関連事業は、2012年7月末現在で17件に達し
ました。これにより年間5,500トン程度のCO₂排出量が削
減される見込みです。
このうち、兵庫県のCO₂削減協力事業に基づく「クレジッ
ト集約型プロジェクト」を活用した㈱オオキコーポレーショ
ン（兵庫県赤穂市）、㈱ヤカグループ（兵庫県姫路市）から
の国内クレジット515トンなど、14件の事業から国内ク
レジットがすでに移転されています。

■ 自らの事業所における省エネ・省CO₂
■事業所におけるエネルギーマネジメント
当社は、自社の事業所におけるエネルギー消費量削減のため、
2007年度から一部の事業所に「エネルギーマネジメント」
を導入しています。これは、毎日の用途別・時間別の電気使
用量の計測、定期的なデータの確認・分析、それに基づく効
果的な省エネ対策を継続的におこなうもので、現在では
18ヵ所の中小規模事業所に導入されています。
導入以降、毎年数パーセントの削減を継続してきましたが、

※万が一需給が逼迫する場合には、お客さまや社会のみなさまに節電のお願い
を最優先でおこない、電力需給の安定化に資する取組みを徹底します。

■ 法人のお客さまへの取組み
ヒートポンプ技術を活用した高効率機器を中心に、お客さまの
ニーズに応じて最適なエネルギーシステムをご提案しています。
また、グループ企業と連携しつつ、エネルギー管理をサポート
するシステムやサービスなどについてもご提案しています。こ

お客さまと社会の省エネ・省コスト・省CO₂への貢献
お客さまに効率的で快適にエネルギーをご利用いただくことを通じて、お客さまと社会の省エネ・省コスト・省CO₂に
貢献していくとともに、自らの事業所においても省エネ・省CO₂を推進しています。

電気自動車

プラグインハイブリッド車

　　　　計

計

207

25

232

2009年度

86

25

111

2010年度

57

0

57

2011年度

64

0

64

■■■■電気自動車とプラグインハイブリッド車の導入実績（単位：台）

当社導入のプラグインハイブリッド車「プリウスプラグインハイブリッド」と
電気自動車「リーフ」「アイミーブ」（左から）

2011年度のCO₂排出係数については、原子力発電所の長
期停止により火力電源等の発電電力量が増加した結果、
0.414 kg-CO₂/kWh※となりました。当社は引き続き、電
気の低炭素化に向けたさまざまな取組みを推進していきます。
※暫定値であり、正式には「地球温暖化対策の推進に関する法律」などに基づき、国
から実績値が公表されます。

「クレジット集約型プロジェクト」とは
兵庫県の外郭団体である(財)ひょうご環境創造協会が、買
い手の見つかりにくい中小事業者による小口クレジットを
集約し、大企業に売却する仕組み。

クレジット

クレジット代金

クレジット

クレジット代金

クレジット

クレジット代金
兵庫県内
大規模事業者
（当社）

中小事業者

複数の
兵庫県内
中小事業者

ひょうご
環境創造協会
（兵庫県）

（年度）

2006

2007

2008

2009

2010

2011

100％18,674

18,125

17,767

16,700

15,903

12,377

97％

95％

89％

85％

66％

■「エネルギーマネジメント」導入事業所における
　電気使用量の推移（18事業所）

（MWh）0 5,000 10,000 15,000 20,000
（注）電気使用量は気温補正後の値

節電による
削減を含む

リニューアルした「はぴeみる電」で
節電をより積極的に支援
お客さまが省エネ・省コスト・省CO₂を意識しながら電気を
ご利用いただけるよう、検針結果をWebで確認できる「は
ぴeみる電（電気ご使用量のお知らせ照会サービス）」のサ
イトを当社ホームページに設けています。「はぴeみる電」に
ご加入いただきますと、当月の電気ご使用量を含めた過去
24ヵ月分の電気ご使用量やそのご使用量に対するCO₂排出
量がご確認いただけます。また、節電目標の設定や取組み結
果の記録、他のご家庭との光熱費・CO₂排出量の比較、環
境家計簿「エコeライフチェック」への連携など、電気の使
用に関するさまざまな情報を提供することで、さらなる省エ
ネルギーの推進をサポートしています。

T

「省エネ Life 江古田ファミリー暮らしの省エネ」
http://www.kepco.co.jp/sho-ene/

■■■■CO₂排出係数
  などの推移 

京都議定書第一約束期間（2008～2012年度）
1990 2008 2009 2010 2011 2012（年度）

（注）：2005年度以降
の数値は、「地球温暖化
対策の推進に関する法
律」上の「温室効果ガス
排出量算定・報告・公
表制度」に基づき計算し
ています。また、2011
年度の調整後排出係数
は、CO₂クレジットの反
映による控除分の他に、
太陽光余剰買取制度の
下での環境価値の調整
も含まれます。

単位：億kWh
使用（販売）電力量

単位：kg-CO₂/kWh
CO₂排出係数

単位：万t-CO₂
CO₂排出量CO₂低減へ向けた取組み：0.282kg-CO₂/kWh程度

（2008-2012年度の5ヵ年平均）

     は
CO₂クレジット
の反映による
控除分（注）

4,250

4,703

3,757

4,161

4,261 4,360

5,173

6,044

6,569
0.299

0.265 0.281

0.4140.353 0.355

0.294 0.311

0.450
1,206

1,459 1,416 1,511 1,460
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用語集参照 低炭素社会／ＣＯ₂排出係数／京都議定書／ＣＯ₂クレジット 用語集参照低炭素社会／国内クレジット制度



光を取り込む
● 太陽電池パネル設置 発電出力18kW
● 照度センサーにより照明制御　● 照明電力を25%低減

熱をさえぎる
● 熱線反射ペアガラスを採用し、
  外部からの熱の侵入・損失を低減

風をよびこむ
● 無線塔の通風力を利用して建物全体を自然換気 
● 熱源動力、搬送動力を計20%削減

水を大切にする
● 空調熱源水、雑用水として地下水を利用
● 非常時の雑用水、消火用水を確保

熱をあやつる
● 24時間連続空調により負荷を平準化し、空調容量を低減
● 氷蓄熱によって熱負荷をすべて夜間に移行

エネルギーを
大切にする

● 空気側搬送温度差14℃確保の大温度差送風システム
  により搬送動力を20%削減
● 初期照明度補正により、初期の照明電力を15%削減
● 地下水を熱源のヒートソース、ヒートシンクとして利用

材料に配慮する
● ノンフロン材料の使用　● 代替冷媒の使用　
● リサイクル材の使用

■■■■神戸支店で採用した省エネ技術

■ 安全を最優先とした原子力発電の運転 
原子力発電については、発電時にCO₂を排出しないことか
ら、地球温暖化防止対策としても引き続き重要な電源と考え
ています。
当社は、今後とも東京電力福島第一原子力発電所の事故か
ら得られた反省と新たな知見を充分に踏まえ、さらなる安全
対策を実施することで、世界最高水準の安全を確保しつつ、
原子力発電の安全・安定運転に万全を期すことにしています。

■ 火力発電所の熱効率の維持・向上
火力発電所については、設備や運用に関する対策を継続的に
おこない、熱効率の維持・向上を図ることによって、化石燃

料の使用量を削減し、CO₂排出量の抑制に努めています。
現在、当社最大級の火力発電所である姫路第二発電所では、
最新鋭の1,600℃級ガスタービンを用いたコンバインドサ
イクル発電方式への設備更新に取組んでおり、熱効率を従来
の約42%から世界最高水準の約60%に高め、CO₂排出係
数の大幅な低減
を図ります。

■ 再生可能エネルギーの開発・普及
■水力発電の安定運転および機能向上
水力発電は純国産エネルギーとして供給安定性や経済性に優
れています。当社は、この水力発電について、今後も適切な
メンテナンスにより安定した運転を続けるとともに、既設設
備の出力向上や揚水発電所の可変速化の推進、中小水力の開
発などにより、需給変動への柔軟な対応や、さらなる環境負
荷低減に取り組みます。

● 水力発電設備更新による低炭素化の加速
黒部川第二発電所などの水力発電所において、水車や発電機
の取替えなど設備更新を計画的に実施します。この設備更新
では、更新時期を適切に見極めるとともに、コンピュータを
用いた解析技術を活用し、発電所の立地状況に合わせて水車
ランナなどの形状を最適化することで、より発電効率のよい
設備に取替え、発電電力量の増加を図っていきます。
この設備更新を進めることにより、発電電力量の増加が期
待でき、CO₂排出量の削減が可能になります。

● 河川維持流量を利用した水力発電所の建設
　（出し平発電所〈仮称〉）
当社が所有する出し平ダム（富山県黒部市宇奈月町）で、河
川維持流量を利用した出し平発電所（仮称、最大出力
510kW、2014年運転開始）の建設計画を進めています。
この計画の実現により年間約480トンのCO₂排出量削減が
期待できます。

● 既設設備を有効活用した水力発電所の建設
　（新黒

くろ

薙
なぎ

第二発電所の建設） 
既設設備である黒薙第二発電所（富山県黒部市宇奈月町）
の導水路設備の余力を活用した新黒薙第二発電所（最大出
力1,900kW、2012年12月運転開始予定）の建設を進
めています。これにより年間約3,600トンのCO₂排出量
削減が期待できます。

■風力発電の開発（淡路風力発電所）
当社グループ会社の関電エネルギー開発㈱は、兵庫県淡路市
北部の丘陵地において、グループ初となる風力発電所の建設
を進めています。
この事業は、周辺地域との共生をめざしながら、2002
年に開発に向けた調査などを開始したもので、2009年に
県条例に基づく環境影響評価を
終え、2012年3月には風車
全基（2,000kW×6基）の据
付けを完了しました。
現在は試運転をおこなってお
り、2013年2月に運転を開
始する予定です。この風力発電
の運転によるCO₂排出削減量
は年間約7,000トンを見込ん
でいます。

■舞鶴発電所におけるバイオマス燃料の混焼
石炭火力の舞鶴発電所で、2008年からバイオマス燃料で
ある木質ペレットを石炭と混焼させて発電しています。こ
れにより石炭の消費が抑制され、CO₂排出量削減が期待で
きます。

■新築建物の省エネルギー化および
　維持・改善の継続的な取組み
社有建物の積極的な省エネルギー化に努めています。神戸支
店（2000年竣工）では、さまざまな省エネ技術を採用し、
竣工時には一般的な建物に比べて20％程度の省エネルギー
を達成しました。その後も評価、運用改善などの取組みを継
続し、竣工後10年目にはさらに10％程度の省エネを実現
しました。これらの取組みが評価され2011年に空気調和・
衛生工学会より特別賞「十年賞」が授与されました。
今後新設する社有建物についても、各種の省エネ技術を積
極的に導入することで、一般的な事務所より30％以上の省
エネルギーをめざしていきます。

■社有建物における未利用エネルギーの活用
社有建物において未利用エネルギーを活用する取組みを進め
ています。京都支店ビル（1937年竣工）は、世界で初め
て「井水熱源ヒートポンプシステム」による冷暖房設備を採
用した建物ですが、2009年の設備改修により、さらに高
い省エネルギー性と最大需要電力の削減を実現しました。こ
の取組みが評価され、2012年に、空気調和・衛生工学会
の技術振興賞が授与されました。また、本店ビル（2004
年竣工）では、河川水を利用した地域冷暖房設備から供給さ
れる冷温水を冷暖房に使用しています。
井水や河川水などの未利用エネルギーは、ヒートポンプシ
ステムとの相性がよく、その省
エネルギー性の高さやヒートア
イランド抑制効果で近年注目を
集めており、今後の普及が期待
されます。

電気の低炭素化の取組み
低炭素社会の実現に向け、原子力発電の安全・安定運転の継続、火力発電の高効率化、水力発電・太陽光発電・風力発
電といった再生可能エネルギーの開発・導入などを進め、お客さまにお届けする電気の低炭素化をめざします。

淡路風力発電所

竣工当時の京都支店

木質ペレット

姫路第二発電所
設備更新後の
完成予想図

空調用
冷温水

新
鮮
外
気

※屋外に冷却塔が不要

氷蓄熱槽

取水井戸

外気処理機 ヒートポンプ

還元井戸

配電盤室

維持放流管（既設）

水圧鉄管

発電所

バイパス
バルブ

放水口

出し平ダム

最大出力

最大使用水量

510 kW

1.76㎥/s

37.16m

76.70m

有効落差

ダム高さ

取水堰堤取水堰堤
導水路水槽

水圧鉄管
6.20㎥/s 1.70㎥/s

7.90㎥/s

黒薙
第二発電所

新黒薙
第二発電所

黒
薙
川

既設発電所の
鉄管より分岐

■井水を活用した
  空調システム
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開閉所

取水口

導水路トンネル

アクセス道路
発電所

放水路

余水吐

ヘッドタンク

サグリン発電所

ラジャマンダラ発電所

インドネシア共和国　西ジャワ州  
チアンジュール県

インドネシアパワー社

地点

参画企業

スマトラ島スマトラ島スマトラ島
スラウェシ島スラウェシ島スラウェシ島

ジャワ島ジャワ島ジャワ島

海外での取組み
地球規模での温暖化対策に貢献するため、当社グループは電気事業者として長年培った知識や経験、技術やノウハウを
活かし、海外でもさまざまな取組みを展開しています。

■ 京都メカニズム活用によるプロジェクト
当社は、地球規模での温暖化対策に貢献するため、京都議定
書に基づく「クリーン開発メカニズム（CDM）」など、京
都メカニズムの活用による取組みを実施しています。これま
でも中国、ベトナムをはじめ世界各国において、水力発電、
風力発電などの各種プロジェクトに参加してきました。
それぞれのプロジェクトからは、順次CO₂クレジットが
発行され、当社CO₂排出係数の低減に寄与しています。

■ インドネシア共和国
■ ラジャマンダラ水力発電プロジェクト
当社は、インドネシア国有電力公社（PLN社）が100％出
資する子会社「インドネシアパワー社」と共同出資し、現地
にラジャマンダラ・エレクトリックパワーを設立しました。
この会社を通じて、水力発電所（4.7万kW）を新規建設し、
2015年から30年間にわたりPLN社に売電する予定です。
建設予定の水力発電所は、上・下流にある水力発電所間の
落差を有効利用したダムを設けない流れ込み式のため環境負
荷が小さく、また、水力という再生可能エネルギーを利用す
ることでCO₂排出量の削減に貢献できることから、同国に
とっても大変意義のあるプロジェクトだと考えています。

ハオクン水力発電所（中国）

さまのエネルギー管理をサポートするサービス「はぴｅみる
電」、CO₂見える化については環境家計簿「エコｅライフ
チェック」を提供しています。今後は、その内容を充実し、
より多くのお客さまにご加入いただけるよう努めます。

■新計量システム導入に向けた取組み
新計量システムは、通信機能を持つ新型メーターに光ファイ
バー網などを活用する新しい電力計量システムです。これに
より、お客さまの電気のご使用量が遠隔で細かく計測でき、
電気のご使用実態に応じた効率的な設備形成や、より充実し
たエネルギーコンサルティングが可能になります。また、「今
後5年以内に総需要の8割をスマートメーター化する」とい
う政府目標の実現に向けた取り組みを推進します。

■お客さまの協力を得た需給安定化の取組み
2012年は、夏の電力需給が非常に厳しくなることが予想
されたため、需給逼迫時にピーク電力の抑制にご協力いただ
くための新たな取組みを導入しました。具体的には、契約電
力500kW以上のお客さまには、需給逼迫時に負荷抑制が可
能な電力「ネガワット」を入札いただく、ネガワット取引「ネ
ガワットプラン」を新設しました。また、契約電力500kW
未満の高圧受電のお客さまに対しては、BEMSアグリゲー
ターを通じて負荷抑制を依頼するといった協業によるピーク
抑制の仕組みを構築しました。

■ 「関電のスマートグリッド」とは
「スマートグリッド」の概念は非常に広範囲にわたっていま
す。関西電力グループでは、スマートグリッドを「基盤とな
る電力系統の安定性を失うことなく、低炭素社会の実現とお
客さまの利便性向上を目的に、情報通信技術、蓄電池技術な
どの新技術を用いて、高効率、高品質、高信頼度の電力流通
システムの実現をめざすもの」と位置づけています。

■ 再生可能エネルギーの大量導入への着実な対応
出力が不安定な太陽光発電などの再生可能エネルギーが、今
後、大量もしくは集中的に電力系統に入るようになると、電力
系統の安定性（電圧や周波数などの電気の品質）に影響が出る
可能性が考えられます。そこで当社は、系統運用・制御技術の
開発や電力需給制御システムの研究などを進めています。

■ お客さまの利便性の向上
お客さまの省エネルギー支援など利便性を高めるため、エネル
ギーの見える化や新計量システムの普及などを進めています。

■エネルギーの見える化の推進
電気のご使用量を見える化し、インターネットを使ってお客

「関電のスマートグリッド」の構築
スマートグリッド（次世代送配電網）の構築により、低炭素社会の実現とお客さまの利便性の向上をめざします。

「スマートコミュニティ」という言葉が、話題にのぼ
ることが増えてきました。京都府けいはんな学研都
市でも、スマートコミュニティをめざした実証プロ
グラムが進められています。具体的には、エネルギー
効率のよい機器に置き換えるといった機器のスマー
ト化、効率的にエネルギーを使う需要サイドのマネ
ジメント、再生可能エネルギーの利用拡大という3
ステップで日本一低炭素な街をめざすことを目的と
する実証事業です。
当社は、この実証事業の中心的組織である「推進幹
事会」のメンバーとして、各種取組みに参画するほか、
電力需要のピーク抑制・シフトを目的としたデマンド
レスポンス実証において、スマートメーターの設置や
擬似的な料金メニューの検討、より効率的で快適にエ
ネルギーをご利用いただくコンサルティング手法の確
立など、積極的な取組みを展開しています。

●蓄電池有 10軒
●蓄電池無   4軒

HEMS

●ローカル蓄電池

●系統模擬装置

●けいはんなプラザ等
BEMS

●EV充電ステーション
●EV車載装置

EV
管理センター●電気バス・カーシェアリング

●パークアンドライド

●前日時間
計量データ

電力会社
ガス会社

家庭部門 家庭部門

運輸部門（EV）
運輸部門（モーダルシフト）

業務部門

管理センター

地域EMS

地域エネルギーマネジメント

●スマート
メーターけいはんな 次世代エネルギー・

社会システム実証プロジェクトに参画

スマートコミュニティに関する取組み事例

■関西電力グループの海外での取組み例

凡  

例 基金

CDMプロジェクト

風力 廃棄物処理 太陽光水力 バイオマス火力

JIプロジェクト CDM、JI以外の国際プロジェクト

世界

（日本温暖化ガス削減基金）

マレーシア

チリ
ツバル

ニュージーランド

ブータン

ベトナム

マレーシア

フィリピン
インド

シンガポール

中国

インドネシア
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■ ゼロエミッションの取組み
当社は、事業活動から発生する産業廃棄物等のリサイクルを
推進し、ゼロエミッションを達成するべく、2012年度ま
でに「産業廃棄物リサイクル率99.5%以上」という目標を
掲げて取り組んでいます。当社が排出する主な廃棄物として
は、石炭火力発電所から発生する石炭灰や、配電工事に伴い
発生する廃コンクリート柱のがれきなどがありますが、全社
で廃棄物をできるだけ埋立処分からリサイクルへ転換するこ
とに努めた結果、2011年度の産業廃棄物などのリサイク
ル率は99.8%となりました。今後も引き続きリサイクル率
の維持向上に向けて取り組みます。
また、オフィスから排出されるコピー用紙などの一般廃棄
物についても、減量化・再資源化に取り組んでいます。

■ PCB廃棄物の処理
当社は、保有するPCB廃棄物の特性に応じ、安全・確実な
処理を進めています。ごく微量のPCBが混入した柱上変圧
器の絶縁油とケースについては、柱上変圧器資源リサイクル
センターを設置して無害化処理をおこない、資源として再利
用しています。また、PCBを絶縁油として使用していた高
濃度PCB廃棄物については、日本環境安全事業㈱（JESCO）
に委託して処理しています。そのほか、2002年に国内に
おいて、本来PCBを使用していない変圧器などにごく微量
のPCBの混入が判明しましたが、これらの機器についても
適切に保管・管理しており、国の動向も踏まえながら適正に
処理を進めていきます。なお、当社は大型で移動困難な変圧
器については、洗浄溶剤を用いて現地で安全・確実に無害化
処理する「移動式洗浄処理システム」を開発し、実用化に向
けた検討を進めています。

■ グリーン購入の取組み
環境負荷が少ない製品やサービスを優先的に購入するグリー
ン購入活動を展開しています。具体的には「グリーン調達マ
ニュアル」を定め、全社の目標を設定し、活動の推進を図っ
ています。オフィス用品（45品目）については、過去から
ほぼ100%のグリーン購入実績を維持しています。また、
電線や変圧器など電力設備用資機材のグリーン購入について
も、環境に配慮した資機材の調達を積極的に進めています。

循環型社会の実現に向けた活動の展開

2年連続でゼロエミッション目標を達成
2011年度も全社大の活動としてゼロエミッショ
ンを展開し、組織の力を結集した結果、2010年
度に引き続いて産業廃棄物リサイクル率99.5%以
上という目標を達成することができました。ここ
に至るまでの取組みは、従業員一人ひとりがおこ
なうゴミの分別から、当社から排出される廃棄物

のリサイクル技術の新規開発まで、多岐にわたり
ます。
　今後も、関西電力グループ環境行動方針の柱の
一つである「循環型社会の実現に向けた活動の展
開」に基づき、環境保全への取組みを継続し、持
続可能な社会の構築に貢献します。 環境室

環境技術グループ
藤原  圭佑

V o i c e

■ 環境保全と低炭素社会の実現に向けた技術開発
■荒廃地へのニッパヤシ植林
グループ会社の㈱環境総合テクノスは、2010年8月、京
都大学と共同で、マングローブの一種であるニッパヤシの植
林技術とエタノール化技術の開発を始めました。
タイでは、天然のマングローブ林を伐採してつくられたエ
ビの養殖池が放置されて荒廃地となり、CO₂吸収源の減少
や地域の生態系の破壊など、大きな環境問題となっています。
一方、化石燃料の代替エネルギーとして注目されるバイオ
エタノール技術は、その原料の多くがトウモロコシやサトウ
キビなどの植物であることから、食料との競合や森林伐採に
つながるなどの問題が指摘されています。
そこで、マングローブの一種で樹液に糖分が多く含まれる
ニッパヤシを、荒廃地に植林する技術と、その樹液をエタノー
ル化する技術を開発すること
で、エネルギー資源を確保する
だけでなく、大気中のCO₂吸
収源を確保するとともに、地域
の自然環境の修復が可能となる
と考えています。

先進的な技術開発
電気事業者としての専門技術力を活かし、系統運用・制御技術やエネルギーマネジメント技術、環境保全技術など、先
進的な技術開発を通じて低炭素社会の実現に貢献します。

■ 関電のスマートグリッド構築のための技術開発
■系統運用・制御技術の開発
太陽光発電などの再生可能エネルギーは、出力が天候などに
よって短時間で大幅に変動するという特徴があります。その
ため、大量に導入された場合は、電圧や周波数への影響が懸
念されます。こうした影響がお客さまに及ぶことがないよう、
当社では新エネルギーの導入が電力系統へ与える影響を評価
するとともに、新たな系統運用・制御技術の開発に取り組ん
でいます。

■蓄電池を用いた電力需給制御システムの研究
太陽光発電の出力変動を蓄電池で吸収することによって、系
統電力の周波数を一定に保ちます。現在、堺太陽光発電所が
連系している石津川変電所構内に蓄電池を設置して実証試験
を進めています。なお、蓄電池にはニッケル水素電池を採用
していますが、供用中の電力系統にこの種の電池をつなぎ、
需給制御の研究をおこなうのは、国内で初めての取組みとな
ります。
この研究の成果は、蓄電池
の適用性や寿命の評価、さら
には将来、系統全体で需給を
制御する場合に必要となる、
蓄電池容量の検討にもつなが
ると期待しています。

■ お客さまの省エネ・省コスト・省CO₂に
■ 貢献する技術開発
■さらなる省エネをめざした住宅トータルエネルギー
　計測技術　－配管外付式超音波流量計の開発－
当社が2012年に開発した配管外付式超音波流量計は、従来、
配管の加工が必要だった既設給湯配管内の流量と温度測定を、
配管外側から容易におこなうことを可能にしたものです。ま
た、配管長手方向に10cm程度のスペースがあれば取付け
が可能であり、これま
で困難だった狭隘な場
所でも使用できるため、
省エネ診断の低コスト
化や省力化につながり
ます。

配管外付式超音波流量計

研究に用いている蓄電池

研究対象になっているタイのニッパヤシ林

菌根菌等の
土壌微生物を活用した
樹勢回復資材を開発

当社は、㈱環境総合テクノス、㈱松本微生物研究所と共同
で菌根菌等の土壌微生物を活用したクロマツやサクラなど
の樹勢回復資材を開発しました。菌根菌は、植物の根に共
生する土壌微生物で、土壌中に張り巡らせた菌糸から養分
や水分を効率よく吸収し、共生する植物に供給するため、
植物の生長促進や病害などに対して植物が本来持つ抵抗力
を増大させる効果があります。
　菌根菌による樹勢回復は、
自然の摂理に最もかなった
方法といえます。今後は対
応できる樹種を増やすとと
もに、この成果の普及にも
努めていきます。

V o i c e

菌根菌

研究開発室 電力技術研究所 
環境技術研究センター

奥田  英治

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。T

約10

約7

約24

約17

処理対象量

処理量（累計）

絶縁油（万kL） 変圧器ケース（万台）

■■■■PCB廃棄物の処理状況（2012年3月末）

低濃度（微量）PCB廃棄物［柱上変圧器］

処理対象量

処理量（累計）

5,534台

2,362台

高濃度PCB廃棄物（高圧トランス・コンデンサなど）

リサイクル率
99.8%

98.8%

主なリサイクル例産業廃棄物
金属回収

路盤材

セメント原料

建設材料

希少金属回収

100%

99.6%

99.9%

金属くず

がれき類  （廃コンクリート柱など）

ばいじん  （石炭灰・重原油灰など）

99.9% 燃　料廃　油

汚  泥  （脱硫石こう・排水処理汚泥など）

燃え殻  （石炭灰・重原油灰など）

■主な産業廃棄物などのリサイクル例

■産業廃棄物などの排出量とリサイクル率の推移

（単位：千t） （単位：％）

（年度）

埋立処分量排出量 リサイクル率

産
業
廃
棄
物
リ
サ
イ
ク
ル
率

産
業
廃
棄
物
な
ど
の
排
出
量
・
埋
立
処
分
量 75

80

85

90

95

100

11
17

399

7

331

6

342

4 4

548

291

06 07 08 09 10
2

666 713

05

98 98 99 9998

※産業廃棄物リサイクル率（％）＝
  （産業廃棄物などの排出量－埋立処分量）／産業廃棄物などの排出量×１００
※2010年度の排出量については、見直し後の値を記載しています
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■自然の森づくり（エコロジー緑化）
発電所などの大規模緑地では、早期の「自然の森」づくりを
めざして、「エコロジー緑化」を取り入れています。これは、自
然に近い森を早期につくるため、その地域に適した植栽樹種の
苗木を選定し、密植・混植する方法です。当社は1977年に
多奈川第二発電所の緑化に初めて導入し、いまでは多くの発電
所でエコロジー緑化による「自然の森」が形成されています。

■送電線における鳥類保護対策
兵庫県豊岡市では、人工飼育された国の特別天然記念物コウ
ノトリの自然放鳥がおこなわれています。
当社は、放鳥されたコウノトリが電線を認識できるよう、
電線にカラーリングを取り付けて、衝突防止対策を実施して
います。
また、毎年2～4月に、コウノ
トリは電柱や鉄塔に営巣すること
もあります。そこで、豊岡市や「兵
庫県立コウノトリの郷公園」と協
議して、場合によっては巣と卵を
撤去せずに既設電線を停電させ、
下段に新たに電線を新設するなど
の対応をおこなっています。

■外来種の駆除による森林の保全
姫路第二発電所の緑地では、外来
生物のトウネズミモチ（外来生物法
の要注意外来生物）の繁殖が確認
されました。このため、トウネズミ
モチの駆除に着手し、本来の在来種
による森林の形成を図っています。

■ 化学物質対策
PRTR法を遵守するとともに、「PRTR対象化学物質管理の
手引」に基づき、有害化学物質の厳正な管理およびその低減
に向けた取組みを進めています。また、PRTR法に基づき、
取り扱った化学物質の排出量と移動量を国に届けるとともに、
随時、公表しています。

■ 生物多様性の保全
従来から事業の実施にあたり、生物多様性への影響低減と生
物多様性から得られる恵みの持続可能な利用に努め、生物多
様性の保全に積極的に取り組んでいます。
当社は事業の実施にあたり、環境アセスメントにより環境
への影響を把握・分析し、地域の特性に応じた環境保全対応
をおこなっています。
発電所などでは、エコロジー緑化による自然の森づくりを
推進し、また、当社設備およびその周辺において、動植物の
保護対策をおこなう
ことで生物多様性に
配慮しています。

コウノトリの営巣

トウネズミモチ

T

※要注意外来生物とは、外来生物法において規制対象になっていないが、生態
系への悪影響が懸念されることから、適切な取扱いについて理解と協力が求
められている生物種。モリアオガエル

安心され、信頼される環境先進企業をめざした取組みの展開
地域環境保全対策の推進 
当社は、大気汚染防止や水質汚濁防止をはじめとする地域環境保全対策を確実に実施するとともに、化学物質について
も厳正に管理しています。

■ 発電所における環境保全対策
発電所では、法律や条例、環境保全協定などに基づき環境保
全対策を実施し、大気、水質、騒音、振動などを監視・測定
しています。さらに発電所周辺の大気や海域のモニタリング
をおこない、総合的に環境影響を評価し、問題がないことを
確認しています。

■ 大気汚染防止対策（SOx、NOx、ばいじん）
火力発電所からのSOx（硫黄酸化物）の排出量を低減させ
る対策として、燃料の低硫黄化や排煙中のSOxを取り除く
排煙脱硫装置の設置などをおこなっています。また、NOx（窒
素酸化物）については、燃焼方法の改善、排煙脱硝装置の設
置などによって排出量を低減させています。その結果、発電
電力量あたりの排出量は世界で最も少ない水準になっていま
す。さらに、ばいじんについても、高性能電気集じん器の設
置などにより、その排出量を低減しています。

■ 土壌・地下水汚染対策
「土壌汚染対策法に関する手引」を作成し、土壌汚染対策に
関する法律や条例を遵守しています。また、発電所では薬品
類や重原油などの燃料の万一の漏えいに備え、防液堤や防油
堤を設置するなど、土壌汚染の防止や対策に努めています。

■ アスベスト問題への対応
当社は、かねてから石綿が含まれる設備について、それらの
状態を定期的に監視するなど、適切な対応を図ってきました。
石綿の使用が判明した建物や設備については、除去や非石綿
製品への取替えを計画的に進めています。

株式会社トーマツ審査評価機構による第三者審査を
受審した箇所には、左の検証マークを表示しています。T

2007年10月撮影

赤穂発電所の
エコロジー緑化

宮津エネルギー研究所

相生発電所

赤穂発電所

舞鶴発電所

大飯発電所

南港発電所

姫路第一発電所

姫路第二発電所

多奈川第二発電所

御坊発電所

エコロジー緑化面積：
甲子園球場 約15個分（約60万㎡）

当社供給区域

1987年9月撮影

※なお、当社は自然林も含め約7,800万㎡（万博公園の約30個分）の緑地を
保有しています。

■エコ口ジー緑化を取り入れた当社の「自然の森」

対象化学物質名
排出量（t/年） 移動量（t/年）

2010年度 2011年度 2010年度 2011年度

2-アミノエタノール

石綿【特定】

エチルベンゼン

塩化第二鉄

キシレン

HCFC-225

ダイオキシン類【特定】

1,2,4-トリメチルベンゼン

トルエン

ヒドラジン

ベンゼン【特定】

ほう素化合物

PCB

メチルナフタレン

0

0

13

0

31

14

－

9.5

<0.1

－

0

－

1.6

0.13
（mg-TEQ/年）

0.13
（mg-TEQ/年）

7.0
（mg-TEQ/年）

0.0066
（mg-TEQ/年）

0

0

15

0

31

3.0

1.1

8.2

<0.1

<0.1

<0.1

0

1.2

12

11

0

0

0

0

－

0

0.41

－

0

－

0

4.5

16

<0.1

0

0.22

0

0

0.44

8.1

0

4.6

0.87

0

■PRTR法対象化学物質の排出量・移動量の状況

※本表は、PRTR法に基づく届出値を集計
※「0」表記は、排出量などがない場合
※「＜0.1」表記は、排出量などが0.1t /年未満の場合
※「－」表記は、集計の対象となる事業所がない場合
※有効数字は2桁で表示

石綿含有製品

建 材

石綿セメント管

保温材

シール材・
ジョイントシート

緩衝剤

増粘剤

自社建物の吸音材、断熱材、耐火材、
変圧器の防音材

建物の耐火ボード、屋根材、床材など

地中線用の管路材料
（送電設備・配電設備・通信設備）

発電設備（火力設備・原子力設備）

送電設備等の懸垂碍子

架空送電線用の電線、水力設備ダム

発電設備（火力設備・原子力設備）

使用箇所対　象

石綿を含有する吹付け材

■石綿の使用状況（建物・設備）（2012年3月末）

（単位：万t） （単位：百万kWh）
火力発電電力量

（年度）

SOx排出量

1100 0595908580757065

0

10

20

30

40

0.52 0

20,000

40,000

60,000

80,00075,321

■火力発電電力量とSOx排出量 

（単位：万t） （単位：百万kWh）
火力発電電力量NOx排出量

（年度）1100 0595908580757065

0

1

2

3

4

0

20,000

40,000

60,000

80,00075,321

0.74

■火力発電電力量とNOx排出量 

（単位：g/kWh）

（年度）

0
アメリカ
05

カナダ
05

イギリス
05

フランス
05

ドイツ
05

イタリア
05

日本
05

当社
11

3.3

1.2

3.4

1.6 1.4 1.4

3.1 3.2

0.7 0.8 0.80.6
0.2
0.3

0.069
0.099

日本
10

0.2
0.2

排出量 OECD Environmental Data compendium 2006/2007
発電電力量  ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 2008 EDITION
日本 =電気事業連合会調べ

SOx排出量
NOx排出量

■世界各国の火力発電電力量あたりのSOx、NOx排出量 
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■ みんなのエコ・フレンドリー活動
当社は、「みんなのエコ・フレンドリー活動」として、地域
のみなさまと連携しながら、さまざまな環境貢献活動を推進
しています。

■植樹活動
当社が所有する4ヵ所の育苗地で育てた苗木を活用し、
2011年度は、学校や公園といった公共施設などで、約1万
2,000本の苗木を
植樹・配布しました。
1993年度からの植
樹本数は累計で約
43 万 5,000 本 に
なります。

■地域清掃・美化活動他
6月の環境月間を中心に、事業所周辺の清掃や、地域のみな
さまと連携した清掃活動などを実施しています。また、子ど
もたちとともに稚魚の放流などもおこなっています。

■ 一般向け懇談会の開催
2012年3月、当社ホームページ内のWebサイト「ナチュ
ラルびとになろう。」の読者のなかから30名を募集し、同
サイトをはじめ、当社の環境への取組みについてご意見を
うかがいました。懇談会では、多くの貴重なご意見をいた
だくことができました。
当社は、今後もお客さまからいただいたご意見を踏まえて、
よりよい環境コミュニケーション活動に努めていくとともに、
このようにお客さま
のご意見をうかがう
機会を設けていきた
いと考えています。

■ 次世代層向けの活動
■グリーンカーテン
当社は地域の小学校において、グリーンカーテンを用いた環
境意識啓発活動を2008年度から実施しています。グリー
ンカーテンは、窓全体に張り巡らせたネットに、つる植物を
絡ませて窓を覆うものです。窓の日差しを遮ることで室内温
度の上昇を抑え、植物の蒸散作用によって周囲の空気を冷や
すなど、省エネ効果が期待
できます。当社従業員が小
学校にうかがい、子どもた
ちにグリーンカーテンの目
的や効果、つくり方につい
て説明し、一緒に苗を植え
ています。

■かんでんeキッズクラブ
2006年から毎年、当社エリア内の小学5～6年生から会員
募集し、「かんでんeキッズクラブ」を運営しています。
2011年度は100名の子どもたちに、地球温暖化をはじめ
とする環境問題について「気づき」「知って」「行動する」こ
とができるプログラムを体験していただきました。年間のプ
ログラムとしては、結団式から終了式までの間に、「自然体験」
や「施設見学」、子どもたちが各家庭で中心となって省エネ
に取り組む「キッズISOプログラム」などを実施しています。

小学校でのグリーンカーテン苗付けのようす

小学校での植樹活動のようす

地域での清掃活動のようす 稚魚放流のようす

グループに分かれての
意見交換のようす

自然体験会（ツリークライミング）のようす

環境コミュニケーションの取組み
当社は、環境情報を積極的に公開するとともに、よりよき環境の創造をめざし、持続可能な社会の構築に貢献するため、
地域社会やお客さまと一緒に、環境について考え、行動する環境意識啓発活動に積極的に取り組んでいます。

■ ホームページでの情報発信
当社ホームページ内
の「環境への取組み」
において、当社の環
境への取組みについ
て総合的な情報発信
をおこなっています。

■ ご家庭を対象とする活動
■環境家計簿「エコeライフチェック」
ご家庭のCO₂削減に貢献するため、「CO₂の見える化」のツー
ルとして環境家計簿「エコｅライフチェック」をホームペー
ジに掲載しています。これは、電気・ガス・水道などの使用
量を入力すると、ご家庭のCO₂排出量がわかるものです。
会員登録により、各会員専用の画面でCO₂排出量を確認で
きるだけでなく、他の会員の平均値との比較やランキング表
示などで、ご自身の取組みを評価していただけます。また、
団体参加制度や、会員が10人増えるごとに１本の苗木を植
樹する仕組みを設け、多くの方の参加促進に取り組んでいます。
なお、Web上で電気料金などが確認できる「電気ご使用
量のお知らせ紹介サービス『はぴｅみる電』」に登録いただ
くと、電気ご使用量などのデータを自動連携することができ、
より便利にご利用いただけます。

■ 女性向けの活動
■ナチュラルびとになろう。
当社ホームページ内に女性向け環境意識啓発サイト「ナチュ
ラルびとになろう。」を掲載し、人や地球にやさしい暮らし

方について提案しています。「Natural Café」では、タレ
ントなど著名人によるブログ形式で暮らしの楽しみ方などを
紹介し、「ナチュラルびとをたずねて」では、さまざまな環
境への取組みに関わる方々へのインタビュー記事を掲載して
います。そのほか、日々のエコな暮らしに役立つコラムなど、
多彩なコンテンツを毎月更新しています。

関西電力　環境への取組み
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/
環境レポート
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/csr

V o i c e
環境家計簿や
「うちエコ診断」で
環境意識啓発活動を推進

神戸電力所では、当社の「エコ・アクション」の活動の一環
として、全所員が環境家計簿「エコeライフチェック」に取り
組んでいます。また、2011年9月からは、環境省が実施
する「うちエコ診断」についても、所員に受診をすすめてい
ます。この活動は、各府県で認定された「うちエコ診断員」
が専用ソフトを用いて、ご家庭ごとのCO₂排出状況にあわせ
た排出削減のコンサルティングをオーダーメイドでおこなうも
のです。私自身、「エコeライフチェック」でエコへの意識を
高め、自分なりの省エネなどを工夫していましたが、「うちエ
コ診断」を受診し、プロのアドバイスを受けたことで、工夫
の余地があることを実感しました。これからも「エコeライフ
チェック」や「うちエ
コ診断」を通じ、エ
コ活動への所内の興
味を高め、省エネ・
省CO₂を推進したい
と思います。

神戸電力所
所長室

森本  浩二郎

「うちエコ診断」
http://www.uchi-eco.com/

環境家計簿「エコeライフチェック」
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/co2kakeibo/index.html

必要項目を入力することでCO₂
排出量がひと目でわかります

「ナチュラルびとになろう。」
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/natural/index.html
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■ 従業員教育・意識啓発の実施
関西電力グループ環境行動方針を理解し、実践できる人材を
育成するために従業員への教育を実施しています。
具体的には、各事業所の環境担当スタッフを対象とする専
門教育、全従業員を対象とする、社会や当社グループにおけ
る環境への取組みに関する知識を付与する一般教育を実施し
ています。また、グループ会社に対しても、環境問題への意
識啓発を図る活動を積極的に進めています。

■ 社内報賞制度～環境優秀事業場報賞～
従業員の環境意識の高揚とエコ・アクションなど環境取組み
の一層の拡充を図るため、環境への取組みを自主的かつ積極
的に進めている事業所とグループ会社に対して、報賞を実施
しています。

■優秀賞
各年度における「低炭素社会に向けた活動」、「循環型社会に
向けた活動」、「環境コミュニケーション等活動」の3つの観
点から事業所の実績を評価して報賞します。

■特別賞
各年度における各事業所内での環境意識啓発活動や社外イベ
ントの開催などについて、工夫・努力した点を評価して報賞
します。

■グループ会社環境賞
グループ会社を対象とした報賞審査項目および優れた環境
取組みの事例を総合評価し、他社の模範となる会社を報賞
します。

■2011年度 受賞実績

報賞式のようす

専
門
教
育

一
般
教
育

新任環境担当者研修
新任環境担当役職者研修

環境部門スタッフ研修
環境スキルアップ研修

環境eラーニング

チャレンジ研修

事業所において、中心となって環境業
務を遂行できる人材の育成

最新の環境問題に関する知識や環境業
務における技能などが得られ、OJTを
補完

社内イントラネットで学べる制度（毎年
6月の環境月間に合わせて実施するな
ど、年2回程度開講）

より高度な知識を学ぶことができる自
己啓発支援型の研修（地球温暖化問題
の動向など従業員の関心が高いと思わ
れるテーマを設定した研修）

主な取組み 内　容
事業所名報賞種別

滋賀支店、和歌山支店

神戸営業所

木曽・今渡電力システムセンター

堺港発電所

姫路営業所

㈱関電エネルギーソリューション

支店・支社部門

営業所部門

電力所部門

発電所部門

特別賞

グループ会社環境賞

優
秀
賞

小さな取組みを積み重ね
「グループ会社環境賞」を受賞
㈱関電エネルギーソリューションは、総合エネルギーサー
ビス企業として、お客さま設備の設計施工から運転保守ま
でのサービスをトータルにご提供しています。当社内にお
いては「エコ・アクション」のもと、デマンド警報装置に
よる電気使用量の抑制や、パソコンからの無駄な印刷を抑
えるソフトの導入など、小さな取組みをコツコツと積み重
ねています。その結果、2011年度関西電力グループ環境
優秀事業場報賞の「グループ会社環境賞」を受賞すること
ができました。今後も、お客さまだけでなく、当社におい
ても「省エネ、省コスト、省CO₂の実現」に向け、全従業
員のベクトルを合わせられるよう
な取組みを続けていきたいと思い
ます。

㈱関電エネルギーソリューション 
サポート本部  総務部  総務グループ

北岡  靖市

V o i c e

環境管理の推進
TQM（総合品質マネジメントシステム）の考え方に基づく環境マネジメントシステムを導入し、継続的な改善活動によっ
て、事業活動に伴う環境負荷低減に努めています。

■ グループとしての推進体制
当社グループは、環境管理活動をグループワイドに展開する
ため、2005年8月に「関西電力グループ環境管理委員会」
を設置し、当社の「CSR推進会議環境部会」と連携しながら、
「グループ　エコ・アクション」の策定やチェック・アンド・
レビューなどを実施しています。
また、2007年度には、連結子会社などを対象に、法的

リスクを中心とするリスク管理体制の整備を完了しています。
今後も引き続き、これらの取組みを推進することで、グルー
プとして環境負荷および環境リスクの低減に努めていきます。

■ 法・条例などの遵守
2011年度は、不適切処理の事象が1件、環境保全協定値
を超過した事象が1件ありました。
不適切処理については、角川発電所ダム放流警報線の一部
除却工事において、微量のPCBが混入する絶縁油を使用して
いた小型の変圧器（抜油済）などを「廃棄物の処理及び清掃
に関する法律」の定めに従い、PCB混入の有無を確認すべき
ところを充分に確認しないまま、通常の産業廃棄物として処分
したことが判明したため、関係行政に報告をおこないました。
環境保全協定値超過については、舞鶴発電所において、
前日からの暴風雨により、取水口に海藻等の漂着物が大量
に流れ込んだ影響で、取水側と放水側の海水の温度差が、
2011年5月30日の3時から4時の1時間の平均値で7.1℃
となり、環境保全協定値である7℃を超過したため、関係
行政等に報告をおこないました。
当社は、再発防止対策を徹底し、同様の事象が発生しない
よう努めています。今後とも、環境に関する法・条例および
環境保全協定の確実な遵守に努めていきます。

■ 環境会計の開示
事業活動における環境保
全のコストとその活動によ
り得られた効果を明確に
するため、当社単独の環
境会計とグループの環境
会計を導入し、当社ホー
ムページで公表しています。

「環境会計」
http://www1.kepco.co.jp/kankyou/csr/safety/management/
kaikei01.html

■関西電力およびグループの環境管理推進体制

■グループ会社の具体的行動計画「エコ･アクション」

項　目 目　標 実績（対象47社）
2010年度実績
（対象47社） 評　価（増減説明）

2011年度の目標と実績 2012年度以降の
目　標

コピー用紙
使用量の削減

コピー用紙の
グリーン購入

車両燃費の向上

生活用水
使用量の削減

事務所電気
使用量の削減

対前年度比
1%以上向上

対前年度比
1%以上削減

対前年度比
1%以上削減

極力低減
対前年度比
5.8%削減
966.3t

対前年度比
1.1%向上
8.88km/ℓ

対前年度比
0.2%増加
282.1千㎥

対前年度比
14.3%削減
43.9百万kWh

1025.3t

83.9％

8.78km/ℓ

281.6千㎥

51.2百万kWh

極力低減

対前年度比1%以上向上

対前年度比1%以上削減

引き続き節電に取り組む

両面コピーなどのレス・ペーパーの推進により目標
を達成しました。引き続き、レス・ペーパーに取り組
んでいきます。
目標は未達となりましたが、グリーン購入率は向上
しました。引き続き、エコ・アクションの取組みとして、
グリーン購入を推進します。

低燃費車両の導入およびエコ・ドライブを推進した
結果、目標を達成しました。引き続き、車両燃費の
向上に取り組んでいきます。

グループ会社の一部において、作業などによる水使
用量の増加により、対前年度から微増となりました。
引き続き、節水活動に取り組んでいきます。

オフィスでの節電を積極的に進めた結果、大幅に目
標を達成しました。

グリーン購入率
100％

対前年度比
1.9%向上
85.8％

グリーン購入率100％

社　長

CSR推進会議

● 循環型事業活動推進
  ワーキンググループ

● 地球環境問題対応
  ワーキンググループ

CSR推進会議「環境部会」
［主　査］環境担当役員
［副主査］環境室長
［委　員］本店各本部・事業本部・室の
  副本部長、副事業本部長、
  室長のうち主査が任命

連
携

本部・事業本部・室 直轄事業所

環 境 室

原子力事業本部・支店・支社・
火力センター

電力所

営業所

関西電力グループ
環境管理委員会

［委員長］
関西電力環境部長

［委　員］
グループ各社の
環境管理を推進する
実行責任者

グループ会社
（2012年3月末現在62社）

発電所
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第三者審査は、本レポートに記載する環境情
報の確認だけでなく、担当者への聞き取り調
査や一部の事業所でのサンプリング調査（現
地調査）がおこなわれるなど、厳正な審査が
実施されます。

根拠の重要性を再認識

より適正で確実な環境管理をめざす相
生発電所では、第三者審査機関の方の
現地審査を受審し、環境関連施設の運
用状況や環境情報データについて
チェックしていただきました。審査後
に審査機関の方からいただいた助言を
踏まえ、今後も各種環境データの根拠
の重要性を再認識し、より適正かつ確
実な環境管理に取り組んでいきたいと
考えています。

相生発電所
計画課長
林  重信

第三者審査
当社は、本レポートに記載する環境情報について、㈱トーマツ審査評価機構による第三者審査を受審し、その客観的な
信頼性を確保しています。また、この審査結果を踏まえ、環境管理や情報開示のさらなる充実を図ります。

■環境と関わりが深いエネルギー事業者として、事業活動が地球環境に
与える影響の大きさを認識し、自らの事業活動に伴う環境負荷の低減
に継続して努めてきました。これからも引き続き、環境負荷低減への
取組みを進めていきます。

当社グループは、「環境行動方針」に基
づき、「低炭素社会の実現に向けた挑戦」、
「循環型社会の実現に向けた活動の展
開」、「安心され、信頼される環境先進
企業をめざした取組みの展開」を着実に
推進し、持続可能な社会の構築に貢献し
ます。
特に、地球温暖化問題への対応として

は、安全が確認できた原子力発電所の再
稼動に取り組むとともに、再生可能エネル
ギーの開発導入を進めるなど、地域の低

炭素化に向けた努力を続けていきます。
なお、今後の具体的な取組みについては、
国のエネルギー・環境政策の動向を注視
しつつ、整合性のとれたものとなるよう検
討していきたいと考えています。
加えて、ゼロエミッションの継続に努め

るとともに、PCB廃棄物の着実な処理の
実施、法・条例および環境保全協定の確
実な遵守、信頼性の高い環境情報の開示
や、ステークホルダーのみなさま方との環
境コミュニケーションも推進していきます。

関西電力株式会社
環境室長
井上　祐一

取組みへの評価Check

2012年度以降の方針Action

■ 「関西電力グループ長期成長戦略 2030」
を道標に、「環境行動方針」に基づいて、
積極的に環境取組みを推進し、持続可能な
社会の構築に貢献します。

■原子力の再稼動が遅れるなか、中小水力・太陽光・風力など、再生
可能エネルギーの導入に最大限取り組みました。また、京都府けいは
んな学研都市での実証プロジェクトに参画するなど、スマートグリッド
の構築も一体として推進しました。これらに加え、安全が確認された
原子力発電所の再稼動にも取り組み、低炭素社会の実現に貢献してい
きます。

■地球温暖化問題を重要な経営課題と位置づ
け、さまざまな方策などを検討しつつ、引
き続き当社グループの総合的対策である
「関西e-エコ戦略」に取り組み、低炭素社
会の実現に貢献していきます。

■循環型社会の実現に向け、ゼロエミッションの継続やPCBの確実な処
理を推進しました。引き続き、これらの取組みを着実に推進するとと
もに、このような環境面の取組みについて、ホームページなどにより
情報公開をおこなうなど、お客さまや社会とのコミュニケーションに努
めます。

■ゼロエミッションの推進、生物多様性の保
全、環境情報開示・環境コミュニケーショ
ンの推進にも努めます。

「かんでんe-patio」の会員の方を対象にしたアンケートの結果（2012年3月実施）
これまで関西電力の環境活動に関する情報をどれくらい見たり聞いたりしていますか？

関西電力の環境活動についてのご意見やご感想
● 環境への配慮は、かなり努力されていると思います。今後も継続し
て環境の保護に努めていただきたく思います。

●　本当に正しい情報の発信がなされているのかどうかが気になります。
● 資源リサイクルに取り組む活動に賛同しています。限りある資源を上
手く利用することが地球を守る手立てだと思います。

● 地域や子どもたち向けの活動を活発におこなっていると感じていま
す。一歩進んだ知識、情報を提供してくれることを期待します。

「どちらともいえない」
12.4%

「あまり見たり
  聞いたりしない」
17.5%

「まったく見たり聞いたりしない」
3.0%

「時々見たり
 聞いたりする」
52.5%

「よく見たり
 聞いたりする」
14.6%

取組みが向上した点／今後の課題2011年度 基本方針

エコリーフ環境ラベルの取得
当社の製品である「電力（系統電力）」は、エコリー
フ環境ラベルを取得しています。
エコリーフ環境ラベルは、㈳産業環境管理協会

（JEMAI）が運営する環境ラベル制度で、製品にお
ける資源採取から廃棄・リサイクルされるまでの一生
にわたる定量的な環境データを第三者による検証を受
けて登録・公開するものです。
当社は2003年7月にエネルギーサービス分野で初

めて認証を取得し、その後も、毎年、最新の実績値
を更新しています。今後も環境情報の開示を通じて、
お客さまの信頼に応えてまいります。

※1 〈 〉内は、CO₂クレジット反映前のCO₂排出係数です。調整後排出係数とは、CO₂クレジット反映後のCO₂排出係数です。 

■ 2010年度実績データ
製 品 名： 系統電力

仕 様： 60Hz

対象年度： 2010年度（平成22年度）

ライフサイクルにおける温暖化負荷（CO₂換算）：
0.361kg-CO₂/kWh（2010年度）
発電に伴うCO₂排出量：
調整後排出係数0.281kg-CO₂/kWh〈0.311kg-CO₂/kWh〉※1
（2010年度）
調整後排出係数0.310kg-CO₂/kWh〈0.333kg-CO₂/kWh〉※1
（2006～2010年度5ヵ年平均）
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■ 地域の文化・芸術・スポーツを支援
当社は、地域社会に根ざした事業者として、関西地域における
芸術文化やスポーツの振興を支援する活動に取り組んでいます。

■障がい者の社会参加を支援 
　～かんでんコラボ・アート21～
障がいのある方がアートを通じて自己
表現し社会参加するきっかけづくりを
目的に、2001年から毎年、アート公
募展「かんでんコラボ・アート21」
を㈶たんぽぽの家の協力を得て開催し
ています。11年目となる2011年度も、
関西一円から約1,000点近くの作品が
寄せられました。また、多くの方に、
作品の魅力や作者の可能性を感じてい
ただきたいと、入選作品の巡回展示会
を関西各地でおこなっています。

■文化を通じた被災地支援 【チャリティーコンサート】
当社は、関西地域の文化振興活動の一つとして、クラシックコン
サートを各地で開催しています。2011年度は、被災地支援とし
て、コンサートに来場されたみなさま
に募金活動をおこない、災害復興の
ための義援金として寄付させていた
だきました。

■地域の文化振興支援 【ふれあいコンサート】
関西電力滋賀支店では、地域のみなさまがクラシック音楽に触
れていただく機会とともに、滋賀県
にゆかりのある新進演奏家の方々に
発表の場を提供する目的で、１９９４
年から「ふれあいコンサート」を開催
しています。

3地域社会の
発展に向けた
積極的な貢献

Plan 2011年度 基本方針

Highlight 2011Do

当社は、地域に根ざした企業として、お客さまや地域社
会のお役に立ちたいという思いを持ち、地域社会への貢
献、活性化の取組みを進めています。お客さまや地域社
会から当社が期待される役割は、地域によってさまざま
ですが、こうした種々のニーズに耳を傾け、地域の一員
として、地域のみなさまとともに取り組んでいます。

■文化財などの電気設備を点検
地域の消防署などと連携し、寺院など文化財の防火につなげた
いと、電気設備点検を実施しています。漏電や電気配線の異常
について調査し、お客さまの設備に合わせた電気の安全な使い
方をお知らせしています。こうした電気設備診断は、一人暮ら
しの高齢者のお宅や社会福祉施設でもおこなっています。

■地域の伝統文化保護やその他イベントへの協力
地域に根ざす伝統文化や地域のイベントにさまざまなかたちで
協力し、地域の発展や活性化のためにお役に立ちたいと取り組
んでいます。例えば、関西電力京都支店では、京都三大祭りの
一つ「葵祭」に、2003年から、当社やグループ会社の従業員
が行列ボランティアとして参加しています。

■地域と連携した清掃活動
地域のみなさまとの活動のほか、社内の取組みである6月の環
境月間や11月のお客さま感謝月間を中心に、事業所周辺や観光
地、海岸や河川などの清掃活動をおこなっています。

■東日本大震災復興支援チャリティーバザーを実施
●「復興のためにお役にたちたい」
   地域や従業員の思いをかたちに
関西電力大阪北支店では、東日本大震災の復興支援のお
役に立ちたいと、2011年6月にチャリティーバザーを
開催しました。
バザーで販売する物品の提供や運営には、当社従業員
のほか、近隣グループ会社の従業員のみなさまにも協力
いただきました。また、バザー当日には地域のみなさま
を含む約500人が来店され、集まった多くの品がほぼ
完売し、売上金を日本赤十字社に義援金として贈呈。参
加者からは「大阪でできる復興支援に協力できてよかっ
た」という声をいただくことができました。

●多くの方々の協力に支えられ第2回を実施
2012年4月にも開催しましたが、前回から1年足らず
の開催ということもあり、物品がなかなか集まらず苦労
しました。一方で、「物品の提供が難しいので、募金で
協力したい」という声もあり、物品提供と同時に募金も
呼びかけることにつながりました。
物品も地域の方々をはじめ、関係者の尽力により多数
集まり、バザーは盛況のうちに終了。2011年度を超え
る義援金を贈呈することができました。多くの方の「地
域や社会のために役立ちたい」という思いを実現するた
め、これからもさまざまな取組みを進めていきたいと考
えています。

地域のニーズに応える事業所ごとの活動

大阪北支店 
支店長室

総務・広報グループ
角田  浩一

●地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、活性化のた
めの取組みを、地域のみなさまとともに進めていきます。

●従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高められるよう、引き
続き情報発信をおこなっていきます。

■ 社会貢献活動に励む従業員を支援
■1992年から社会貢献活動支援制度を開始
従業員の自発的な地域活動やボランティア活動を支援するた
め、「ボランティア休暇」や「マッチング・ギフト」制度な
どの利用を推奨しています。また、社内報などでは、ボラン
ティア活動に関する情報や取組み事例などを紹介しています。

■東日本大震災に伴うボランティア休暇の特例取扱い
東日本大震災で被災された地域の復旧活動をおこなう場合の
従業員のボランティア活動について、ボランティア休暇の条件
の緩和や、年間限度日数の上限の拡大などをおこないました。

地域社会の一員としての取組み

ボランティア休暇
取得実績（2011年度）108件　233日

従業員が休暇を取得して、一定の条件を満たす社会奉仕活動をおこ
なった場合、年間限度日数の範囲内でその1/2ないし全部を特別休
暇として認める制度。

ボランティア休職
認定実績 1992～2011年度で15名が取得

勤続5年以上の従業員が公的社会福祉機関で社会奉仕活動を長期に
わたり継続しておこなう場合に、原則として1年以内の休職を認め
る制度。ただし、青年海外協力隊としての休職期間は2年6ヵ月。

ボランティア休暇の震災特例
取得実績 2011年度　107件　565.5日

〈具体的な支援制度と実績〉

かんでんコラボ・アート21
10周年記念作品集を制作
かんでんコラボ・アート21は2010年で10周年を迎えま
した。そこで、大切な作品をお寄せいただいたみなさま、
障がいのある方の芸術活動を支援されるさまざまなお立場
のみなさまなど多くの方々への感謝の気持ちを込め、10年
間の入選作品でつづった記念作品集を制作しました。なお、
作品集は当社Webでも公開しています。

［左］
天乃神社（大阪府）
の電気設備点検

［右］
書写山圓教寺（兵
庫県）の電気設備
点検

［左］
葵祭（京都府）で
行列に参加

［右］
南砺利賀そば祭り
（富山県）で「金閣
寺」の雪像を製作

［左］
姫路城（兵庫県）
のライトアップ器
具の清掃

［右］
春日大社（奈良県）
の清掃

マッチング・ギフト

従業員が個人として、あるいは職場内での募金活動を通じて、一定
の要件を満たす公的団体をサポートする場合、会社からも定められ
た限度内でその活動を支援する制度。

認定実績 2011年度（通常） 3件 25万円
（東日本大震災被災地支援） 1件 500万円

かんでんコラボ・アート21  10周年記念作品集

チャリティーコンサート（和歌山県）

ふれあいコンサート(滋賀県)

大阪マラソンへの協力
～ケイ・オプティコム～
㈱ケイ･オプティコムは、陸上ス
ポーツの振興と、地域の活性化に
寄与することをめざし、「大阪マラ
ソン」に2011年の第1回開催か
ら特別協賛しています。また、来
阪されるマラソン参加者や関係者、
観客のみなさまを「きれいなま
ち」で迎えたいと、約100人の従
業員がマラソンコースとなる御堂
筋や中之島周辺を清掃しました。 「かんでんコラボ・アート21」

http://www1.kepco.co.jp/kyousei/fukushi/art/index.html

大阪マラソン2011に特別
協賛

開催前には大阪市中央公会
堂付近を清掃
ⓒOSAKA MARATHON2011

2012年4月の東日本大震災復
興支援チャリティーバザー

2011年度の巡回展示会

2011年度最優秀賞
受賞作品　「サーバル」
平野 喜靖さん

57 58
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取組みへの評価Check

■地域事情・特性に応じた地域社会への貢献、活性化のための取組みを、地域のみなさまとともに進めていきます。
■従業員一人ひとりの社会貢献意欲を高められるよう、引き続き情報発信をおこなっていきます。

■ 再生可能エネルギー・
■ スマートコミュニティ構想などにかかる活動
当社は、東日本大震災以降の社会の変化に的確に対応し、お
客さまと社会のお役に立ち続けるため、自治体など地域のみ
なさまからの再生可能エネルギーやスマートコミュニティ構
想などにかかるさまざまなご要望に対し、積極的な取組みを
展開しています。具体的には、当社のエネルギーに関するノ
ウハウなどを活用し、福井県若狭地域での大規模太陽光発電
所の建設に向けた検討・準備を進めているほか、「関西イノ
ベーション国際戦略総合特区」「地域活性化総合特区」に関
する構想の具体化に向けた協力などをおこなっています。

■ 企業立地のプロモーション活動を展開
地域の活性化と持続的発展のお役に立ちたいとの思いから、
当社は自治体や経済団体と連携し、関西への立地を希望され
るお客さまのサポートをおこなっています。具体的には、設
備投資を検討されている全国の企業に対して、地域情報誌
『Community Information』やWebサイト「KANSAI 企
業立地ガイド」などで、関西の自治体の優遇制度や産業団地
の情報、関西地域での立地の利点などをご紹介したり、企業
への訪問活動を通じ、関西エリアに関心をお持ちの企業を、
自治体へ橋渡しする活動を続けています。
デジタル家電産業や太陽電池、二次電池など環境関連産業
の集積が進む関西において、当社
はグループの総力を挙げ、関西地
域の成長と活性化への貢献に努め
ています。

■ 大阪都心部のまちづくり活動
当社は、大阪都心部などのまちづくりに、ハードとソフトの
両面から貢献しています。その一つが、当社本店がある大阪・
中之島での活動です。
この中之島のさらなる発展、活性化をめざし、2004年

に設立されたのが、当社が事務局を務める「中之島まちみら
い協議会」です。同協議会では、独自に策定した都市ビジョ
ンを目標として、地区内の地権者企業など28社が参加
（2012年現在）し、まちづくりを推進しています。
例えば、毎年恒例の「なにわ八百八橋・橋洗い中之島ガー
デンブリッジ」に参加するほか、2011年10月には、中之
島で開催された「水都大阪・シンポジウム」（主催：NPO法
人大阪再生プラットフォーム）にも協力しました。さらに、
2012年2月には、大阪市と「自転車まちづくり地域協定」
を締結し、放置自転車対策の啓発活動に協力するなど、さま
ざまなかたちで
中之島のまちづく
りに取り組んでい
ます。

地域の活性化に向けた取組み

「KANSAI企業立地ガイド」
http://www1.kepco.co.jp/i-park/

福 井

若狭高浜太陽光発電所（仮称）

若狭おおい太陽光発電所（仮称）若狭湾
大島半島

「水都大阪・シンポジウム」に協力

2011年度 基本方針

イメージ図

■社会貢献活動に関する具体的なご意見
●地域社会のお役に立ちたいとの思いから、地域貢献や活性化のための取組みを続けています。こうした活動については、
　ご参加いただいた方などにアンケートを実施し、ご意見をうかがいました。

チャリティーコンサートを鑑賞された方
■本格的なクラシックコンサートを鑑賞するこ
とができて感動した。

■被災地支援のための募金に協力できてよ
かった。

お客さまからいただいた具体的なご意見

「かんでんコラボ・アート21」の巡回展示会を鑑賞された方
■元気をもらった、刺激を受けた。
■障がいのある方の活動の場の広がりを感じ、よい展示会だと思った。
■よい作品が展示されており、見ていて、心が穏やかになりました。

■地域活性化のためのイベントやボランティア活動に積極的に参加してくれてありがたい。

地域の方からいただいた具体的なご意見

■従業員の社会貢献意識を高める取組みへの評価
●社内報などを活用し、ボランティア活動や当社の社会貢献活
動の情報や事例を、適宜、従業員に向けて発信してきました。
●CSRに関する全従業員アンケートを実施した結果、約8割が
社会貢献活動に積極的であることを確認しました。

CSRに関する全従業員へのアンケート結果
                          （2011年11月実施）
従業員のボランティアへの意欲、関心
「今後興味のあるボランティア活動があれば参加したい」

75.7%

当社グループは、地域に根ざした事業者
として、真心のこもったサービスの提供に
努め、地域とともに発展することをめざし
て事業運営に取り組んでまいりましたが、
節電をお願いするなど、地域のみなさま
に大変なご不便とご迷惑をおかけし、ま
た、2012年度も引き続き厳しい状況に
おかれていると認識しています。
一方、東日本大震災や台風12号での
被災地の復興支援活動など、いまだから
こそ求められている活動があります。これ

を実行するため、従来の活動を見直し、
微力ながら積極的に取り組みました。
私たちは、地域の一員として、当社グ

ループに対する信頼を回復することが不可
欠だと考えています。そのために、地域
の方々の声に耳を傾け、地域社会の状況
に心を配りながら、地域のみなさまからの
ご期待にお応えするために当社グループが
すべきこと、できることをよく見極め、地
道に取り組んでいきたいと考えています。

2012年度以降の方針Action

水都大阪の発信力強化など共同宣言の実現に
向けた協力を期待しています

地域防災・安全対策やエコ環境への対応、街の集客力向上、
優れたテナントミックスなどの課題に対しては、一企業ではな
く街ぐるみの推進活動が効果的であり、そのためには「中之
島まちみらい協議会」のような強力な組織が不可欠です。
2011年10月に中之島で開催された「水都大阪・シンポ
ジウム」では、水都大阪のこれまでの取組みを踏まえ、主催
者として、共同宣言のなかで次の3点をアピールしました。

「中之島まちみらい協議会」には、これら共同宣言の実現に
向けて、今後も連携を深めながら、協力いただけることを
期待しています。

NPO法人 大阪再生プラットフォーム
理事長

清水  治彦

●「水都大阪」の世界へのブランド発信力を強化しよう。
● 防災、安全・安心なまちづくりのモデルシティへ。
● 水都大阪の官民連携体制=「プラットフォーム」の確立。

関西電力株式会社
広報室長
櫟  真夏

■若狭地域の
  大規模太陽光発電所の位置

59 60
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4人権の尊重と
良好な職場環境の
構築

Plan 2011年度 基本方針
●人権を尊重した企業体質づくりと、あらゆる差別のない社
会の実現をめざします。

●従業員一人ひとりの違いを強みとしてとらえ、かつ、最大
限に活かす取組みを推進します。

●従業員の安全と健康の確保を目的として、引き続き、安全
衛生活動を積極的に進めます。

人権の尊重
■ 2011年度の取組み
人権尊重に関する啓発活動として、全従業員を対象に同和・
人権研修を継続的に実施しており、2011年度は全社で延
べ26,500人が受講しました。
また、憲法週間や人権週間に呼応して、人権尊重に関する
意識高揚や啓発事業を実施しました。
なかでも、全社的な取組みとして、「人権標語」の募集や
社内ポータルサイトを活用した情報提供を展開しました。「人
権標語」には、全社から13,332題の応募があり、2011
年度は『ちょっとしたあなたの勇気と思いやり、みんなで摘
み取るいじめや差別』が優秀作品に選ばれ、社内報賞される
とともに､ ポスターとして全事業所に掲示されています。

■自治体などと一体となった取組み
当社社長をはじめ経営トップが、さまざまな人権尊重につい
て最新の情報を認識し、企業として人権尊重の取組みを推進
しています。また､ 国や自治体の活動をはじめ、大阪市企業
人権推進協議会など､ 人権尊重の諸活動を展開する企業の連
絡会組織の活動に対しても積極的に参画しています。
また､ 関西電力グループとして「グループ会社人権情報交
換会」を年2回開催し、人権尊重のための幅広い情報や意見
の交換を継続的におこなっています。
このような実績を踏まえ、次年度も関西電力グループとし
て、人権尊重の取組みを積極的に推進していきます。

■ 基本方針
関西電力グループは、企業が果たすべき社会的な責任を認識
し、同和問題をはじめとするあらゆる差別を解消するために、
従業員一人ひとりが人権に関する正しい理解と認識を深める
ための取組みを進めています。
また、人権の尊重と良好な職場環境の構築に努めるととも
に、「あらゆる差別を許さない」体質づくりと「差別のない
社会」の実現に向けて積極的に活動しています。
さらに、人権尊重に関する国際的な合意事項や基準を理解
し、児童労働や強制労働を排除します。また、職場における
セクシャル・ハラスメントやパワー・ハラスメントについて
も、ハラスメント相談窓口を設置するとともに、コンプライ
アンス相談窓口と連携しながら、さまざまな人権侵害を徹底
して防止します。

■グループ一体となった取組み
人権の尊重について、グループ会社と連携した積極的な活動
を進めていくために、啓発研修への支援や人権尊重に関する
さまざまな情報共有をおこない、取組みのさらなる深化をめ
ざしています。

Highlight 2011Do

当社は、2011年6月末に、ダイバーシティ推進グループを
発足させました。それ以後、従業員一人ひとりの「多様なもの
の見方や考え方」を強みとして意識し、この強みを積極的に活
かそうとする職場を「当社がめざすダイバーシティの姿」とし、
第一線職場の管理職向けの説明会を中心とした活動を進めると
ともに、当社社内報『関電新聞』での特集記事の掲載、ダイバー
シティ推進サイト「ちが・ちかネット」（ちがいは・ちからネッ
ト）の立ち上げなどをおこないました。

意見の多様性推進とその質の向上をめざして
2012年度は、全従業員を対象にした「意見の多様性推進と
その質の向上」をテーマとし取り組むこととしました。個々人
の『違い』から生まれる、「多様な考え方」が意見として表明
されることはもちろんのこと、それらを刺激に互いが切磋琢磨
し合うことによって質を高め、一人ひとりの成長につなげてい
きたいと思っています。
積極的に意見が表明され、みんなで建設的に議論することや、
目的達成を意識し多くの異なる視点を入れてアイデアを練るこ
とで、いままでにない解決策が生まれると思います。このよう
な従業員一人ひとりの「多様な考え方」への感受性の高まりが、
ひいてはお客さまや社会のみなさまの多様なご意見やご要望へ
の対応力を高めることなどにつながると考えています。

■ダイバーシティを推進するための
　2012年度の施策
会議や打ち合わせの場などが、多様な意見によって有意
義なものとなるよう、会議の進行役としてのスキルを磨
く「ファシリテーション研修」を、役職者を中心に実施
します。このなかで、ダイバーシティの考え方をどのよ
うに日常業務の進め方やマネジメントに活かしていくか
など、継続したフォロー活動も実施し、成果などを検証
します。

■ライフステージの変化をサポートする制度
仕事と家庭の両立を支援するため、休職者や勤務制度に
ついての多様な選択肢を、身近な制度として定着させて
います。

従業員一人ひとりの違いを
強みとしてとらえる組織へ

人材活性化室
ダイバーシティ推進グループ

ダイバーシティ推進部長
森田 文子

■主な制度

産前産後休暇

配偶者出産休暇

子の看護休暇

育児休職

介護休職

短時間勤務（育児）

短時間勤務（介護）

f－スタッフ制度

産前6週間・産後8週間

配偶者の出産時に5日間の休暇

対象となる子どもが満3歳となる年度末まで

原則3年または通算93日まで

対象となる子どもが小学校就学の始期まで

本人が申請した期間（要介護状態にある間）

年次有給休暇のなかから積み立てた休
暇を「配偶者や親族の看護や介護」や「不
妊治療のための通院」のために取得可

ファミリーサポート
休暇

小学校就学の始期までの子どもの
看護や健康診断

出産･育児･介護を理由に退職した
方の再雇用制度

ダイバーシティ推進の
シンボルマーク
さまざまな色の輪は一人ひと
りの違いや個性。それらが重
なり合うことで強い力になる。
さらに、はみ出た部分の「個々
の違い」を上手く活かせれば、
輪はさらに大きくなる。

■推進体制

関西電力同和教育推進委員会

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

各組織委員

幹　事

委員長代理

委員長

各支店等
推進委員会
など 

グループ会社
推進委員会 

各組織委員

同和人権教育推進委員会ちが・ちかネット

「人権標語」社内報賞受賞者（左３名）
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多様性のある雇用の推進と働きやすい職場づくり 安全衛生に関する取組み 
■ 働きやすい職場づくり
■多様な休暇制度と勤務制度
ゆとりある生活を支援するため、「フレッシュアップ休暇」
や「ゆとり休暇」などの長期休暇制度や、「選択勤務時間制」
や「フレックスタイム勤務制」などの効率的な働き方をめざ
した勤務制度を導入しています。

■労働時間の適切な管理
労働時間の適正な把握に努め、長時間労働者には産業医の面
接指導をおこなうなど、法令に基づく取組みを実行していま
す。例えば、全従業員に労働時間の適切管理への意識付けを
図り、やむなく時間外労働をする場合は、従業員が管理職の
事前指示を受け、結果を自己申告し、その結果については管
理職がチェックする仕組みを整備しています。

■安定した労使関係の維持
当社は、「関西電力労働組合」とユニオンショップ協定を締
結し、「会社の生産性向上とこれに伴う労働条件の向上」を
労使共通の目的に掲げ、50年以上の歴史の積み重ねのなか
で、強い信頼関係に基づいた良好な労使関係を築いてきまし
た。現在も、この関係を継続するため、「経営懇談会」を開
催するなど、労使間の意思疎通と相互理解を図っています。

■従業員の成長を支援する取組み
従業員はすべての事業活動の原動力であり、その成長こそが
当社グループの成長につながるという考えから、従業員一人
ひとりの成長を持続的にサポートする取組みを積極的に展開
しています。例えば、教育・研修施策では、専門分野や能力
段階に応じた研修を充実させ、一人ひとりの成長に向けて、
教え、教えられる機会をより多く設けるよう努めています。

■ 多様性のある雇用の推進
■女性社員のさらなる活躍に向けた取組み
1986年の男女雇用機会均等法の施行以降、法の要請や趣
旨を踏まえ、女性を積極的に採用するとともに､ 男女わけへ
だてのない業務への従事を可能にしています。例えば、技術
系職場にも積極的に女性社員を配置するなど、その職域拡大
を進めています。また、役附登用についても男女の区別なく、
個人の能力や適正に応じて、公平・公正におこない､ 女性の
役附社員数は増加傾向にあります。
なお、当社はUNwomenと国
連グローバルコンパクトが作成し
た、女性の社会参画のためのガイ
ドライン「女性のエンパワーメン
トのための指針」に賛同・署名し
ています。

■高齢者雇用の促進
当社は、60歳以降の雇用環境整備が、高年齢者等雇用安定
法改正によって義務化される10年前の1996年に、定年退
職者の再雇用制度を設けています。その後も2001年に「e
－スタッフ制度」を設け、従事業務の拡大を図るなどの改正
をおこなってきました。さらに、2006年には雇用上限を
段階的に65歳まで延長するとともに、より幅広い業務に従
事できるよう制度を見直しました。現在では、定年退職者の
約半数が60歳以降も働くことを選択し、慣れ親しんだ職場
で高度な知識やスキルを活かして活躍しています。

■障がい者雇用の促進
特例子会社「かんでんエルハート」（1993年設立）をはじ
めとして､ 障がい者雇用を積極的に進めています。その結果、
障がい者雇用率は2012年6月時点で2.08％となり､ 法定
雇用率（1.8％）を継続的に達成しています。
また、かんでんエルハートでは、貸農園事業の強化など、
障がいのある方が活躍できる多様な仕事を開拓するとともに、
精神障がい者の方へのサポートの充実にも取り組んでいます。
今後も、障がいの
ある方の自立と社会
参加を目的として、
雇用の促進に努めて
いきます。

■ 安全衛生活動の方針と計画の策定
従業員が安全で健康に働くことができる職場環境を築くため、
｢活き活きとした職場づくり｣ に向けた取組みを推進していま
す。具体的には、安全衛生活動方針において全社の重点方策
を定め、各所は、方針に基づいて年度ごとの取組みを安全衛
生活動計画として具体化し、自律的な活動を展開しています。

■安全衛生委員会の開催
労使一体となって安全衛生活動を推進するため、各所におい
て、毎月「安全衛生委員会」を開催し、年度の活動計画の策
定や、従業員の危険防止、健康の保持・増進のため、議論を
重ね、方針や方策などを決めています。

■全社安全衛生大会の開催
酷暑期における安全と健康の確保をめざした取組みとして、
毎年7月から2ヵ月間、「夏季安全衛生強調運動」を全社で
展開しています。
この運動については、7月初めに、社長をトップとした「全
社安全衛生大会」を開催し、従業員の安全衛生意識の高揚と
連帯感の醸成に努めています。

■ 具体的な安全活動
■災害の未然防止策・教育
すべての業務における災害「ゼロ」をめざし、従業員の安全
意識の高揚に向けた取組みをおこなっています。また、設備
や作業に潜むリスクを評価し低減させるリスクアセスメント
や安全パトロール、TBM－KY活動など、リスク低減活動
を通じて、危険や気がかりを抽出し、その共有と改善によっ
て、災害の未然防止に取り組んでいます。
また、従業員の主体的な安全活動を補完するものとして、

法律が規定する安全教育はもとより、さまざまな工夫を凝ら
した教育を実施し、安全管理体制の強化・充実を図っています。

■車両安全運転管理の徹底
社有車を運転する従業員には、当社独自の「車両運転者認定
制度」に基づき、安全運転に関する教育や実技訓練を実施後、
運転技能検定に合格することを義務付けるとともに、定期的
なフォロー教育・訓練もおこなっています。
また、運転者のなかから、運転者の指導にあたる「安全運
転指導員」を計画的に
養成し、各職場におけ
る安全運転管理を徹底
しています。

■災害の再発防止対策の策定
万一、災害が発生した場合は、その災害を「教訓」として活
かし、その後の災害「ゼロ」の達成につなげるため、災害内
容の調査・分析をおこない、その結果に基づいて再発防止対
策を策定し、これを全社に水平展開しています。
これらの取組みの結果として、当社の災害度数率は全国レ
ベルに比べて低い水準にあります。

（年/月）
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■障がい者雇用率の推移

希望が持て、安心できる職場に 
2ヵ所の貸農園を、㈱かんでんエルハートの10名のスタッ
フで運営しています。そのうち5名が私たち障がい者です。
仕事の内容はお客さまへの栽培サポートや、広大な農園の
維持、販売業務、集客宣伝などさまざまです。私たちは常
に自分の体調と向き合い、これまでの訓練を活かし、チー
ムワークによってお客さまに充分満足いただける貸農園を
つくりあげるとともに、希望が持てて安心できる職場にし
ていきたいと考えています。私たちの貸農園は、自信を持っ
ておすすめできる農園で
す。ぜひ一度、そのよさ
を見に来てください。

V o i c e

技術系の職場で活躍する女性
社員

貸農園
「ほのぼの農園  鵜

う

殿
どの

の郷
さと

」で
苗の手入れ

全社安全衛生大会のようす

安全運転指導員を養成

※度数率：国際的に広く用いられている災害発生頻度を表す指標。具体的には、
延べ100万労働時間あたりの有休災害件数を表す。

（度数率） 全国度数率 当社度数率
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0.28
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0.20 0.310.31

1.62 1.61 1.62

0.21 0.12
0.36

0
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■災害度数率

各職場のリスク改善
事例を冊子で紹介

リスクアセスメント教育のようす

2011年  関西電力安全衛生活動方針  重点方策

安　全

❶ 行動につながる当事者意識と危険感受性の向上
❷ リスク低減活動の推進
❸ 安全管理基盤の充実
❹ 安全・安心な車両運転の定着
❺ 協力会社などとのコミュニケーション活動のさらなる充実 
 

衛　生

❶ 従業員の疾病予防と健康保持・増進
❷ 快適な職場環境の保持・推進
❸ サポート体制の充実

2006年度

2011年度

女性社員採用数 女性役附社員数

96名

120名

76名

101名

63 64用語集参照 UNwomen／国連グローバルコンパクト／女性のエンパワーメントのための指針／ユニオンショップ協定 用語集参照TBM-KY活動
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■グループ一体となった安全活動を積極的に展開するとともに、疾病予
防や健康保持・増進に向けた取組みを推進するなど、従業員が安全
で健康に仕事ができる職場環境の構築に努めることができました。

■従業員の安全と健康の確保を目的として、
引き続き、安全衛生活動を積極的に進め
ます。

■グループ一体となった安全活動の展開
グループワイドでの安全最優先の組織風土を醸成するため、
協力会社や委託人、お客さまなど、当社が関わるすべての人
の安全確保を目的とした「関西電力安全文化圏」を構築し、
安全に関する情報や技術・ノウハウの共有と、相互理解を深
めるための双方向コミュニケーション活動など、グループ一
体となった取組みを展開しています。

■ 具体的な衛生活動
■「こころ」と「からだ」の自主健康づくりのサポート
健康管理サイト「健康情報ステーション」により、健康保持・
増進に役立つ情報を発信し、従業員の心身の自主健康づくり
をサポートしています。
このサイトでは、運動習慣、食生活の改善に向けた健康指
導や、禁煙に向けた支援など、生活習慣病の予防を目的に、「か
らだ」の健康づくりに重点をおいて、詳しくアドバイスして
います。

■2011年度も人権に関する啓発活動を継続的に実施し、人権研修は、
全従業員を上回る延べ26,500人以上の従業員が受講しました。

■CSRに関する全従業員アンケートを実施した結果、このような人権啓発
に関する取組みは「企業の社会的責任として当然である」という理解が
従業員に着実に浸透し、全社的に広がっていることが明確になりました。

取組みへの評価Check

当社グループは、これまでも人権の尊重
と良好な職場環境の構築に取り組んでま
いりました。2011年度においても、人
権啓発活動を継続的に推進したほか、従
業員が安全で健康に働くことができる職場
環境を築くための取組みを進めました。ま
た、従業員一人ひとりの違いを強みとして
活かす取組みを推進するため、ダイバーシ
ティ推進グループを立ち上げました。
　2012年度も、引き続き、従業員一人
ひとりがやる気・やりがいを高め、活き
活きと仕事に取り組むことができる職場づ

くりに努めていきます。具体的には、すべ
ての事業の根幹とも言える従業員の安全
と健康の確保を第一に、安全面での種々
の取組みや「こころ」と「からだ」の自
主健康づくりのサポートを継続するととも
に、ダイバーシティに対する理解の浸透や
意識啓発にかかる取組みに力を入れてい
きます。
　今後とも、事業活動に人権の視点が重
要であるとの認識のもと、人権啓発の取
組みを関西電力グループを挙げて推し進
めたいと思います。

関西電力株式会社
人材活性化室長
笹川  敬祐

2012年度以降の方針Action

■人権を尊重した企業体質づくりと、あらゆ
る差別のない社会の実現をめざします。

■「多様な従業員一人ひとりの強みや個性を最大限に活かす取組み」を
全社で進めるにあたり、その専任組織としてダイバーシティ推進グルー
プを立ち上げ、取組推進の環境を整えました。以降、第一線職場の
管理職向けの説明会を中心とした意識啓発活動を進め、ダイバーシ
ティ推進に関する意識調査などを実施しました。

■2012年度は、2011年度の取組みから見えてきた当社の課題を踏
まえ、「意見の多様性推進とその質の向上」をテーマに、多様な意
見や視点を引き出し、メンバーが共通の目的・目標に向かって議論
することで意見の質を高めるような支援スキル（ファシリテーションス
キル）を付与する研修を実施します。また、ダイバーシティの考え方
をどのように日常業務の進め方や人材育成に活かしていくかなど、継
続したフォロー活動も実施し、成果や課題などを検証します。

■従業員一人ひとりの違いを強みとして
とらえ、かつ、最大限に活かす取組みを
推進します。

■メンタルヘルス対策の推進・強化
ストレスの対処方法を学ぶための教育の充実や、社内外の相
談窓口の整備とその利用促進など、「こころ」の健康づくり
をサポートしています。
また、社内イントラネットを活用したストレス診断ツール
を導入し、セルフケア対策を強化するとともに、メンタルヘ
ルス不調の従業員が円滑に職場復帰を果たせるよう、「復職
支援制度」を導入するなど、環境整備をおこなっています。
2011年4月には、管理監督者が
職場のメンタルヘルスケアについて
理解を深め、各職場での実践に役立
つよう、『管理監督者のためのメン
タルヘルスハンドブック』を作成し、
配布しました。

■健康サポート体制の充実
産業医、看護職、カウンセラーなどの衛生スタッフに加え、
管理監督者、職場の同僚など、複数のサポート体制を整えて
います。

 
■新型インフルエンザへの対応
社内ポータルサイトを通じて、感染予防対策や流行状況など
の情報を発信するなど、従業員の予防意識の醸成を継続的に
実施するとともに、2009年に流行した「インフルエンザ
（H1N1）2009」での経験を踏まえ、社内の規程などを改
訂しました。
 

従業員
セルフケア

精神科医
カウンセラー

職場の同僚

看護師産業医

社外
カウンセラー
（関電健保）

管理職

スタッフケア

スタッフケア

事業資源外
によるケア

スタッフケア

ラインケア

グループケア

CSRに関する全従業員へのアンケート結果（2011年11月実施）

あなたは、企業が人権啓発などに取り組むことについて、どのようにお考えですか。

過去の全従業員アンケートでの
「企業の社会的責任として当然である」との
回答比率実績
2009年11月…91.7%　
2010年11月…88.7%

参考企業の社会的責任として
当然である
企業の本来活動とは関係ないので、
とくに取り組む必要はないと思う
よくわからない

6.0%

92.0%

2.0%

取組みが向上した点／今後の課題2011年度 基本方針

グループ会社の㈱きんでん
と合同で安全パトロールを
実施

安全運転指導員による交
通安全研修をグループ会

社とともに開催

健康情報ステー
ションサイトの
トップ画面とバッ
クナンバー集

生活習慣病対策のページ
（健康情報ステーションサイト）

『管理監督者のためのメンタル
ヘルスハンドブック』を作成し、

管理監督者に配布

65 66用語集参照ステークホルダー／ダイバーシティ
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■ コミュニケーション誌による情報発信
関西電力グループの事業活動をお客さまにより広く、また、
より深くご理解いただくため、刊行物などによる情報発信を
展開しています。
毎号、社会性や時事性の高いテーマを深く掘り下げ、専門
性の高い情報を発信するオピニオン層向け広報誌『躍』や、
暮らしや地域にまつわ
るトピックスに加え、
当社事業や電気に関す
る情報を紹介するPR
誌『わっと』を定期的
に発行しています。

■ 社会のみなさまの声を事業活動に反映
社会のみなさまに、当社の事業活動についてご理解を深めて
いただくとともに、ご意見やご要望を頂戴して事業活動に反
映するため、各事業所は、お客さま宅を訪問するほか、地域
の有識者やオピニオンリーダーの方々を対象とした懇談会を
開催しています。
このような地域社会のみなさまとの交流の場や、日々の業
務のなかで、当社は事業活動に関するさまざまなご意見やご
要望をいただきます。その一つひとつを大切にし、それぞれ
の事業活動に反映するために、多種多様な広聴活動を展開し
ています。なかでも1994年に開始した「ダンボの声」では、
当社従業員が地域社会のみなさまから頂戴したご意見を全社
で共有し、業務改善に役立てています。
また、東日本大震災以後は、エネルギー問題についての自

治体や地域のみなさまのご要望やご要請が高まっており、当
社は、今後ともタイムリーかつ緊密な情報発信に努め、地域
のみなさまと一緒になり、
地域におけるエネルギー
の課題を共有し考えてい
きます。 

5透明性の高い
開かれた事業
活動

Plan 2011年度 基本方針
●「フェイストゥフェイス」によるコミュニケーション活動を継
続していきます。

●メディア環境の変化に合わせた新たな情報発信、広聴活動
を積極的に展開していきます。

●社会のみなさまの不安やご心配を軽減し、ひいては当社事
業への信頼を回復するために、ご意見やご要望にしっかり
と耳を傾け、正確な情報を迅速に発信していきます。

■ フェイストゥフェイスによる
■ コミュニケーションの実践
当社は、ステークホルダーに対して、適切な情報発信をおこ
なうことにより、社会のみなさまからのご理解をいただくと
ともに、社会のご意見、ご要望をしっかりお聴きし、事業活
動に反映させることで、当社のさらなる発展につなげ、お客
さまからの信頼を賜れるよう努めています。
東日本大震災以降は、お客さまから当社の事業活動につい
てさまざまな声をいただいています。それらの声にしっかり
と耳を傾け、当社事業に対してご理解をいただき、お客さま
からの信頼回復を図るため、コミュニケーション活動を継続
していきます。

■ PR施設を通した地域社会との交流
地域のみなさまに事業活動や電気事業の取組みについてご理
解をいただくとともに、地域社会とのコミュニケーションを
深めるため、発電所などにPR施設を設けています。
2012年3月には、黒部川電気記念館をリニューアルしまし

た。同館は、黒部川の電源開発に心血を注いだ先人たちの軌
跡と、当社の水力発電での取組みを広く伝えるため、1987
年に開館したPR施設です。水力は純国産の再生可能エネルギー
です。このような水力発電の重要性を地道に広く伝えていくこ
とが、いまこそ大切との考えから、「水と共に歩む」をコンセ
プトに、同館の展示内容を一新しました。

ステークホルダーのみなさまとのコミュニケーション

Highlight 2011Do

当社Webサイトによる情報発信
東日本大震災以降、当社事業に対する信頼回復に向けた、より透明性
の高い事業活動を志向するうえで、幅広く、迅速かつ丁寧に情報発信
できるWebサイトの重要性が増しています。また、メディア環境の多様
化も踏まえ、当社ではインターネットでの情報発信に力を入れています。
そのなかで、ホームページによる情報発信をベースに、ソーシャルメディ
アなどのコミュニケーションチャネルも最大限活用しながら、お客さまの
疑問やご要望にできる限りお応えすることができるよう努めていきたい
と考えています。

幅広く迅速な情報発信に向けて
ソーシャルメディアを活用
私は、Webサイトによる情報発信に携わっています。そのなかで、日々
の電力需給状況や電力の安定供給に向けた取組み、原子力発電所の
安全対策など、お客さまの関心が高い情報を最優先するよう努めてき
ました。取組みの一環として、情報をより迅速に幅広く発信すること
のできるソーシャルメディアの導入を進め、2011年7月に公式
Twitterアカウントを、2012年1月には、公式Facebookページを
開設しました。特に後者では、より多くのお客さまに節電の取組みの
実効性を高めていただくため、でんき予報や具体的な節電方法、安定
供給に向けた当社の取組みなどを情報発信しています。今後もお客さ
まの疑問やご意見に対し、多様なチャネルを活用し情報発信していくこ
とで、当社事業に対する信頼回復に努めていきたいと考えています。

■よりわかりやすい情報発信に向けて
●動画で節電情報などをご紹介
動画の強みである、より多くの情報をわかりやす
く伝えるという情報伝達力を活かすため、動画
コンテンツの充実を図り、ホームページや
Facebookに掲載しています。具体的には、節電
方法を解説した動画を2011年11月以降、計3
回にわたり、合計71本制作し、節電の実効性が
高まるように取り組んでいます。また、2012年
4月からは夏の電力需給をご説明するために、日々
運用によって供給力が変動する揚水発電の仕組み
を解説した動画
や、6月からは
計画停電に関す
る仕組みを解説
した動画をホー
ムページに掲載
しました。

●「停電情報公開サービス」を開始
近年、停電情報のより迅速な公開に対するお客さ
まのニーズが高まっています。こうした状況を踏
まえ、お客さまサービスのさらなる向上を図るた
め、2011年11月からホームページにおいて「停
電情報公開サービス」を開始しました。当社供給
エリア内で停
電が発生した
場合に、停電
発生日や停電
地域、停電復
旧予定時刻な
どの情報をお
知らせしてい
ます。

ステークホルダーのみなさまとの
コミュニケーションを充実

広報室
広報企画グループ
金子  雄太

最新の映像技術で黒部ダムを紹介するなど体験型展示を
多く採用

Facebookを
活用した当社
の安定供給に
関する情報の
発信

省エネアドバイザーが「使える省
エネ術」を動画でご紹介

停電情報を正確にリアルタイムで発信

大阪府市エネルギー戦略会議の
会合のようす

『わっと』（年4回発行）『躍』（年4回発行）

「関西電力公式Facebookページ」
http://www.facebook.com/
kanden.jp

「停電情報システム」
http://teideninfo.kepco.co.jp/

「ご家庭における具体的な節電方法」
http://www.kepco.co.jp/home/setsuden/
setsuden_video.html

東日本大震災に関する
当社の情報公開について
当社は、東日本大震災の発生以降、当社の原
子力安全対策や震災地域への応援状況などを、
記者発表、ホームページ、新聞広告などを通
じてお伝えしてきました。原子力発電の信頼
回復に向け、引き続きさまざまな方法で、わ
かりやすく積極的にお伝えしていきます。 記者発表 ホームページ 新聞折込

（越前若狭のふれあい）
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■お客さま宅の訪問や地域の有識者やオピニオンリーダーの方々を対
象とした懇談会などを積極的に実施し、お客さまと対話する機会を
多くしました。

■当社の事業活動についてご理解を深めていただくため、コミュニケー
ション活動を継続していきます。

取組みへの評価Check

■「フェイストゥフェイス」によるコミュニケー
ション活動を継続していきます。

■当社の事業活動について、社会情勢やメディア環境の変化に応じ、
Facebookなどのソーシャルメディアの活用など、さまざまな媒
体を通じて情報を発信しました。

■著しく変化するメディア環境に合わせ、今後も、幅広く情報を発信し
ていきます。

■メディア環境の変化に合わせた新たな情報
発信、広聴活動を積極的に展開していき
ます。

■お客さまと直接お話しする機会を増やし、当社の事業活動に関する
さまざまなご意見やご要望にしっかりと耳を傾け、求められる情報
開示を積極的におこないました。

■今後も、お客さまが知りたいと思われる情報を適宜迅速に発信して
いきます。

■社会のみなさまのご不安やご心配を軽減
し、ひいては当社事業への信頼を回復す
るために、ご意見やご要望にしっかりと
耳を傾け、正確な情報を迅速に発信して
いきます。

■原子力発電の必要性は理解するものの、万一の事故に
見舞われたときのことを考えると反対である。すべて
の原発を廃止し、再生可能エネルギーによる発電に切
り替えて欲しい。

■原子力発電をすべて停止してしまうと日本経済に大きな
影響を与えるため、原子力の必要性についてもっとＰＲ
すべきである。原子力発電所廃止の声が高まっている
が、すぐには無理だと思う。電力会社はもっと原子力
発電所の安全性を高め、一般人にもわかる言葉でＰＲ
すべきである。

社外の方からの主なご意見

■ 報道機関への対応
テレビや新聞が報じる情報は、お客さまの当社に対する理解
やイメージを大きく左右します。そこで、定例社長会見をは
じめ、報道機関への情報提供を積極的に実施するとともに、
報道機関からの取材にも迅速に対応し、正確な情報開示や伝
達をおこなっています。

■ 社内コミュニケーション
経営上の重要な情報を共有化し、理解促進を図るとともに、
職場一体感や従業員のやる気・やりがいを高めるため、従業
員・職場間のコミュニケーションの活性化に努めています。
そのための情報発信には、従業員一人ひとりに確実に伝わる
よう、各種社内媒体をそれぞれの特性を活かしながら用いて
います。例えば、「グループポータルサイト」では、動画な
どを活用した即時性の高い情報発信で、グループ会社全体で
の情報共有化を速めています。一方、毎月発行する社内報『関
西電力新聞』では、経営情報などを詳細に解説し、特に重要
な情報については、特集を組んだり、臨時号を発行したりす
るなど、わかりやすい解説に努めています。さらに、経営計
画など経営層の思いをダイレクトに伝える際には、社内テレ
ビを活用しています。
また、こうした情報に対し
て従業員から寄せられた声を、
経営層に直接伝えることによ
り、双方向のコミュニケー
ションを実践しています。

記者会見

取組みが向上した点／今後の課題2011年度 基本方針

グループ会社での情報を共有化できる「グループポータルサイト」

『関西電力新聞』（毎月1回発行）
で適時的確な情報発信を実現

また、原子力部門の従業員と協力会社で働く人たちを対象
としたコミュニケーション誌『わかさ』を定期的に発行して
います。原子力に関するトピックス
などを共有し、当社および協力会社
への安全最優先の意識浸透を促すと
ともに、協力会社で働く人たちも含
めた一体感の醸成や活力ある原子力
職場づくりをめざしています。

■ 株主・投資家の方々への情報発信
当社は、投資家のみなさまに公平で迅速な情報発信に努めて
います。国内や海外の機関投資家、個人投資家、公共団体な
ど、多岐にわたる投資家のみなさまに対し、さまざまな方法
で情報を提供しています。

■会社説明会・投資家訪問
社長による「会社説明会」や、社長を含めた役員による国内
外の「投資家訪問」を定期的に実施し、経営者自らが積極的
に投資家のみなさまと対話を図るとともに、資本市場の声を
経営にフィードバックするなど、双方向のコミュニケーショ
ンに努めています。

■IRツールでの情報開示
株主・投資家のみなさまに対して、当社事業の概要や、経営
目標、財務データなどを提供しています。

『アニュアルレポート』
（株主・投資家のみなさまや取
引先に向けて経営内容の総合的
な情報を掲載 ： 年1回発行）

「企業情報/IR」
（当社ホームページ： 随時更新）『かんでんだより』

（株主さま向けの事業報告書 ： 
年2回発行）

『ファクトブック』
（経営目標や販売電力量、設備
投資額、財務諸表の経年データ
などを掲載 ： 年1回発行）

「株主・投資家のみなさま（IR情報）」
http://www.kepco.co.jp/ir/index.html

原子力職場の一体感を醸成する
『わかさ』（季刊）

■発電所を見学して、電力の安定供給や環境保全の取組
みに努力していることがよくわかった。 関西電力が安
定供給のために取り組んでいることを、もっと説明する
必要がある。

■電力会社はいま、さまざまな指摘を受けているが、
一方で台風12号の災害復旧など、本当に全力を尽く
して対応いただいていた。感謝している部分もたくさん
あることを忘れないでほしい。

東日本大震災発生以降、電気事業、とり
わけ原子力発電所の安全性や将来のエネ
ルギーミックスのあり方などに対する関心
が高まるなか、当社事業や原子力発電に
ご理解をいただき、信頼を賜るため、お
客さまや社会のみなさまと接するさまざ
まな機会を通じて、従業員一人ひとりが
「フェイストゥフェイス」によるコミュニケー
ションに努めてまいりました。
一方、インターネットの普及などによ
り、メディアの環境は著しく変化しつつ
あります。
こうした変化に合わせた新たな情報発

信として、FacebookやTwitterを用い
た広報活動を積極的に展開しています。
これからもお客さまのご要望にお応え
できるよう、インターネットやソーシャル
メディアを最大限活用し、さらなるサービ
スの充実や改良を図っていきたいと考え
ています。
引き続き、社会のみなさまのご不安や

ご心配を解消し、ひいては当社事業への
信頼を賜るために、みなさまからのご意
見・ご要望にしっかり耳を傾け、正確な
情報の迅速な発信により、開かれた事業
活動を継続してまいります。

2012年度以降の方針Action

関西電力株式会社
広報室長
櫟  真夏

69 70用語集参照 IR 用語集参照オピニオンリーダー
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■ グループ大での認識共有に向けた取組み
当社では、2007年度からグループ会社への「出前コンプ
ライアンス研修」を実施しています。2011年度は、引き
続き受講の呼びかけを積極的におこなうとともに、研修内容
を各社の事業や対象者に合わせ、計19社で延べ28回の研
修を実施しました。
また、2011年度はグループ31社による「コンプライア
ンス情報交換会」を開き、グループ会社の2社がコンプライ
アンスに関する独自の取組みについて発表しました。こうし
た発表をもとに、グループ会社間での積極的な情報交換をお
こないました。
2012年度も、コン

プライアンスの重要性の
認識を全社大、グルー
プ大で改めて共有できる
よう、これらの取組みを
持続的に推進します。

■ コンプライアンス推進体制
当社では、各職場のコンプライアンス活動を推進するため、
部門や支店などの長（コンプライアンス推進責任者）が、コ
ンプライアンス推進スタッフ（主に課長クラス）を選任し、
自律的な取組みを展開しています。
また、従業員などによるコンプライアンス上の疑問などに
対応するため、総務室および社外の弁護士事務所に ｢コンプ
ライアンス相談窓口｣ を設置しています。この窓口は、関西
電力グループ各社の従業員・派遣社員に加えて、取引先関係
者の方も利用可能としており、広くリスク情報を収集できる
体制を築いています。2011年度は、グループ各社におけ
るコンプライアンス研修や事務局からの情報発信の際に、こ
の相談窓口の周知を積極的におこないました。
「コンプライアンス相談窓口」に寄せられた通報・相談は、「関
西電力コンプライアンス委員会」にすべて報告されます。2011
年度の受付件数は、グループ全体で29件あり、職場環境や多
様化する雇用形態に関する問題が比較的多くを占めました。

■ 各種ツール類の充実と法的情報の発信
2011年度は、日常業務に潜むコンプライアンス上のリスクに
関する啓発や、法令手続管理の再徹底に向けて、全従業員を
対象にeラーニングを実施しました。
また、社会的関心が高まっている問題について、啓発メッ
セージを伝える ｢コンプライアンス時事コラム｣、新法令や
法的問題を解説する ｢法務情報｣ を社内イントラネットなど
でタイムリーに全従業員へ配信
し、意識啓発や知識習得をサポー
トする取組みも継続しておこな
いました。
2012年度も引続き、さまざ
まな機会をとらえて、意識啓発活
動を推進していきます。

6コンプライアンス
の徹底

Plan 2011年度 基本方針
●コンプライアンスの重要性の認識を全社大、グループ大で
改めて共有するため、「横」のつながりを強化します。ま
た、法令手続管理の再徹底を図り、コンプライアンス意識
の浸透に引き続き取り組みます。

●情報セキュリティに関しては、さらなる当事者意識の浸透を
図り、社内外の事故事例や社会への多大な影響の周知、徹
底した意識啓発を実施するとともに、制定したルールが適
切であるよう確認・是正を継続します。また、新たなセキュ
リティ上の脅威に対し、技術的な対策を継続していきます。

Highlight 2011Do

東日本大震災後、社会のみなさまからは、電気事業に対して非
常に厳しい目が向けられています。こうしたなか、当社グルー
プでは、従業員一人ひとりが、日々の業務において、コンプラ
イアンス意識を高く持ち続けることが、これまで以上に重要だ
と考えています。また、そのためのコンプライアンス活動は、
それぞれの趣旨が従業員に理解されやすく、また、活動自体が
参加されやすいような、身近な存在でなければならないと考え
ています。

コンプライアンス活動を身近な存在にするために
従業員にとって、コンプライアンス活動が身近に感じられるよ
う、2011年度は、第一線職場やグループ会社への出前研修
を引き続き実施するとともに、eラーニングなど啓発ツールの
活用を広く働きかけました。なかでも、グループ会社への「出
前コンプライアンス研修」では、それぞれの会社の事業や対象
層に合わせた内容を工夫し、視覚に訴えるような資料の作成を
心がけました。こうした研修後には、「自分もいつコンプライ
アンス違反をしてしまうかわからないという意識を持つことが、
実際に違反しないためには必要であることがわかった」という
言葉が聞かれ、今後もより身近な活動の必要性を実感しました。

■第一線職場への出前研修でつながりを強化
法務部門では、第一線職場への「出前コンプライアンス研
修」を積極的におこなっています。2011年度はとくに実
務者層対象の研修に力を入れ、延べ31ヵ所で実施しまし
た。研修内容としては、質問したい法律問題などを事前に
募り、各職場の実務に即したテーマでの研修を心がけまし
た。こうした積重ねの結果、これらの研修におけるアンケー
トでは、「有益」と感じた人が98.4％、「継続すべき」と
考える人が92.9％に達し、継続実施を求める声も多数寄
せられました。2012年度も、第一線職場への実務密着型
の研修を積極的におこなうことで、各職場においては、コ
ンプライアンス意識の浸透がさらに深まることをめざし、法
務部としては、研修でより多くの従業員とつながりを持つこ
とで、気軽に、日常的に法律相談に来てもらえるような環
境づくりに努めます。

■映像ツールの導入などで
　「職場ディスカッション」を活性化
日常業務に潜むコンプライアンス・リスクについての認
識を共有するため、各職場では、コンプライアンス推進
スタッフが中心となり、「職場ディスカッション」を年1
回以上おこなっています。2012年に入ってからは、コ
ンプライアンス活動をより身近なものにするため、ディ
スカッション用の新たな教材を導入しました。約3分間
のドラマ仕立ての一般的な映像ツールに、当社事業に置
き換えた場合の問題点や注意点を加えています。今後は、
従来の活動に加え、このような教材やツールの充実によっ
ても、当社グループ従業員一人ひとりへのコンプライア
ンス意識の浸透に努めます。

コンプライアンス活動を
従業員一人ひとりの身近な存在へ

総務室
法務総括グループ
小林  祥子

第一線職場への
出前研修

コンプライアンス情報交換会

コンプライアンスに関する
eラーニングのトップページ

■関西電力グループ・コンプライアンス相談窓口

各職場における啓発活動と自律的な取組みの推進

自律的な取組みとグループ大の取組みの
両輪による、相乗効果をめざす
MID都市開発㈱では、コンプライアンス・リスクマネジメ
ント（CR）委員会を設置してコンプライアンス活動を推進
しています。具体的には、コンプライアンス強化月間を設
定して啓蒙活動をおこなうほか、倫理基本規程などを解説
したコンプライアンスハンドブックの制定・配布などをお
こなっています。また、グループ大でのコンプライアンス
の重要性の認識共有を目的として、関西電力から講師を迎
えての研修も実施しました。
コンプライアンスに関する相談については、関西電力グ
ループの相談窓口のみならず、MIDグループ独自の通報シ
ステムを設置して、より従業員が相談しやすい環境の整備
に努めています。
また、社内ホームページを活用して、各部門・各関係会
社から実務に即した事項をテーマにしたメールマガジンが
定期的に発信されているほか、階層・部門別の研修なども
積極的に立案・実施されています。
今後は、当社の業務特性に応じ
た自律的な取組みと、グループ大
での取組みへの積極的な参画を活
動の両輪として、相乗効果により
従業員のコンプライアンスに対す
る意識をさらに高めていくことを
めざしていきます。 MID都市開発㈱　

総務部法務課　課長
竹内  崇

V o i c e
関西電力の従業員など
（グループ会社従業員など）

社外窓口
（弁護士窓口）

弁護士事務所

グループ各社
コンプライアンス担当事務局

グループ各社
コンプライアンス委員会or担当役員

社内窓口
（関西電力内窓口）

相談事務局
（総務室法務総括グループ）

各社にて
事実調査・
対応策を策定

結果報告

結果報告

相談内容連絡・指示

相談内容連絡調査・対応につき
適宜協力・支援

報告

相談 相談

報告

グループ会社に関する相談の場合

グループ会社への出前研修
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■個人情報保護への取組み
2005年3月、当社における個人情報の利用目的の特定、お
客さまからの個人情報の開示請求への対応方法などを定めた
｢個人情報保護規程｣ などの社内ルールを整備しました。
同年4月1日の ｢個人情報の保護に関する法律｣ の全面施
行後には、関係各部門による「個人情報取扱いマニュアル」
を作成し、よりきめ細やかに社内ルールを整備するなど、個
人情報保護の徹底に向けた取組みをおこなっています。 

■一人ひとりへの意識浸透をめざして
当社は、ルール・体制の見直しと意識啓発を継続的に実施し
ています。毎年、各職場で現状をチェックし、その結果につ
いて第三者からのサイドチェックをおこなっています。これ
により、ルールの遵守状況を把握し、改善や不適切なルール
の是正を進めます。
また、毎年、基本的なルールの解説や、ルール違反の危険
性を提示し、全従業員への注意喚起を促す研修を開いていま
す。さらに、全社向けや支店向けといった、さまざまなメー
ルマガジンを発信し、日常的に、個人情報漏えいの防止策の
周知や、IT知識の浸透を図っています。今後も適切な情報
管理のため、引き続き従業員への啓発活動に取り組みます。 

■グループガバナンスの強化
グループ全体においても情報セキュリティの遵守や適切な個人
情報の取扱いを徹底するため、2004年12月に「関西電力
グループ情報セキュリティガイドライン」を制定しました。また、
2007年1月には、セキュリティレベルのさらなる向上を図る
ため、同ガイドラインを見直し、各グループ会社が自律的に情
報セキュリティマネジメントの推進に取り組んでいます。 

■ 情報セキュリティマネジメントの推進
当社は、中長期的な成長を支える強固な経営基盤を構築する
ため、副社長を委員長とする「基盤整備委員会」を設置し、
そのなかで重要な経営課題の一つとして、情報セキュリティ
マネジメントを推進しています。
同委員会では、効果的で効率的な情報セキュリティ対策を
推進するため、下記の4つの観点で年度計画の策定や期中に
おける進捗状況などについて審議をおこなっています。

情報セキュリティ対策の推進と個人情報保護の徹底

標的型メールの体験訓練を実施し、
危機感を共有し判断力を醸成中
巧妙な手口でメールの添付ファイルを開かせ、ウイルス
に感染させて標的企業の情報を盗み取る「標的型メー
ル」の危険が拡大しています。当社グループでは、そ
の危険性を共有するとともに、全員にこれを模したメー
ルを送付し、適切に対応する訓練を実施しています。訓
練を繰り返すことで標的型メール
を適切に見分けられる従業員が
増加し、実際に当社グループの
従業員に標的型メールが届いた
際も、適切な対応でウイルス感
染を防止できました。従業員一
人ひとりに情報セキュリティの意
識浸透を図るため、工夫を凝ら
した啓発活動をおこなっています。

経営改革・IT本部
情報監理グループ
福井  裕之

V o i c e

■グループ会社への「出前コンプライアンス研修」や「コンプライアンス情報
交換会」では、コンプライアンスの重要性の認識共有や取組みの情報交換
ができたと、グループ会社各社から好評を得ることができました。

■CSRに関する全従業員アンケートでは、｢この1年間でコンプライアンス意
識が向上した｣ と感じる従業員は8割を超え、その理由に ｢職場の自律的
なコンプライアンス活動に関わって｣ ｢コンプライアンスに関する研修を受け
て｣ をあげる回答が3/4を占めています。

取組みへの評価Check

東日本大震災後、原子力発電の安全性や
供給力不足による節電要請に関連して、
電気事業者への信頼を揺るがす事態が続
いています。この揺らいだ信頼を取り戻す
ためには、以前にも増して、コンプライア
ンスを徹底することが必要であり、そのた
めに、一人ひとりのコンプライアンス意識
のさらなる浸透を図ることが不可欠です。
そこで、2011年度は、各職場の業務
に即した研修を積極的に実施するととも
に、eラーニングなどの啓発ツールの活用

といった取組みを通して、一人ひとりがコ
ンプライアンス活動を身近に感じられるよ
うに力を注ぎました。
これらを踏まえ、2012年度は、さら
に一人ひとりが、自らコンプライアンス活
動に活き活きと参加できるような取組みを
展開していきます。具体的には、職場ディ
スカッション用の新たな映像ツールの導
入、各職場のコンプライアンス推進スタッ
フへの働きかけなど、自律的なコンプライ
アンス活動の一層の活性化に努めます。

関西電力株式会社
常務執行役員
総務室長
勝田  達規

2012年度以降の方針Action

■コンプライアンスの重要性の認識を全
社大、グループ大で改めて共有する
ため、「横」のつながりを強化します。

■法令手続管理の再徹底を図り、コンプ
ライアンス意識の浸透に引き続き取り
組みます。

■情報セキュリティに関しては、さらなる
当事者意識の浸透を図り、社内外の事
故事例や社会への多大な影響の周知、
徹底した意識啓発を実施します。

■制定したルールが適切であるよう確
認・是正を継続していきます。

■新たなセキュリティ上の脅威に対し、技
術的な対策を継続していきます。

情報セキュリティマネジメントの審議の観点

1 組織的対策 
2 教育・研修などの人的対策 
3 文書管理や執務室の入退出管理に係る物理的対策 
4 コンピュータシステムの改善・高度化対策などの技術的対策 

実施している具体的対策

1 組織的対策
●経営改革・IT本部長を個人情報保護管理者に任命 
●社内規程として「情報管理規程」を定め、全従業員にわか
りやすく解説した『情報セキュリティルールブック』を作成 
●情報セキュリティ管理者の配置によるセルフチェックの実施
 （秘密文書の施錠管理や適切廃棄処理などの日常的な情
報の取扱いに関するチェック） 

2 人的対策
●新入社員研修、役附社員研修などの集合研修でのルール
の徹底 

●全従業員が情報セキュリティに関する研修を年1回以上受講
●ケーススタディなどを用いた職場内ディスカッションの実施 
●ファイル共有ソフトなどによる情報流出事故再発防止の取組み

3 物理的対策
●ICカード（従業員証明書など）による入退室管理の一部導
入、パーティションによる執務室のゾーニング、シュレッダー
や鍵付き什器類の追加設置などによる重要情報の徹底管理 

4 技術的対策
● ICカード（従業員証明書など）によるパソコン利用認証
●お客さま情報システムの不正利用の有無を所属長がチェック
●社外持ち出しファイルの自動暗号化ツールの導入
●システムログの活用によるシステム管理者の不正操作の抑止
●社内パソコンへの外部記憶媒体接続を制限する仕組みの導入
●システムの脆弱性対応により社外からの不正アクセスを防止

社内ネットワークへ
のログインのための
個人認証

電気錠の解錠と入
退室履歴の管理

重要な書類や外部
記憶媒体などを厳
正に管理

ICカード（従業員証明書など）による
情報セキュリティの強化

鍵付き什器の配備

取組みが向上した点／今後の課題2011年度 基本方針

■CSRに関する全従業員アンケートでは、ｅラーニングによる研修や職場
でのディスカッション、事故事例の周知など、多様な手段で意識啓発を
徹底した結果、情報セキュリティの重要性を充分に理解している従業員
は98％を超え、当事者意識の浸透が図れました。

　重要インフラなどをねらった標的型メールに対しては、攻撃への対処訓
練を実施することで、標的型メールを適切に見極め、対処する力を高め
ました。

■セキュリティレベルを確保しつつ、業務実態に合っていないルールを見直し
た結果、負担を感じることなく守れるようになり、情報セキュリティルール
の浸透が図れました。

■新たなセキュリティ上の脅威に対しては、最新の技術や知見を取り入れた
技術的な対策を実施しています。

17,756名

「向上していない」
14.6%

「向上した」
85.4%

17,749名

「理解していない」
1.5%

「理解している」
98.5%

●この1年で自身の
コンプライアンス意識は
変化したか

CSRに関する全従業員へのアンケートの結果（2011年11月実施）

●情報セキュリティの
重要性を充分に
理解している
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第三者意見 関西大学  社会安全学部
大学院社会安全研究科
教授・博士（法学）

日本経営倫理学会  理事
経営倫理実践研究センター  上席研究員

高野  一彦 氏

評価できること
関西電力グループのCSRレポートは、広範なCSR活動を
PDCAサイクル（Plan・Do・Check・Action）にまとめ、
その進捗が丁寧にわかりやすく書かれている。とくにアン
ケートなどの方法で2011年度の活動を評価して見直しを
おこない、当該分野の責任者が次年度以降の活動方針をコ
ミットメントしている点は特筆すべき特長である。
CSRの基盤であるコンプライアンスやリスクマネジメン
トは、「風通しの良い社風」と「価値観の共有」が重要である。
合理的な経営判断の前提は、経営者が自社グループ内のネガ
ティブな情報を迅速かつ正確に知ることであり、これは一般
的に企業規模が大きくなればなるほど難しくなる。関西電力
グループは3万2,000人余の従業員を抱える巨大公益事業
会社だが、経営者と従業員が同じ「価値観」を共有し、自由
に意見を言える社風を醸成しようと努力を重ねている。具体
的には、社長をはじめとする経営陣が頻繁に第一線の職場に
出向いて双方向のコミュニケーションを図り、またCSR推
進会議が主導し、CSRキーパーソン研修、従業員に対する
「CSRの仕事への根付かせ」「風土改善活動」などの取組み
を継続的におこなうなどの努力をおこなっている。「良き社
風の涵養を」と説いた創業期の社長方針を真摯に実践してい
るように思う。
また、環境活動に関する記載が充実している。環境負荷に
関する数値データは見やすいグラフや表にまとめられ経年比較
が容易である。さらに堺太陽光発電所の全設備稼動、スマート
グリッド（次世代送配電網）構築のための技術開発など、低
炭素社会の実現をめざしたさまざまな取組みをおこなっている。

要望したいこと
危機管理に関しては、各事業所・発電所における安全対策を
おこなうとともに、危機管理体制・事業継続計画（business 
continuity plan：BCP）を整備している。2011年には、
大規模地震災害に備えた訓練などを実施しているが、今後は
これらの取組みを更にすすめるとともに、発災が予測される
東海、東南海、南海地震を想定し、関西電力グループ全体と
して広域複合災害に耐えうる危機管理体制・BCPの構築と
実効性の確保にさらなる努力をおこなってほしい。例えば、
本社を含む複数の事業所が同時に罹災した場合を想定したク
ライシス・シミュレーション・トレーニングを定期的に実施
することで、危機発生時の経営判断の訓練になるとともに、
危機管理体制やBCPの不整合の発見と改善に寄与すること
になる。
最後に、電気事業者に厳しい視線が注がれるなか、
2011・2012年度と2年連続してCSRレポートの冒頭「特
集」に、同社原子力発電所の安全性・信頼性向上のための対
策に関する記事を掲載し、情報提供をおこなおうとする姿勢
は評価できる。社会の信頼を獲得するためには、社会と真摯
に向き合い、正確な情報を開示する姿勢を継続する必要があ
ると思う。その意味で、今後ともこのような情報開示を継続
することに加えて、ステークホルダーの声を聞く活動を積極
的におこなってほしい。
関西電力グループは、関西をリードする企業グループであ
ることは論を俟たない。だからこそ社会の期待や要請のレベ
ルも高くなる。長期的かつ世界的な視座に立ち、期待や要請
に応え続ける姿勢がさらなる信頼の醸成につながり、ひいて
は企業価値の増進に寄与するのではないかと思料する。

ご意見に対して

関西電力株式会社
執行役員
総合企画本部 副本部長
CSR・経営管理部門統括
井上  富夫

関西電力グループは、6つのCSR行動原
則に従いPDCAサイクルを回しながら、
さまざまな取組みを推進してまいりました。
今後も、お客さまや社会の変化を踏まえ
ながら、CSRをグループ全体の確固たる
価値観と位置づけ、「CSRの仕事への根付
かせ」「風土改善活動」などの取組みを継
続し、一人ひとりがそれぞれの持ち場で自
らの業務を確実に遂行してまいります。
また、今回ご指導いただいた災害に耐え

うる危機管理体制・BCPの構築と実効性の
確保については、来るべき大規模災害への
備えとして、東海・東南海・南海地震を視

野に入れ、検討課題に取組んでまいりました。
BCPの更なる構築に向けて取組みを進
めるとともに、あらためてライフライン事
業者としての責任を果たすため「安全最優
先」を徹底しながら、グループの総力をあ
げて電力の安全・安定供給に努めてまいり
ます。
本レポートにおいても、当社事業や原子
力発電へのご理解を賜るため、さまざまな
取組みについてお伝えしてまいりました。
引き続き、みなさまからのご意見・ご要
望にしっかりと耳を傾け、正確な情報の発
信に努めてまいります。

75 用語集参照 CSR／ステークホルダー／コンプライアンス／ステークホルダー

今後ともみなさまからいただいた評価、ご意見を参考にさせていただき、事業活動のより一層の充実を図っていきたいと
考えています。また取組み状況については、今後もレポートやホームページなどでご紹介させていただきます。

「関西電力グループCSRレポート2011」アンケート結果
「CSR レポート 2011」アンケートに多くのご意見をいただきありがとうございました。私たち関西電力グループは、
CSRについての考えや取組みをレポートで報告し、ご意見をいただくことは、ステークホルダーのみなさまとの大切な
コミュニケーションの機会であると考えています。アンケートなどを通して、みなさまからお寄せいただいた貴重なご意
見、ご要望は、事業活動に反映させるとともに、今年度のレポート制作の改善に向け活用させていただきました。

■レポートについての評価

■レポートについての主な改善点

●特に興味をもたれた項目ランキング

●分かりやすさ

分かりやすい 
46%

普通 
16% 大変分かり

やすい
38%

分かりにくい

0%

●読みやすさ

読みやすい 
47%

大変読み
やすい 
44%

読みにくい

0%

●内容の充実

充実している 
50%

大変充実
している 
44%

普通 

6%
普通 

9%

8割以上の方から、「分りやすい」という
評価をいただきました。

9割以上の方から「読みやすい」という
評価をいただきました。

約9割以上の方から「充実している」という
評価をいただきました。

１位 環境問題への先進的な取組み

2位 商品・サービスの安全かつ安定的なお届け

3位 特集 ： 東日本大震災を踏まえた関西電力の取組みについて

4位 コンプライアンスの徹底 

5位 地域社会の発展に向けた積極的な貢献 

第2章

第1章

巻 頭

第6章

第3章

 5位 人権の尊重と良好な職場環境の構築 

 7位 2010年度総括

 8位 透明性の高い開かれた事業活動 

 9位 節電のお願いに関するご説明とお礼 

 10位 トップコミットメント 

 10位 関西電力グループの経営とCSR 

第4章

巻 頭

第5章

巻 頭

巻 頭

巻 頭

アンケート結果およびいただいたご意見を反映しました

■当社グループの取組みおよび事業活動に関するご意見と対応

さらなる信頼性向上のための追加安全対策を取りまとめ、すみやかに実践するとともに、
今後、新たな情報が得られ次第、迅速に的確に必要な対策を追加・実践していきます。

ライフライン事業者としての責任を果たすため、「安全最優先」を徹底しながら、グルー
プの総力をあげてあらゆる手立てを尽くし、電力の安定供給に努めてまいります。 

ライフラインの確保に一層の
努力を期待します

従業員の声とともに（ハイライトとして）台風 12 号からの復旧（P.25）や堺太陽光発
電所（P.37）について紹介しました。

自然災害や太陽光発電についての 
取り組みについて知りたい

スマートコミュニティーに関する取組み事例として「けいはんな次世代エネルギー・社
会システム実証プロジェクト」（P.45）について紹介しました。

スマートグリッドの今後について
知りたい 

ご家庭の電気の使用状況をよりわかりやすく見える化する「はぴｅみる電」（P.12）に
ついて紹介しました。

家庭での節電がどのくらいできた
のかをわかりやすく知りたい

巻頭特集（P.9～P.18）では、供給力確保に向けた取組みや原子力発電の信頼回復に
向けた取組みについて取り上げました。

東日本大震災を踏まえ一つひとつ
丁寧に確実に取り組んでいる様を
漏れなく記事にしてはどうか

原子力発電に対する各種取組み・
措置を早く実施して欲しい
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あ

アスベスト
石綿ともよばれ、天然に存在する繊維状の
鉱物のこと。熱、薬品、摩擦に強く、絶縁性
や耐久性に優れていることから、さまざま
な製品に使用されていた。人体に吸い込ま
れると、肺がんや中皮種などの健康被害が
生じる。

え

エネルギーセキュリティ
国家戦略的見地から、安全保障上重要とな
るエネルギーについて、その安定的な供給
確保策を講じて実施すること。

お

オピニオンリーダー
世論形成に影響力を持つ人。

か

外航船
わが国とわが国以外を結ぶ航路に従事す
る船舶。

環境マネジメントシステム
事業者などが、自主的に環境保全に関する
取組みを進めるため、環境に関する方針な
どを設定し、これらの達成に取り組むため
の体制、手続きなどの仕組みのこと。

き

京都議定書
1997年に京都で開催された「気候変動枠
組条約第3回締約国会議（COP3）」で採
択された、地球温暖化防止のための文書。
温室効果ガス削減のための先進国の具体
的な数値目標を定めている。

く

クリーン開発メカニズム（CDM）
先進国・移行経済国が途上国で温室効果
ガス排出削減（または吸収増大）プロジェ
クトを実施し排出削減量等をCO₂クレジッ
トとして取得する仕組み。共同実施（JI）、
排出量取引（ET）と並ぶ京都メカニズムの
1つ。

グリーン購入
製品やサービスを購入する際に、その必要
性を充分考慮し、購入が必要な場合には、

できる限り環境への負荷が少ないものを優
先的に購入すること。

グリーン調達
企業などが製品の原材料・部品や事業活
動に必要な資材やサービスなどを、部品
メーカなどのサプライヤーから調達すると
き、環境への負担が少ないものから優先的
に選択すること。

グループガバナンス
グループ会社の統制を図り、各社の各種取
組みに対して監理や支援をおこなうこと。

け

原子燃料サイクル
原子燃料は、鉱石の状態から発電所で使用
される過程で、また、発電所で使用後の処
理やリサイクルされる過程で、形態がさま
ざまに変わるが、この過程を原子燃料サイ
クルという。

こ

国内クレジット制度
中小企業等は大企業の資金・技術協力に
よってCO₂の排出を削減し、大企業はその

削減量を自らの削減分として日本経団連の
環境自主行動計画などの目標達成に反映
させることができるしくみ。

国連グローバルコンパクト
1999年の世界経済フォーラムにおいて、
当時国連事務総長であったコフィー・アナ
ン氏が企業に対して提唱した、人権・労働・
環境・腐敗防止に関する自主行動原則。

固定価格買取制度
再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、
地熱、バイオマス）を用いて発電された電
気を、一定価格で電気事業者が買い取るこ
とを義務付けた制度。
http://www1.kepco.co.jp/energy/kaitori/
index.html

コンバインドサイクル発電方式
ガスタービンで発電するだけでなく、その
廃熱を利用して蒸気をつくり、蒸気タービ
ンでも発電するなど、2つの発電方式を組
み合わせるシステムのこと。熱効率が高い
といった特徴がある。

コンプライアンス
一般的には、法令・企業倫理・社内ルール
などを遵守することといわれているが、企
業として道義的責任を果たすことも含め、
社会の要請に適応していくことがその本来
の趣旨である。

さ

再生可能エネルギー
太陽光や太陽熱、風力、水力、地熱、バイ
オマスなど、自然環境のなかで再生する、
“自然の恵み”から得られるエネルギーの
こと。

し

システムログ
社内システムの利用記録のこと。

執行役員制
取締役会制度の見直しとして、業務執行は
執行役員に委ね、取締役は、企業全体の方
針の決定・監督に専念することとされてお
り、取締役会の監督機能の強化と意思決定
の迅速化を図ることなどを狙いとして導入
されている。

シビアアクシデント
設計時の想定を大幅に超える事象のこと。
安全設計の評価上想定された手段では適
切な炉心冷却または反応度の制御ができ
なくなり、その結果、炉心の重大な損傷に
至る事象をいう。

照射前ウラン
原子炉で核分裂するまえの金属ウランの
こと。原子力発電ではウラン粉末などを
焼き固めて燃料として使用している。

女性のエンパワーメントのための指針
2010年3月8日 の 国 際 女 性 の 日
（International Women's Day）に、公
表されたもので、企業やそのほかの民間団
体が女性の登用とエンパワーメント（目標
達成のために自立を促すとともに、行動を
支援すること）に取り組むための7つのス
テップを表したガイドライン。

情報セキュリティマネジメント
情報の漏えいやシステムの障害など、情報
に関わる事故を防止するため、リスクの分
析、対策計画の策定・実施・評価を継続し
ておこなうこと。 

上流権益
一般的に、政府が定めた一定の鉱区におけ
る資源の探鉱・開発・生産活動を実施する
権利。また、生産から出荷するまでの一連
の設備に対する権利。

上流投資
上流権益を取得するための投資。プロジェ
クト参加者は、権益を取得することによっ

て、権益の保有比率に応じた事業収益を得
ることができる。

す

水素爆発
気体の水素（水素分子）によるガス爆発の
こと。原子炉の冷却機能の喪失により燃
料被覆管のジルカロイが高温の水蒸気と
反応して水素が発生する。

ステークホルダー
企業活動をおこなう上で関わるすべての
人。お客さま、地域社会、取引先、株主･投
資家、従業員などが含まれる。

せ

ゼロエミッション
ある産業から出る廃棄物を別の産業の原
料として活用することにより、廃棄物の排
出（エミッション）をゼロにする循環型産業
システムの構築をめざす理念と手法で、
1994年に国連大学が提唱した考え方で
ある。

専航船
1年を通して、ある一定期間あるいは、あ
る一定の航海数について、荷主が独占的に
使用することのできる船舶。

専用船
１年を通して、荷主が独占的に使用するこ
とのできる船舶。

線量評価
環境中に放出された放射性物質によって、
発電所周辺に居住する人の線量を評価した
値のこと。

用　語　集
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用語集

専門用語について詳しく解説した用語集をご用意しました。
各ページの一番下に表示している言葉については、用語集において解説しております。

どうぞご参照ください。
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た

ダイバーシティ
従業員一人ひとりが持つさまざまな違い
（性別や年齢からくるものだけでなく、考
え方や価値観なども）を受け入れ、価値と
して認めるとともに、個性を活かし能力を
発揮できるような組織となり、個々の違
いを企業の総合力につなげようとする考
え方。 

て

低位発熱量基準
燃料中の水分および燃焼によって生成され
た水分の凝縮熱を差し引いた発熱量（低位
発熱量）を基準にしたもの。

定格熱出力一定運転
原子炉の熱出力を定格値で一定となるよう
運転すること。

低炭素社会
地球温暖化対策として、温室効果ガスの一
つである二酸化炭素の排出量が少ない産
業や生活システムを構築した社会のこと。  

デマンドレスポンス
需要（デマンド）応答のことで、ピーク需要
時などに応じて、お客さまが電力消費を低
減したり、他のお客さまへ余剰電力を供給
すること。また、それを促す電力料金の仕
組みなど。

と

トータルソリューション
電気を中心にグループサービスを組み合わ
せた当社グループならではの価値を提供す
ることで、お客さまの多様なニーズにお応
えし、その課題を解決すること。 

な

内航船
船積港および陸揚港のいずれもがわが国
にある航路に従事する船舶。

は

ばいじん
物の燃焼などによって生じた固体粒子のこ
と。大気中への排出後は、粉じんや砂ぼこ
りと混じってしまうが、一般には大気中に
あるこのような混合物に対しても「ばいじ
ん」ということが多い。

パワー・ハラスメント
職権などのパワーを背景にして、本来の業
務の範疇を超えて、人格尊厳を侵害する言
動を繰り返しおこなうことで、就業者の働
く環境を悪化させること、あるいは、雇用
不安を与えること。 

ふ

フィルター付ベント設備
加圧水型炉においては、重大な事故の場合
でも、格納容器の冷却機能を確保しており、
格納容器の健全性・密封性が維持され、ベ
ントに至らないことを確認しているが、万一、
格納容器内の圧力が異常に上昇するような
状態になった場合にも、格納容器内の気体
をフィルターを通し、管理された状態で放出
し、格納容器を健全に保つための設備。

ほ

本格運転
原子力発電所定期検査の、最終段階であ
る調整運転中におこなう経済産業省の最終
検査（総合負荷性能検査）終了後に運転す
ることを本格運転という。

ゆ

ユニオンショップ協定
雇用された労働者が雇用から一定期間内
にその会社の労働組合に加入しなければな
らないとする制度。  

ろ

炉心損傷
原子炉の炉心の冷却が不充分な状態が続
き、あるいは炉心の異常な出力上昇により、
炉心温度が上昇し、燃料被覆管が損傷する
こと。炉心溶融を含む。

B

BEMSアグリゲーター
中小ビルなどにＢＥＭＳを導入するととも
に、クラウドなどによって集中管理システム
を設置し、ＢＥＭＳを導入したお客さまに対
しエネルギー管理支援サービスをおこなう
管理運営者のこと。

C

CO₂クレジット
先進国などにおける温室効果ガスの排出量
と相殺できる温室効果ガスの削減、吸収量
の権利のこと。

CO₂排出係数
燃料や電力の使用に伴うCO₂排出量を算
出するための係数のこと。燃料や電力を単
位量使用した際に排出されるCO₂量で表
される。

COD
化学的酸素要求量のこと。海水や湖沼水質
の有機物による汚濁状況を測る代表的な
指標である。水質汚濁防止法の規制項目に
指定されている。

CSR
Corporate Social Responsibility
の略で、「企業の社会的責任」と訳される。
企業は社会の一員として、法令遵守はも
ちろん、商品やサービスの提供による利
益追求だけでなく、人権の保護や環境へ
の配慮などについても、社会に対して積
極的に責任を果たさなければならない、
という考え方。

E

eoモバイル
㈱ケイ・オプティコムが提供するモバイルブ
ロードバンドサービス。公衆無線LANサー
ビスや最大42Mbpsの「3Gサービス」、最
大40Mbpsの「Wimaxサービス」などを
取り揃え、外出先でもブロードバンドイン
ターネットをお楽しみいただける。

F

FTTHサービス
光ファイバーを一般家庭に引き込む通信
サービス。高速・大容量の通信サービスを
指すブロードバンドのなかで、FTTHは最
も高速なサービス。

I

ＩＡＥＡ ＯＳＡＲＴ
国際原子力機関（IAEA）の運転管理評価
チーム。世界各国の専門家で構成され、原
子力発電所の安全性向上を目的に活動し
ている。運転管理全般を文書確認、意見交
換、現場作業の確認などによって評価して
いる。

IR
Investor Relationsの略。企業が株主
や投資家に対し、投資判断に必要な情報
を適時、公平、継続して提供する活動全般
のこと。

L

LNG
Liquefied Natural Gasの略。常温常
圧では気体である天然ガスを海上輸送す
るため、-162℃の超低温に冷却して液
化したもの。液化することにより、気体の
状態と比べて体積を600分の1に縮小
できる。燃焼時に発生するCO₂の量が石
炭・石油よりも少ないことから、環境対策
上有効な燃料といえる。

M

MOX燃料
ウランとプルトニウムを酸化物の形で混合
した燃料。MOXとはMixedOxide（混合
酸化物）のこと。 

N

N₂O
一酸化二窒素のこと。家畜の排せつや農業
廃棄物の焼却などに伴い発生する。温室効
果ガスに指定されている。

NOx
窒素酸化物のこと。窒素を含む燃料の燃焼
と燃焼時に空気中の窒素が酸化することで
発生し、一酸化窒素（NO）と二酸化窒素
（NO₂）がある。大気汚染防止法の規制物
質に指定されている。

P

PCB
Polychlorinated Biphenyl（ポリ塩化
ビフェニル）の略称のこと。電気絶縁性が
高いといった特徴があり、変圧器用の絶
縁油などに使われていた。カネミ油症事
件（1968年）などを機に生態系への影
響が判明し製造・使用などが原則禁止に
なった。

PRTR法
Pollutant Release and Transfer 
Registerの略称。正式名称は「特定化学
物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律」。有害化学物
質が環境中にどの程度排出されたか、ある
いは事業所外に運び出されたかというデー
タを把握・集計し、公表する仕組みのこと。

S

SF₆
六フッ化硫黄のこと。優れた絶縁性能をも
ち開閉器などに用いられる。温室効果ガス
に指定されている。

SOx
硫黄酸化物のこと。硫黄を含む燃料の燃焼
により発生し、亜硫酸ガス（SO₂）と無水硫
酸（SO₃）がある。大気汚染防止法の規制
物質に指定されている。

T

ＴＢＭ－ＫＹ活動
作業前に、作業に伴う危険に関する情報をお
互いが出し合い共有化し、危険のポイントと
安全行動目標を定めて、一人ひとりが実践す
ることで災害の未然防止を図る活動のこと。

TQM
Total Quality Managementの 略 称。
顧客が満足する製品やサービスを最適な品
質で提供するよう、企業の全組織を効果
的、効率的に運営し、企業目的を達成する
体系的活動のこと。

U

UNwomen
2010年7月、これまで個別にジェンダー
平等に取り組んできた4つの女性関連専門
機関が統合して設立された、女性・少女の
権利促進のための国連機関。
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このレポートの内容は、インターネットからもご覧いただけます。
http://www.kepco.co.jp/corporate/csr/index.html
また、レポートについてのご意見、お問い合わせは、下記までお願いいたします。

関西電力株式会社  総合企画本部 CSR推進グループ
TEL:（06）7501-0270（直通）
〒530-8270　大阪市北区中之島3丁目6番16号

関西電力グループ  CSRレポート

環境情報については記載内容の客観的な信頼性を確保するため、
第三者機関による審査を受審しています。
審査を受けた結果として、サステナビリティ情報審査協会（http://www.j-sus.org/）
の定める「環境報告審査・登録マーク付与基準」を満たしているとして
左記のマークの付与が認められました。


